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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 436,753 451,841 498,051 501,676 449,630

経常利益(△損失) (百万円) 9,863 812 5,111 △2,915 7,250

親会社株主に帰属する
当期純利益(△損失)

(百万円) 3,670 △19,552 531 14,632 731

包括利益 (百万円) △211 △7,752 7,573 28,444 △16,609

純資産額 (百万円) 89,037 81,576 77,816 107,066 90,486

総資産額 (百万円) 322,012 311,325 327,913 328,277 298,012

１株当たり純資産額 (円) 261.98 237.97 197.33 277.05 233.32

１株当たり当期純利益
(△損失)金額

(円) 11.43 △60.90 1.49 39.85 1.99

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― 1.93

自己資本比率 (％) 26.1 24.5 22.1 31.0 28.7

自己資本利益率 (％) 4.3 △24.4 0.7 16.8 0.8

株価収益率 (倍) 37.01 ― 148.32 5.50 149.75

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 18,213 1,179 34,242 34,564 19,292

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △21,781 △35,239 △21,862 36,880 △20,083

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,719 7,018 △887 △55,424 3,408

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 45,953 20,967 33,904 51,676 51,993

従業員数 (人) 24,765 23,926 22,193 19,404 17,046
 

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれていません。

2. 金額の表示は、表示単位未満の端数を四捨五入して記載しています。また、第一部　第１、第２、第３およ

び第５の連結財務諸表およびその他の事項の金額の表示についても、表示単位未満の端数を四捨五入して記

載しています。

3. 第66期から第69期は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については記載

していません。また、第67期は１株当たり当期純損失であるため、株価収益率については記載していませ

ん。

　　　　4. 「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成25年９月13日)等を適用し、当連結会計年度より

　　　　　 「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としています。
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(2) 提出会社の経営指標等

 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

売上高 (百万円) 270,279 301,014 296,192 285,835 248,237

経常利益(△損失) (百万円) 14,877 12,348 2,460 △8,766 △5,681

当期純利益(△損失) (百万円) 7,891 △5,510 △1,630 △5,765 △16,502

資本金 (百万円) 87,257 87,257 91,731 91,731 91,731

発行済株式総数 (千株) 326,093 326,093 372,223 372,223 372,223

純資産額 (百万円) 126,541 122,926 130,719 123,789 106,934

総資産額 (百万円) 370,668 356,464 362,998 322,443 304,480

１株当たり純資産額 (円) 394.12 382.86 355.99 337.12 291.22

１株当たり配当額
(うち１株当たり中間配当額)

(円)
― ― ― ― ―
(―) (―) (―) (―) (－)

１株当たり当期純利益    
(△損失)金額

(円) 24.57 △17.16 △4.57 △15.70 △44.94

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益金額

(円) ― ― ― ― －

自己資本比率 (％) 34.1 34.4 36.0 38.4 35.1

自己資本利益率 (％) 6.38 △4.42 △1.29 △4.53 △14.31

株価収益率 (倍) 17.22 ― ― ― －

配当性向 (％) ― ― ― ― －

従業員数 (人) 4,105 4,248 3,641 2,993 2,985
 

(注) 1. 売上高には、消費税等は含まれていません。

2. 金額の表示は、表示単位未満の端数を切り捨てて記載しています。また、第一部　第４、第５の財務諸表お

よびその他の事項の金額の表示につきましても、表示単位未満の端数を切り捨てて記載しています。

3. 第66期から第69期は潜在株式が存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については記載

していません。第70期は潜在株式は存在するものの、当期純損失を計上したため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については記載していません。また、第67期から第70期は１株当たり当期純損失であるた

め、株価収益率については記載していません。　

4. 第67期から第70期は当期純損失計上のため、配当性向は記載していません。また、第66期は配当を実施して

いないため、配当性向は記載していません。　
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２ 【沿革】

昭和13年１月 松本望が東京都文京区に福音商会電機製作所を創業し、スピーカーの製作を開始。

昭和16年８月 有限会社福音電機製作所を設立。

昭和22年５月 福音電機株式会社を設立し、有限会社福音電機製作所を吸収合併。

昭和33年８月 東京都大田区に大森工場を新設。

昭和35年８月 埼玉県所沢市に所沢工場を新設。

昭和36年６月 パイオニア株式会社と商号変更。

昭和36年10月 東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和39年11月 本店を東京都大田区に移転。

昭和41年３月 米国にU.S. Pioneer Electronics Corp.を設立。

昭和41年８月 東北パイオニア株式会社を設立。(現・連結子会社)

昭和43年２月 東京証券取引所市場第一部銘柄に指定替え。

昭和43年４月 大阪証券取引所市場第一部に上場。

昭和44年２月 オランダ アムステルダム証券取引所(現・ユーロネクストアムステルダム)に上場。

昭和44年４月 静岡県袋井市に静岡工場を新設。

昭和45年１月 ベルギーにPioneer Europe NVを設立。(現・連結子会社)

昭和45年７月 埼玉県川越市に川越工場を新設。

昭和47年２月 米国にPioneer Electronics of America, Inc.を設立。

昭和47年７月 埼玉県所沢市に音響研究所を設立。

昭和49年１月 本店を東京都目黒区に移転。

昭和51年12月 米国 ニューヨーク証券取引所に上場。

昭和52年10月 パイオニアビデオ株式会社を設立。

昭和57年１月 米国にてU.S. Pioneer Electronics Corp.とPioneer Electronics of America,Inc.を統合しPioneer

Electronics (USA) Inc.を設立。(現・連結子会社)

平成元年３月 決算期を９月30日から３月31日に変更。

平成４年６月 シンガポールにPioneer Electronics Asiacentre Pte. Ltd.を設立。(現・連結子会社)

平成８年11月 静岡工場を分社し静岡パイオニア株式会社を設立。

平成12年３月 東北パイオニア株式会社の株式を東京証券取引所市場第二部に上場。

平成13年４月 中国にPioneer China Holding Co., Ltd.を設立。(現・連結子会社)

平成13年７月 米国のPioneer New Media Technologies, Inc.、Pioneer North America Strategic Business

Services, Inc.、Pioneer Electronics Service, Inc.をPioneer Electronics (USA) Inc.に統合。

(現・連結子会社)

平成15年４月

 
平成15年４月

パイオニアビデオ株式会社の半導体事業をパイオニア・マイクロ・テクノロジー株式会社として独

立。(現・連結子会社)

静岡パイオニア株式会社がパイオニアビデオ株式会社を合併し、パイオニア・ディスプレイ・プロダ

クツ株式会社に商号変更。(現・連結子会社)

平成15年９月 パイオニアＬＤＣ株式会社とPioneer Entertainment (USA) Inc.の株式を株式会社電通に譲渡。

平成16年９月 ＮＥＣプラズマディスプレイ株式会社の発行済株式100％を取得、パイオニアプラズマディスプレイ

株式会社に商号変更。(現・連結子会社)

平成18年１月 米国 ニューヨーク証券取引所、オランダ ユーロネクストアムステルダムおよび大阪証券取引所の上

場を廃止。

平成18年８月 パイオニア精密株式会社の株式をオムロン株式会社に譲渡。

平成19年６月 所沢事業所および大森事業所(一部)を売却し、新設した川崎事業所にホームエレクトロニクス事業を

集約。

平成19年10月 東北パイオニア株式会社を完全子会社化。

平成21年11月 シャープ株式会社との光ディスク事業の合弁事業開始。

平成21年11月 本店を神奈川県川崎市幸区に移転。

平成22年２月 三菱電機株式会社とカーエレクトロニクス事業における業務提携関係の強化のための資本提携契約書

を締結。

平成22年２月 三菱化学株式会社と有機ＥＬ照明に関する業務提携関係の強化・促進のための資本提携に関する最終

合意書を締結。

平成25年５月 株式会社ＮＴＴドコモとカーエレクトロニクス事業における業務提携関係の強化のための資本提携契

約書を締結。

平成25年５月 三菱電機株式会社とカーエレクトロニクス事業における業務提携関係の強化のための資本提携契約書

を締結。

平成25年７月 吸収分割によりホームＡＶ事業をパイオニアマーケティング株式会社に統合し、パイオニアホームエ

レクトロニクス株式会社へ商号変更。
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平成25年12月 Pioneer Benelux BVをPioneer Europe NVに統合。(現・連結子会社)

平成26年３月 Pioneer Electronics Deutschland GmbH、Pioneer France SAS、Pioneer Italia S.p.A.、Pioneer

Electronics Iberica SA、Pioneer Scandinavia ABをPioneer Europe NVに統合。(現・連結子会社)

平成27年３月 オンキヨー株式会社に対し、ホームＡＶ事業、電話機事業およびヘッドホン関連事業を事業譲渡し、

パイオニアホームエレクトロニクス株式会社の株式を譲渡。

平成27年３月 ＤＪ機器事業を吸収分割し、ＰＤＪホールディングス株式会社に株式を譲渡。

平成28年３月 本店を東京都文京区に移転。
 

 

３ 【事業の内容】

パイオニア株式会社(以下「当社」という。)は、当社および当社の関係会社(以下「当社グループ」という。)の事

業を、「カーエレクトロニクス」および「その他」に区分しています。

当社グループの各事業の生産販売体制につきましては、生産に関しては当社および当社の生産体制と一体となった

国内外の製造子会社が行う体制をとっています。また、販売に関しては、概ね販売子会社が行う体制をとっています

が、一部地域の顧客に対しては、当社が直接販売しています。

各事業における当社グループの位置付け等は次のとおりです。なお、「第５　経理の状況　１　(１)連結財務諸

表　注記事項」に掲げるセグメントの区分と同一です。

 

(平成28年３月31日現在)

カーエレクトロニクス
 

カーナビゲーションシステム、
カーステレオ、カーＡＶシステ
ム、カースピーカー

製造
当社、東北パイオニア㈱、インクリメント・ピー㈱、
Pioneer Automotive Technologies, Inc.(米国)、
Pioneer Electronics Asiacentre Pte. Ltd.(シンガポール)、
Pioneer Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.(タイ)、
Pioneer Technology (Shanghai) Co., Ltd.(中国)、
Pioneer do Brasil Ltda.(ブラジル)、
Pioneer (HK) Ltd.(中国)

販売
当社、パイオニア販売㈱、
Pioneer Electronics (USA) Inc.(米国)、
Pioneer Automotive Technologies, Inc.(米国)、
Pioneer Europe NV(ベルギー)、
Pioneer RUS Limited Liability Company(ロシア)、
Pioneer Electronics Asiacentre Pte. Ltd.(シンガポール)、
Pioneer Manufacturing (Thailand) Co., Ltd.(タイ)、
Pioneer China Holding Co., Ltd.(中国)、
Pioneer International Latin America, S.A.(パナマ)、
Pioneer Gulf, Fze.(アラブ首長国連邦)、
Pioneer do Brasil Ltda.(ブラジル)

その他
 

ブルーレイディスクドライブ、
ＤＶＤドライブ、ＣＡＴＶ関連
機器、ＦＡ機器、地図ソフト、
電子部品、スピーカーユニッ
ト、有機ＥＬディスプレイ、Ｅ
ＭＳ（電子機器受託製造サービ
ス）、ＤＪ機器（生産・販売受
託）、ホームＡＶ（生産・販売
受託）

製造
当社、東北パイオニア㈱、パイオニア・マイクロ・テクノロジー㈱、
インクリメント・ピー㈱、㈱パイオニアＦＡ、
東北パイオニアＥＧ㈱、
パイオニアデジタルデザインアンドマニュファクチャリング㈱、
Pioneer Technology (Malaysia) Sdn. Bhd.(マレーシア)、
Pioneer Technology (Dongguan) Co., Ltd.(中国)

販売
当社、東北パイオニア㈱、パイオニア・マイクロ・テクノロジー㈱、
インクリメント・ピー㈱、㈱パイオニアＦＡ、
東北パイオニアＥＧ㈱、
パイオニアデジタルデザインアンドマニュファクチャリング㈱、
Pioneer China Holding Co., Ltd.(中国)、
Pioneer (HK) Ltd.(中国)
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[事業系統図]

　

　

上記の製造・販売子会社および販売子会社は、全て当社の連結子会社です。

この他に、持株・統括会社、金融会社、サービス会社、特許権保有子会社等の連結子会社があり、当連結会計年

度末現在の連結子会社数は71社です。
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４ 【関係会社の状況】

(1) 連結子会社

(平成28年３月31日現在)

名称 住所
資本金
(百万円)

主要な事業の内容
(注)１　

議決権の
所有(または
被所有)
割合(％)
(注)２

関係内容

東北パイオニア㈱
(注)３

山形県
天童市

10,800
カーエレクトロニクス
その他

100

当社製品のうち主としてカーエレクトロニクス
製品の製造および有機ＥＬディスプレイの製
造、販売を行っている。当社から資金借入を
行っている。
役員の兼任等…有

パイオニアデジタルデ
ザインアンドマニュ
ファクチャリング㈱

東京都
文京区

100 その他 66
当社製品のうち光ディスク関連製品および部品
の開発、設計、製造および販売を行っている。
役員の兼任等…有

パイオニア販売㈱
(注)３

東京都
文京区

100 カーエレクトロニクス 100

当社製品のうちカーエレクトロニクス製品の販
売を行っている。当社へ資金貸付を行ってい
る。
役員の兼任等…無

Pioneer North
America, Inc.
(注)３

アメリカ
カリフォルニア

千米ドル
124,807

カーエレクトロニクス
その他

100
北米における現地法人の統括管理を行ってい
る。
役員の兼任等…有

Pioneer Electronics
(USA) Inc.
(注)３

アメリカ
カリフォルニア

千米ドル
371,501

カーエレクトロニクス
その他

100
(100)

米国における当社製品の販売を行っている。
役員の兼任等…有　当社へ資金貸付を行ってい
る。

Pioneer Automotive
Technologies, Inc.
(注)３、４

アメリカ
オハイオ

千米ドル
60,000

カーエレクトロニクス
100
(100)

当社製品のうちカーエレクトロニクス製品の製
造、販売を行っている。
役員の兼任等…無

Pioneer Europe NV
ベルギー
メルセーレ

千ユーロ
39,893

カーエレクトロニクス
その他

100
(30.5)

欧州における現地法人の統括管理および当社製
品の販売を行っている。当社へ資金貸付を行っ
ている。
役員の兼任等…有

Pioneer Electronics
Asiacentre Pte. Ltd.
(注)３

シンガポール
千米ドル
28,056

カーエレクトロニクス
その他

100

東南アジア、南アジアにおける現地法人の統括
管理および当社製品の製造、販売を行ってい
る。当社へ資金貸付を行っている。
役員の兼任等…有

Pioneer Technology
(Malaysia) Sdn. Bhd.

マレーシア
ジョホール

千
マレーシア
リンギット
37,100

その他
100
(100)

マレーシアにおける当社製品のうちCATV関連機
器、DJ製品の製造、販売等を行っている。当社
から資金借入を行っている。
役員の兼任等…無

Pioneer
Manufacturing
(Thailand) Co., Ltd.

タイ
アユタヤ

千タイ
バーツ
600,000

カーエレクトロニクス
100
(100)

当社製品のうちカーエレクトロニクス製品の製
造、販売を行っている。
役員の兼任等…無

Pioneer China
Holding Co., Ltd.
(注)３

中国
上海

千元
644,362

カーエレクトロニクス
その他

100
中国における現地法人の統括管理および当社製
品の販売を行っている。
役員の兼任等…有

Pioneer (HK) Ltd.
中国
香港

千香港ドル
296,550

カーエレクトロニクス
その他

100
中国における当社製品の製造・販売を行ってい
る。当社へ資金貸付を行っている。
役員の兼任等…無　

Pioneer Technology
(Shanghai) Co., Ltd.
(注)３

中国
上海

千元
331,082

カーエレクトロニクス
100
(100)

当社製品のうちカーエレクトロニクス製品の製
造を行っている。
役員の兼任等…無

Pioneer Technology
(Dongguan) Co., Ltd.

中国
東莞

千元
297,012

その他
58.3
(58.3)

当社製品のうち光ディスク関連製品および部品
の製造を行っている。
役員の兼任等…無

Pioneer
International
Latin America, S.A.

パナマ
千米ドル
5,900

カーエレクトロニクス
その他

100
中南米における当社製品の販売を行っている。
役員の兼任等…無

Pioneer Gulf, Fze.
アラブ首長国
連邦
ドバイ

千UAE
ディルハム
26,000

カーエレクトロニクス
その他

100
中近東およびアフリカの一部地域における当社
製品の販売を行っている。
役員の兼任等…無

Pioneer do Brasil
Ltda.

ブラジル
マナウス

千ブラジル
レアル
32,408

カーエレクトロニクス 100

中南米における現地法人の統括管理、ブラジル
におけるカーエレクトロニクス製品の製造、販
売を行っている。
役員の兼任等…無

 

 

　　他　国内　20社、海外　34社

 

(2) 持分法適用関連会社

国内　３社、海外　４社

(3) その他の関係会社

該当ありません。

 

(注) 1. 主要な事業の内容欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しています。
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2. 子会社の議決権に対する所有割合欄の下段の内数字(内書)は間接所有割合です。

3. 特定子会社に該当しています。

4. Pioneer Automotive Technologies, Inc.については、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売

上高に占める割合が10％を超えています。
　

主要な損益情報等
 

　Pioneer Automotive Technologies, Inc.

 (1)売上高 67,852百万円 (うち外部売上高        67,847百万円)

 (2)経常利益 1,559百万円  

 (3)当期純利益 955百万円  

 (4)純資産額 7,820百万円  

 (5)総資産額 15,152百万円  
 

 

 
５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成28年３月31日現在)

セグメントの名称 従業員数(人)

カーエレクトロニクス 11,637

その他 4,691

全社 718

合計 17,046
 

(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員数です。

 

(2) 提出会社の状況

(平成28年３月31日現在)

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

2,985 42.83 19.15 7,412,113
 

 

セグメントの名称 従業員数(人)

カーエレクトロニクス 2,126

その他 218

全社 641

合計 2,985
 

(注) 1. 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員数です。

2. 満60歳定年制を採用しています。

3. 平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。

4. 平均年間給与は正社員のみです。

 

(3) 労働組合の状況

当社グループでは、当社と７つの関係会社で労働組合が組織されており、これらの組合で構成するパイオニアグ

ループ労働組合連合会が全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会(略称：電機連合)に加盟しています。組

合員数はグループ全体で2,839名であり、労使関係は円満です。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度における世界経済は、米国においては、雇用情勢の改善や内需の底堅さ等から景気回復が続きま

した。一方、欧州においては、金融不安を発端とする景気の後退からは緩やかな回復基調にはあるものの難民流入

問題やフランスやベルギーにおける同時多発テロなどもあり政治・経済上不安定な状況が続きました。また、中国

においては、経済の減速懸念が続き、先行きに不透明感が残りました。わが国においては、政府による経済政策や

日銀による金融緩和を背景に緩やかな回復基調には向かいつつありますが、原油価格の下落による世界経済の影響

や年明け以降の円高基調などにより不透明感が増しつつあります。　

 このような状況の中、当連結会計年度の売上高は、ＯＥＭカーオーディオは増収となりましたが、前連結会計年

度に実施したホームＡＶおよびＤＪ機器の事業譲渡の影響に加え、市販カーオーディオが主に新興国で減少したこ

とから、前連結会計年度に比べ10.4％減収の449,630百万円となりました。

　営業利益は、事業譲渡および体制のスリム化の効果により販売費及び一般管理費は減少しましたが、減価償却費

の増加等による原価率の悪化や、売上高の減少による売上総利益の減少により、前連結会計年度に比べ6.1％減益の

7,304百万円となりました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度に計上した為替差損が当連

結会計年度は為替差益に転じましたが、前連結会計年度にＤＪ機器事業の譲渡に伴う事業譲渡益48,415百万円を計

上したことなどにより、前連結会計年度に比べ95.0％減益の731百万円となりました。

　当連結会計年度の平均為替レートは、対米ドルは前連結会計年度に比べ8.5％円安の１米ドル＝120円14銭、対

ユーロは前連結会計年度に比べ4.7％円高の１ユーロ＝132円58銭となりました。　

 

セグメントごとの業績は次のとおりです。

①　カーエレクトロニクス事業

 カーエレクトロニクスの売上は、前連結会計年度に比べ1.2％減収の351,293百万円となりました。

　カーオーディオは減収となりました。市販市場向けは、主に新興国で減少したことから減収となりました。ＯＥ

Ｍは、主に国内や北米で増加したことから増収となりました。

　カーナビゲーションシステムは増収となりました。市販市場向けは、国内は減少しましたが、中国で増加したこ

とから増収となりました。ＯＥＭは、国内や北米で減少しましたが、東南アジアや中国で増加したことから増収と

なりました。

　なお、カーエレクトロニクス全体の売上高に占めるＯＥＭの売上構成比は、前連結会計年度の57％から61％とな

りました。

　国内外別の売上については、国内は1.9％減収の128,912百万円、海外は0.8％減収の222,381百万円となりまし

た。

 営業利益は、販売費及び一般管理費の減少はありましたが、原価率が減価償却費の増加や為替の影響等により悪

化したことに加え、売上が減少したことにより、前連結会計年度に比べ36.0％減益の7,032百万円となりました。

②　その他事業

　その他の売上は、前連結会計年度に実施した事業譲渡の影響などから、前連結会計年度に比べ32.7％減収の

98,337百万円となりました。　

　国内外別の売上については、国内は14.2％減収の52,958百万円、海外は46.2％減収の45,379百万円となりまし

た。

　営業損益は、販売費及び一般管理費の減少等により、前連結会計年度の2,388百万円の損失から1,405百万円の利

益となりました。
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(2) キャッシュ・フロー

当連結会計年度末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ、317百万円増加し、51,993百万円となりま

した。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

前連結会計年度に比べて収入が15,272百万円減少し、19,292百万円の収入となりました。これは、特別退職金の

支払いなどにより、未払費用が16,196百万円の増加から9,602百万円の減少に転じたことや、売上債権の減少額が

10,807百万円から912百万円に縮小したことなどによるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

前連結会計年度の36,880百万円の収入から、当連結会計年度は20,083百万円の支出となりました。これは前連結

会計年度に、事業譲渡による収入を57,124百万円計上したことによるものです。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

前連結会計年度の55,424百万円の支出から、当連結会計年度は3,408百万円の収入となりました。これは、当連結

会計年度に転換社債型新株予約権付社債の発行による収入を15,060百万円計上したことなどによるものです。

 

２ 【生産、受注および販売の状況】

(1) 生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

カーエレクトロニクス 343,761 △3.7

その他 97,174 △29.6

合計 440,935 △10.9
 

(注) 1．セグメント間取引については、相殺消去しています。

2．金額は、販売価額によっています。

3．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

4. 前連結会計年度に、当社グループのホームＡＶ事業、電話機事業、ヘッドホン関連事業およびＤＪ機器事業

を譲渡したことに伴い、当連結会計年度より事業セグメントの区分を見直し、報告セグメントを「カーエレ

クトロニクス」および「その他」に変更しています。

 

(2) 受注実績

当社グループは、原則として需要予測による製品の見込生産を行っています。

 

(3) 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりです。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

カーエレクトロニクス 351,293 △1.2

その他 98,337 △32.7

合計 449,630 △10.4
 

(注) 1．セグメント間取引については、相殺消去しています。

2．主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合

 
相手先

前連結会計年度 当連結会計年度

 販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

 トヨタ自動車株式会社 68,132 13.6 67,305 15.0
 

3．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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３ 【対処すべき課題】

　当社を取り巻く事業環境につきまして、自動車産業は、長期的には新興国を中心に継続した成長が見込まれていま

す。また、カーエレクトロニクス業界におきましては、自動車の顧客ニーズが多様化する中、先進国を中心に車載機

器に情報通信端末の機能を持たせるコネクテッド化や、自動運転の実現に向けた取り組みが加速するなど、大きな変

革局面を迎えています。

　当社は、このカーエレクトロニクス業界の大きな変化を、将来の成長のための絶好の機会と捉え、車室空間におけ

る快適、感動、安心・安全を創出する『総合インフォテインメント』のリーディングカンパニーを目指しています。

　その実現に向け、カーエレクトロニクス事業においては、収益基盤の強化に向け、ＡＶ製品およびナビゲーション

システムの一体開発等による開発効率の向上や開発等のコスト低減を図るとともに、市販事業、ＯＥＭ事業、地図事

業・自動運転関連を柱として成長戦略に取り組んでまいります。

　市販事業では、売上の維持拡大に向け、車室内のエンタテインメントやスマートフォン連携等の新価値提案の新製

品を導入するほか、自動車保険向けサービスや、法人車両向けサービス“ビークルアシスト”など、クラウドを活用

した新たな業務用ビジネスを強化してまいります。新興国においては、地域特性に合った新製品の導入等、普及価格

帯製品の強化により売上の拡大を目指してまいります。

　ＯＥＭ事業では、既存顧客からの大規模受注に対応するため、事業プロセス全体の最適化に向けた取り組みを進め

てまいります。さらに、新規受注の獲得に向けて、顧客ニーズを先取りした製品開発・設計により開発の効率化を進

めるなど、収益性の改善に取り組んでまいります。

　地図事業・自動運転関連では、国内における高精度地図データへの取り組みを進めるとともに、アセアン地域への

地図事業の拡大を図ってまいります。また、自動運転の実現に向け、３次元走行空間センサー「３D-LiDAR（ライ

ダー）」や、高度化地図による「データエコシステム」の開発に取り組み、『自動運転の実現になくてはならない会

社』を目指してまいります。

　さらに、新規事業では、医療・健康機器関連事業と有機ＥＬ照明事業の効率的な育成を図ってまいります。　　

　以上、今期は、カーエレクトロニクスの将来の成長に向けた先行投資を行う一方、市販事業において着実に収益を

確保し、さらに自動運転の実現のための施策にも全力で取り組んでまいります。
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４ 【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。

　なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成28年６月28日)現在において当社が判断した

ものです。

 

(1) 経済状況

　当社グループの全世界における売上高のうち、重要な部分を占める民生用エレクトロニクス製品の需要は、

当社グループが製品を販売している国または地域の経済状況の影響を受ける可能性があります。消費者にとっ

て当社グループ製品を購入することは、多くの場合必要不可欠なことであるとは言えません。同様に、当社グ

ループの業務用製品および当社グループのカーエレクトロニクス製品など、他社製品に部品として使用される

当社グループ製品の需要も、当社グループが製品を販売している様々な市場における経済状況の影響を受けま

す。従って、日本、北米、欧州、アジア、中南米を含む当社グループの主要市場における景気後退、およびそ

れに伴う需要の縮小は、当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの事業は、競合他社が製造を行う地域の経済状況から間接的に影響を受ける場合がありま

す。例えば、競合他社が現地でより低廉な人件費の労働力を雇用した場合、当社グループと同種の製品をより

低価格で提供できることになり、その結果、当社グループの売上が悪影響を受ける可能性があります。さら

に、部品や原材料を製造する地域の現地通貨が下落した場合、当社グループのみならず他のメーカーでも、製

造原価が(対円または対ドルで)下がる可能性があります。このような傾向により、輸出競争や価格競争が激化

し、いずれも当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(2) 為替レートの変動

　当社グループの事業には、全世界における製品の生産と販売が含まれています。当社グループが生産を行う

地域における通貨価値の上昇は、それらの地域における製造と調達のコストを押し上げる可能性があります。

このようなコストの増加は、当社グループの利益率を低下させ、それによって当社グループの事業、財政状態

および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。また、為替レートの変動は当社グループ製品の現地価格

に影響し、現地市場における競争力に悪影響を与える場合があります。さらに、同様の理由により、為替レー

トの変動は、当社グループの顧客(特に輸出が事業の大部分を占めている自動車メーカーをはじめとした日本企

業の顧客)の当社グループ製品に対する需要を縮小させる可能性があります。一般的に、米ドルを除く他の通貨

に対する円高は当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす傾向があります。また、海外

におけるＯＥＭ顧客製品の売上は円高によって悪影響を受ける傾向があり、当社グループの事業、財政状態お

よび経営成績にも悪影響を及ぼす可能性があります。一方、米ドルに対する円安は、海外子会社で生産し日本

に輸入して販売する国内市場向け民生用製品や国内ＯＥＭ顧客向け製品の仕入金額を上昇させ、当社グループ

の事業、財政状態および経営成績にも悪影響を及ぼす可能性があります。また、海外で生産を行う子会社が輸

出を行う場合の大部分を米ドル建で行っており、米ドルに対する他通貨の為替レートの変動などに伴う輸出金

額の下落などにより、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。他方、海外で販売を行う

子会社が輸入を行う場合の大部分を米ドル建で行っており、米ドルに対する他通貨の為替レートの変動などに

伴う仕入金額の上昇などにより、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。当社グループ

は、通貨ヘッジ取引を行い、米ドル、ユーロおよび円などの通貨間の為替レートの短期的な変動による悪影響

を最小限に止める努力をしていますが、中長期的な通貨変動により、計画された調達、製造、流通および販売

活動を確実に実行できない場合があるため、為替レートの変動は当社グループの事業、財政状態および経営成

績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　当社グループの有する資産および負債の相当額は外貨建てであると共に、外貨建て取引による費用および収

益も相当額あります。従って、為替レートの変動は、日本円以外の通貨建ての科目の円換算後の価額に影響を

及ぼす可能性があります。当該貸借対照表の作成日現在の為替レートを使用した換算の結果生じる調整は、純

資産の部の「為替換算調整勘定」として計上されます。当社グループの連結貸借対照表上では、為替換算調整

勘定は、平成27年３月31日現在および平成28年３月31日現在において、それぞれ47,369百万円および56,329百

万円が純資産の部にマイナス項目として計上されています。
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　平成28年３月31日現在、当社グループの借入金および転換社債の合計残高は37,328百万円となっています。

実勢金利が上昇した場合、当社グループが支払う金利あるいは当社グループの債務が満期を迎えた際の資金の

再調達コストが増加し、当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

また、金融市場が不安定な混乱状況に陥った場合、金融機関が自己資本規制強化に伴い貸出を圧縮した場合、

あるいは当社の財政状態が悪化した場合、新たに同様の条件により借換えまたは新規の借入れを行えず、当社

グループが適時に必要とする金額の調達を行うことができない等、資金調達が制約されるとともに、資金調達

コストが増加する可能性があり、当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があ

ります。

 

(4) 新製品開発力

　当社グループの売上の大部分は革新的な新製品の売上に拠っています。当社グループの将来の成長は主に

カーエレクトロニクスとその関連領域や新規領域において革新的で魅力ある新製品の開発と販売に依存すると

予想しています。当社グループは革新的で魅力ある新製品を継続的に開発できると考えていますが、当社グ

ループが属する業界は技術的な進歩をはじめとする急速な変化が起こるのが特徴です。新製品の開発と販売の

プロセスは、その性質から複雑かつ不確実なものであり、以下をはじめとする様々なリスクが存在します。

①　当社グループが新製品や新技術への投資に必要な資金と資源を、今後も十分に充当できる保証はありませ

ん。

②　当社グループが長期的な投資と大量の資源の投入を行ったとしても、成功を収める新製品または新技術を

開発できる保証はありません。

③　当社グループの研究能力や技術が市場の要求に沿ったものであることや、当社グループが新たに開発した

製品または技術の販売が成功する保証はありません。

④　当社グループが新たに開発した製品または技術が、独自の知的財産権として保護される保証はありませ

ん。

⑤　技術の急速な進歩や消費者の嗜好の変化により、当社グループ製品が時代遅れになる可能性があります。

⑥　現在開発中の新技術の商品化の遅れにより、当社グループの製品が市場の要求に追い付かなくなる可能性

があります。

　上記のリスクをはじめとして、当社グループが業界と市場の変化を十分に予測できず、魅力ある新製品を開

発できない場合には、将来の成長と収益性を低下させ、当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影

響を及ぼす可能性があります。

　

(5) 競争

　カーエレクトロニクスを含むエレクトロニクス業界における競争は大変厳しいものとなっています。当社グ

ループは、当社グループが事業を行う様々な製品市場と地域市場において、競争の激化に直面しており、将来

も競争の激化に直面し続けることが予想されます。競合先にはメーカーや販売業者があり、その一部は当社グ

ループよりも研究、開発や製造、市場調査により多くの資本投下をすることが可能であり、広く認知されたブ

ランドまたは当社グループの顧客の一部との間で長期の取引関係もしくは資本関係を有しています。また、技

術が進歩し、新しいエレクトロニクス製品が市場の支持を獲得していくと同時に、新しい競合先が台頭し、既

存の競合先間での提携が進み、市場での大きなシェアを急速に獲得する可能性があります。このような熾烈な

競争環境において、当社グループが将来においても効率的に競争できるという保証はありません。価格面での

圧力または効率的に競争できないことによる顧客もしくは潜在的顧客の喪失は、当社グループの事業、財政状

態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　例えば、当社グループは、後付(アフターマーケット)の据置型カーナビゲーションシステムやオーディオシ

ステムの市場において優位な立場にあると考えられますが、製品のコモディティ化による新興国メーカーの台

頭や、カーナビゲーション機能を持つ携帯電話端末(スマートフォン)に代表される情報サービスのさらなる進

化など、かかるアフターマーケットの競争環境や市場構造が大きく変わる可能性があります。今後価格競争の

さらなる激化や市場構造の変化がさらに進むと、当社グループが市場シェアを失い、当社グループの収益性に

悪影響を及ぼす可能性があります。
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(6) 事業戦略の成否

　事業や経済状況の変化、または将来の不確実な要因や予期しない要因により、当社グループの戦略や計画を

実行すること、設定された目的や目標を期限内に達成することやこれら目的や目標の達成そのもの、またはか

かる目的や目標を掲げること自体が困難になる可能性があります。当社グループが、かかる戦略的目的や、当

社グループが公表した戦略や計画において設定した量的、質的目標を達成できるという保証はなく、また当社

グループの経営陣がかかる目的や目標を将来にわたって変更しないという保証はありません。加えて、かかる

目的や目標の達成が困難な事態に陥った際も、既存顧客へのサービス提供など市場への継続的対応が社会的に

求められることがその事業にかかる撤退障壁となり、当社の意思に関わらず事業からの撤退が実行できない可

能性があります。

　さらに、事業戦略上重要な分野においては、継続的な設備投資を行っており、今後も当該分野および新規事

業において設備投資を行う予定ですが、予期せぬ市場環境の変化等により事業が想定通り進展せず、その結

果、設備投資の一部または全部について回収できない、あるいは回収できるとしても想定より長い期間を要す

る可能性があります。この場合、当該設備投資を行った資産が減損の対象になり、当社グループの経営成績に

悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、適切な機会を得た場合、当社の成長戦略に従い、事業の拡大、販売網の拡大、競争力の強化および市

場シェアの拡大を目的として、第三者との間で企業買収や出資を行う可能性があります。しかしながら、経済

状況および事業環境の変化により、または経営、財務、企業文化の違いもしくはその他の理由により、これら

につき期待どおりの成果を得ることができない可能性や、投下した資本の一部または全部について回収できな

い、あるいは回収できるとしても想定より長い期間を要する可能性があります。この場合、当社グループの事

業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(7) ＯＥＭ顧客企業の業績への依存

　当社グループは、世界中の自動車メーカーおよびエレクトロニクスメーカーを主な対象としてＯＥＭ事業を

展開しています。当社グループが提供する製品は、カーステレオ製品、カーナビゲーションシステム、光ディ

スクドライブを含んでいます。当社グループがＯＥＭとして供給しているカーエレクトロニクス製品の大部分

は、主に、日本の自動車メーカーに対して提供されています。これらの分野における顧客企業への売上は、そ

の顧客企業の業績や当社グループが管理することのできない要因により大きな影響を受けます。また、顧客の

要求に応じるための値下げは、当社グループの利益率を低下させる可能性があります。顧客企業の業績不振、

予期しない契約の終了、ＯＥＭ顧客の調達慣行の変化、大口顧客の要求に応じるための大幅な値下げは、当社

グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(8) 他社との提携等の成否

　当社グループは技術開発や新興国市場の事業拡大の一環として、経営資源を最適化し、技術の集約による相

乗効果を利用するために事業協力、技術提携や合弁の形で他社と共同で事業活動を多く行っています。

　このような共同事業は、当社グループの事業拡大に向けた努力の重要な一環をなしています。当社グループ

は、成長市場である中国において、上海汽車工業(集団)総公司との間で合弁会社を設立して事業を行っていま

す。また、家電量販大手の蘇寧雲商集団股份有限公司と提携し、当社グループのブランドを活用したビジネス

を展開しています。国内においては、光ディスク事業においてシャープ株式会社と合弁会社を設立し、ブルー

レイディスク等の共同開発を進めています。三菱電機株式会社とは、カーナビゲーションを進化させた次世代

車載機器に関する資本業務提携契約を結んでいます。株式会社ＮＴＴドコモとは、クラウドを活用した情報

サービス事業に注力する一方、情報サービス事業のグローバル展開も目指します。さらに、三菱化学株式会社

とは、有機ＥＬ照明に関して共同開発を進めています。当社グループは、引き続き新たな事業協力を行う機会

を前向きに活用する予定です。

　しかしながら、経営、財務またはその他の理由によりこれら共同事業の当事者間で意見の相違が生じたこと

などにより、当社グループがこれら共同事業の目的を達することができなかった場合、当社グループの事業、

財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。
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(9) 海外における事業活動

　当社グループの生産活動の大部分ならびに販売活動の過半は、日本国外で行われています。特に、生産施設

の大部分は中国、タイおよびブラジル等の新興国にあります。これらの海外で事業活動を行うことには以下を

はじめとする様々なリスクが内在しています。

①　予期しない法律または規制の変更

②　不利な政治または経済要因

③　人材の採用と確保の難航

④　ストライキ等の労働争議

⑤　当社グループが生産活動を行う国における人件費の大幅な上昇

⑥　未整備の社会インフラが、当社グループの生産その他の活動に悪影響を及ぼす可能性

⑦　独占禁止、為替管理、異なる事業慣行および商慣行

⑧　税制等の変更や移転価格税制による課税

⑨　テロ、戦争、自然災害、悪影響をもたらす気候変動、感染症、伝染病、その他の要因による社会的、政治

的または経済的な混乱

　これらのリスクはいずれも、当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があり

ます。

　

(10) 新興市場への対応

　当社グループは、新興国をはじめとした、成長の見込みがある海外市場へ販売網を拡大しようとしていま

す。かかる市場における当社グループ製品の需要は、社会インフラ、可処分所得、消費者の嗜好および消費行

動などの要因が異なることから、日本およびその他先進国の需要とは大きく異なる可能性があります。ビジネ

ス上の慣行も異なる可能性があり、かかる市場においては事業を成長させるにあたり、現地の提携先との関係

が特に重要です。当社グループが進出を目指す現地市場の需要に的確に対応することができず、市場の傾向を

正しく見極められない場合、または当該市場において有用な提携先を見つけられない場合や、そのような提携

先との関係を維持できない場合、当社グループはかかる進出のために支出した投資額を回収できない可能性が

あり、当社グループの事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

　さらに、新興市場においては、政情不安やその他の当社グループや当社グループの取引先が管理できない事

象により、当社グループの製品の販売に影響を及ぼす可能性があり、当社グループの事業、財政状態および経

営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(11) 特定のグループ外部品供給元や製造委託先への依存

　当社グループは重要部品を自社で製造するよう努める一方で、重要部品の供給を複数のグループ外供給元に

依存しています。半導体を含む当社グループの最重要部品の一部はグループ外の企業によって製造されていま

す。当社グループはグループ外供給元との間で更新可能な短期契約を通常締結しています。また、近年、コス

ト削減を主な目的として、自社での生産設備を持たずに製品の設計から製造をグループ外企業に委託するいわ

ゆるＯＤＭ／ＥＭＳ調達も増加しています。　

　当社グループは戦略的な提携を行うなどの措置により必要な供給量の確保に努めていますが、時に重要部品

の不足が生じないという保証はありません。もし、当社グループがグループ外供給元との契約を変更せざるを

得ない事態が生じた場合、当社グループにとって必要不可欠な重要部品の調達が困難となり、原価上昇という

結果をもたらす可能性があります。また、民生用エレクトロニクス製品の需要が多い時期、および半導体など

の部品が世代交代する時期には、部品メーカーは当社グループが必要とする数量の部品を十分かつ迅速に提供

できない可能性があります。天災や当社グループが管理できない事象により、重要部品の供給が不足したり、

その他重大な問題が生じる可能性があります。重要部品が不足すると、部品の価格高騰、供給不足および品質

管理上の問題などが発生する可能性があります。さらに、当社グループの仕様に従った適正な品質の部品を供

給するはずの当社グループ外供給元が、かかる当社グループの仕様に従った適正な品質の製品を当社グループ

と合意した期限およびコストで供給できない場合、当社グループの生産に問題を引き起こす可能性がありま

す。これらの要因はいずれも、当社グループの事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性

があるとともに、ＯＥＭ顧客との関係の悪化につながる可能性があります。また、今後ＯＤＭ／ＥＭＳ調達へ

の依存度が高まった場合、上記で述べた重要部品についてのグループ外供給元への依存と同様の問題が生じる

可能性があり、さらに、当社が目標生産量や品質水準に到達できない可能性があります。
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(12)在庫管理

　当社グループは、当社グループの製品に対する需要予測に基づいて事前に決定した生産計画および在庫計画

に従って部品を発注し、製品を生産していますが、当該需要は変動が大きく、正確に予想することは困難で

す。不正確な需要予測は、製品や部品の在庫の不足または超過につながり、生産計画の混乱、販売機会の喪失

または棚卸資産の評価損の計上を含む在庫調整を生じさせます。かかる要因はいずれも、当社グループの事

業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(13)顧客の資金状況・財政状態

　当社グループの顧客のなかには、代金後払の条件で当社グループより製品・サービスを購入している顧客が

います。当社グループが多額の売掛債権を有する顧客の財政状態が悪化し、期限どおりの支払を得られない場

合、当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(14) キーパーソンの育成および確保

　当社グループの製品および技術は複雑で、当社グループの将来の成長と成功は有能なエンジニアやその他の

キーパーソンに大きく依存するため、当社グループの成功のためには技術力の高いエンジニアやその他のキー

パーソンの育成と確保が重要です。キーパーソンを育成または確保できなかった場合には、当社グループの将

来の成長、事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(15) 知的財産保護

　当社グループは他社製品と差別化できる技術とノウハウを蓄積してきたと考えていますが、当社グループ独

自の技術とノウハウの一部は、特定の地域では法的制限のため、知的財産権による保護が全くなされなかった

り、または限定的にしか保護されない状況にあります。そのため、第三者が当社グループの知的財産を使って

類似した製品を製造するのを効果的に防止できない可能性があります。また、他社が当社グループと類似する

技術、もしくは当社グループより優れた技術を開発すること、当社グループの特許や企業秘密を模倣すること

や当社グループの特許や企業秘密についてリバースエンジニアリングを行うことを防止できない可能性があり

ます。さらに、将来、当社グループの製品または技術が他社の知的財産権を侵害しているとして、当社グルー

プが訴訟等を提起され、または当社グループが自らの知的財産権を保全するため訴訟等を提起しなければなら

ない事態が生じる可能性があります。このような訴訟等に対しては、時間、費用その他の経営資源が費やさ

れ、また、訴訟等の結果によっては、当社グループが損害賠償責任を負う可能性があります。

　

(16) グループ外へのブランドの使用許諾

　当社グループは平成27年３月２日付でホームＡＶ事業をオンキヨー株式会社グループに、ＤＪ機器事業を

Kohlberg Kravis Roberts & Co. L.P.の関連会社に譲渡いたしましたが、パイオニアブランドの継続使用を許

諾しています。当社グループ外企業においてパイオニアブランドを使用した製品を生産・販売することで、そ

れらの製品に重大な欠陥や事故が発生した場合、パイオニアブランドの毀損につながり、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。

 

(17) 製品の欠陥

　当社グループは世界中の工場で国際的に認められている品質管理基準に従って各種の製品を製造していま

す。しかし、全ての製品について欠陥が無く、将来においてリコールが発生しないという保証はありません。

また、当社グループは、製造物責任賠償については保険に加入していますが、この保険が当社グループの最終

的に負担する賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。さらに、当社グループが引き続きこのよ

うな保険に当社グループにとって受け入れられる条件で加入できるとは限りません。大規模なリコールや当社

グループに対する製造物責任賠償が認められると、多額のコストが発生したり、当社グループの評価に大きな

悪影響を与え、それにより売上が低下する可能性があります。さらに、当社グループがＯＥＭとして供給して

いる製品について重大な欠陥が発見された場合、特にかかる欠陥がリコールにつながる場合、当社グループと

ＯＥＭ顧客との関係に重大な悪影響を及ぼし、かかるＯＥＭ顧客が相当の期間にわたって当社製品の発注を控

えることにつながる可能性があります。これらの要因はいずれも、当社グループの事業、財政状態および経営

成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。
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(18) 公的規制

　当社グループは、事業展開する各国において、事業・投資の許可、国家安全保障またはその他の理由による

輸出制限、関税をはじめとするその他の輸出入規制などの様々な各国政府の規制の適用を受けています。ま

た、通商、独占禁止、特許、消費者、租税、為替管理、環境・リサイクルにかかわる法規制の適用も受けてい

ます。これらの規制を遵守できなかった場合、当社グループの活動が制限される可能性があります。また、現

在および将来の規制を遵守することによって追加的な費用が発生することがあります。以上のことから、これ

らの規制は当社グループの事業、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　特に、環境・リサイクルにかかわる法規制については、当社グループは、大気汚染、水質汚濁、有害物質の

使用および取り扱い、廃棄物処理、製品含有化学物質、製品リサイクルならびに土壌・地下水汚染の規制や地

球温暖化防止などを目的とした様々な法規制の適用を受けています。また、当社グループは、過去、現在およ

び将来の生産活動に関し、環境責任を負うリスクを抱えています。将来、新たなまたはより厳格化する環境規

制の遵守や、有害物質等を除去する義務に関する費用が発生する場合、当社グループの事業、財政状態および

経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(19) 災害や停電等による影響

 日本および当社グループが生産を行っている一部の国においては、地震、台風、洪水、津波、感染症や伝染

病を含むその他の自然災害が過去に発生しています。さらに、停電、意図的サボタージュやコンピュータウィ

ルスの流布等のように当社グループや当社グループの供給元が管理できない事象や人的ミスや設備の不具合に

よる事故が、当社グループの事業、当社グループの供給元が保有する生産施設その他の施設、または当社グ

ループもしくは当社グループの供給元の流通システムのいずれに対しても、損害を及ぼしたり、運営上の障害

を与えるなどの悪影響を及ぼす可能性があります。このような事象が生じると、当社グループの情報システム

の停止による損失、設備の修理や交換費用の発生による損失、部品や原材料の不足などによる生産の停止や代

替品の確保に伴う生産コストの上昇、生産プロセスおよび流通システムの混乱による損失、ならびに顧客への

製品配送の遅れ、在庫の損失および販売機会の喪失につながる可能性があります。当社グループは、リスク管

理システムの一環として、上記のリスクを減らすため、設備の定期的な点検を実施しており、また、非常時に

おける連絡体制および事業継続計画の作成や訓練についても実施しています。また、当社グループは、当社グ

ループの設備において生じうる一定の損失をカバーする保険に加入していますが、かかる保険は、生じうる全

ての損失や費用を十分にカバーできない可能性があります。2011年10月に始まったタイの洪水発生後は保険会

社が洪水による損失を十分にカバーできる保険を引き受けていないため、当社グループでも今後タイにおいて

洪水による損失が生じる可能性があります。さらに、同様の事象が当社グループのＯＥＭ顧客企業に様々な影

響を与える可能性があります。これらの要因はいずれも、当社グループの事業に障害を与える可能性があり、

当社グループの事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(20) 情報セキュリティ

　当社グループは、事業遂行に関連して、多数の個人情報を有しています。また、当社グループの技術、営

業、その他事業に関する企業秘密を多数有しています。当社グループは、情報管理に万全を期していますが、

予期せぬ事態により情報が流出し、第三者がこれを不正に取得、使用するような事態が生じた場合、当社グ

ループの事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

　また、当社グループの事業活動において情報システムの役割は極めて重要です。当社グループは、情報シス

テムの安定的運用に努めていますが、コンピュータウィルス、ソフトウエアまたはハードウエアの障害、災

害、テロ、サイバー攻撃等により情報システムが機能しなくなる可能性が皆無ではありません。

　

(21) 財務制限条項

　当社は、平成26年９月25日付で、複数の金融機関とシンジケーション方式による金銭消費貸借契約を締結し

ました。当該契約の借入期間は3年となっています。また、平成28年３月31日現在、当該契約に基づく借入残高

は10,000百万円となっています。

　当該契約には、連結および単体の貸借対照表における純資産の一定水準の維持を内容とする財務制限条項が

定められており、当該財務制限条項に違反した場合、一定割合以上の残高を有する貸付人の請求により、当社

は当該契約に基づく借入れにつき期限の利益を喪失することとなります。かかる場合には、当社グループの事

業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。
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(22) 退職給付債務

　当社グループは、退職給付を受け取る資格のある従業員が退職する際に、一定の従業員退職給付を支払った

り、一定の従業員退職給付債務を負担する義務を負っています。当社グループの年金制度の資産(特に市場環境

に影響を受ける市場性のある有価証券)の価額が減少した場合、年金制度の積立金不足がさらに増加する可能性

があります。

　従業員退職給付費用および債務の金額は、関係する保険数理計算に使用される前提条件に基づいて算出され

ています。これらの前提条件には、現在の統計データに基づいた割引率、退職率および死亡率、ならびに年金

資産の長期運用利回りその他要因が含まれています。実際の結果が前提条件と異なる場合、または前提条件が

変更された場合、その影響は即時に負債として認識され、また将来にわたって規則的に費用化されます。この

ように割引率の低下や年金資産の運用利回りの悪化は当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼ

す可能性があります。

　

(23) 資産価値の減少

　当社グループは、資産または資産グループの帳簿価額が回収できない可能性を示す事象または状況の変化が

ある場合、固定資産の減損に関するレビューを行います。減損損失は、資産または資産グループの帳簿価額が

資産または資産グループの使用および処分から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額を超過している

場合に認識されます。減損損失は、当該資産の帳簿価額が回収可能価額を上回る金額として測定され、回収可

能価額は使用価値または正味売却価額のいずれか高い金額で算定されます。ある会計年度において、当該資産

または資産グループの回収可能価額の低下によって減損損失が生じた場合、かかる減損損失は、当社グループ

の事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

　さらに、当社グループは、市場またはその他の方法によって売却処分する計画のある、一定の資産(不動産

等)を保有しています。関係する市場における市況の悪化、その他の要因によって、かかる資産価格が低下した

場合、当社グループは、予定していた価格でかかる資産を売却処分できない可能性があります。

　当社グループは、他社との事業上の関係等を維持または促進するため、株式等の市場性のある有価証券を保

有しています。かかる市場性のある有価証券は、市場価格の下落リスクにさらされています。景気後退や株式

市況の変動により、保有する有価証券の市場価格が下落した場合、当社グループは、保有する株式の評価損を

計上し、当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(24) 繰延税金資産

　当社グループは、将来の課税所得を減額する効果がある繰越欠損金および将来減算一時差異に係る繰延税金

資産を計上しています。この繰延税金資産は、課税所得によってのみ回収されるため、市況やその他の環境の

さらなる悪化により、繰越期間中の当社グループの事業およびタックス・プランニングによる将来の課税所得

が予想よりも低いと見込まれる場合には、回収可能と考えられる当社グループの繰延税金資産の額が減額され

る可能性があります。また、法人税率の引下げ等の租税法令の改正や会計基準の変更がなされた場合において

も、当社グループの繰延税金資産の額が減額される可能性があります。かかる減額は、その調整が行われた期

間における当社グループの財政状態および経営成績に悪影響を与えます。

　

(25) 訴訟および法的手続き

　当社グループは、世界各地域において、その事業の遂行に関し、訴訟および規制当局による法的手続きに服

するリスクにさらされています。訴訟および規制当局による法的手続きは、当社グループに多額かつ不確定な

損害賠償や事業活動の制約をもたらすことがあります。その発生の可能性や影響の程度を予測するには相当の

期間を要する場合があります。例えば、公正な競争に反する市場慣行に関する政府の監督が、訴訟や規制当局

による法的手続きにつながる可能性があります。多大な法的責任や規制当局による不利な措置が課された場合

や、訴訟および規制当局による法的手続きへの対応に多大なコストがかかった場合、当社グループの評判、事

業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性があります。

　

(26) コンプライアンス・内部統制関係

　当社グループは、世界各地域において様々な事業分野で事業活動を展開しており、各地域の法令、規則の適

用を受けます。当社グループは、コンプライアンス(法令遵守)、財務報告の適正性確保を始めとする目的達成

のために必要かつ適切な内部統制システムを構築し、運用していますが、常に有効な内部統制システムを構築

および運用できる保証はなく、また、内部統制システムは本質的に内在する固有の限界があるため、その目的

が完全に達成されることを保証するものではありません。したがって、将来にわたって法令違反等が発生する
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可能性が皆無ではありません。また、法規制や当局の法令解釈が変更になることにより法規制等の遵守が困難

になり、または遵守のための費用が増加する可能性があります。

　

５ 【経営上の重要な契約等】

(1) 技術受入契約

当社グループの主な技術受入に関する契約は次のとおりです。

契約会社名 相手方の名称
相手方の
所在地

技術援助契約の内容 契約期間

パイオニア株式会社
(当社)

Dolby Laboratories
Licensing
Corporation

米国
デジタルサラウンド装置および雑音
低減装置に関する製造技術の特許権
実施の許諾

昭和46年12月21日から
特許権満了日まで

パイオニア株式会社
(当社)

MPEG LA, L.L.C. 米国
MPEG-2ビデオ規格製品に関する製造
技術の特許権実施の許諾

平成６年１月１日から
特許権満了日まで

 

 

(2) その他の契約

該当事項はありません。

 

６ 【研究開発活動】

当社グループの研究開発は、主に当社を中心に行っています。

当社は、主にカーエレクトロニクス事業の将来を見据えた研究開発を行っています。従来からの強みである光学技

術や信号処理技術、情報処理技術、デバイス開発力などを応用しシステム化する技術に加え、今後の車載機器に関す

る新たな技術として、各種センシング技術、ネットワークサービス、地図データの高度化、ドライバーモニタリング

やＨＭＩ(ヒューマン・マシン・インターフェース)の技術を発展させ、来るべき自動運転の普及と発展に貢献するこ

とで、事業の成長を図っています。

　また、医療・健康機器関連や有機EL照明など、次の事業の柱となるべき新規事業の育成に向けた研究開発にも積極

的に取り組んでいます。

　さらに、大学や公的研究機関、他企業との共同研究も積極的に推進し、イノベーションの実現と研究開発のスピー

ドアップに取り組んでいます。

 

当連結会計年度における主な活動および成果は次のとおりです。

(1) ３D-LiDAR(※)(ライダー)センサー

世界各国で自動運転に向けた取り組みが進められる中、当社は2015年９月、光ディスク関連技術などを駆使した

３次元走行空間センサー「３D-LiDAR(ライダー)」の車載実証実験を開始しました。これは、レーザー光で周辺状況

をリアルタイムかつ詳細に把握するセンサーで、数十メートル先の物体までの正確な距離の測定や形状把握などが

可能なため、将来的に自動運転車に不可欠なシステムになると言われています。

　当社は、高性能・低価格・小型化された「３D-LiDAR」の実現を目指してまいります。

(※) LiDAR：　Light Detection and Rangingの略称

 
(2) 高度化地図“データエコシステム”

当社は、自動運転に必須となる「３D-LiDAR」と、３次元の詳細な情報を持つ精度の高い地図データであり、自動

運転の中核を担う「高精度地図データ」をともに供給できる強みに加え、アライアンスの活用により、自動運転向

けの地図を効率的に更新・運用する「高度化地図“データエコシステム”」の構築と事業化に取り組んでいます。

　なお、当社は2016年５月に、位置情報クラウド企業のHEREと“データエコシステム”の構築に向けた実証実験を

行うことに合意しました。
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(3) ドライバーモニタリング

ドライバーモニタリングは、生体情報を検知する様々なバイタル（生体）センサーを使い、ドライバーの身体状

態を推定する技術です。将来の自動運転の実現になくてはならない技術として、近年、注目度が高まっています。

当社は、ドライバーモニタリングに必要とされるセンサーからアプリケーションまでの技術を一貫して提供するこ

とを目指し、研究開発に取り組んでいます。

　自動運転車は、部分自動運転から実用化が進むといわれています。部分自動運転では、自動運転から手動運転へ

の切り替えの際、ドライバーが運転可能な状態かを事前に判断する機能が不可欠です。自動運転は人的ミスによる

交通事故を減らすことを目的として開発されており、これに起因する新たな事故があってはなりません。そのた

め、ドライバーモニタリングは自動運転の実現に向けた重要な基盤技術の一つと位置づけられています。

　また、ドライバーモニタリングは車室空間の快適性向上でも期待されています。ドライバーの関心事を車載シス

テムが先読みしやすくなり、より最適なタイミングと手段でコンテンツを提供できるようになります。

　当社ではバイタルセンサとして、視線や顔の向き、姿勢を検知するカメラセンサ、心電を検知するハンドルセン

サ、脈拍を検知するシートセンサの開発に取り組んでいます。

　ドライバーの身体状態推定技術では、主に運転中の眠気、疲労、緊張の検出技術の開発に取り組んでいます。眠

気の検出では、当社は自律神経系に着目し、心拍や脈拍の変化から眠気予兆を高精度に検出する技術の開発を進め

ています。また、不快に感じない無自覚の領域から音や振動等の刺激により、ドライバーを良好な身体状態に改

善、維持する技術の開発にも取り組んでいます。

 

(4) テラヘルツイメージング

当社は、テラヘルツ波を用いて物体内部の様子を映像化するイメージング装置の研究開発に積極的に取り組んで

います。テラヘルツ波は、光のような直進性と電波のような透過性を兼ね備えた電磁波です。布や紙、木、プラス

チック、陶磁器を透過する一方、金属や水は透過しないという特性を持っています。また、テラヘルツ波の特性を

活かしたイメージング技術は、工業製品の品質管理、文化財やインフラ構造物等の非破壊検査、危険物検知などの

セキュリティ検査、医療といった幅広い分野への応用が期待されています。

　当社が開発したテラヘルツイメージング装置は、その優れた解析性能に加え、小型で持ち運びがしやすく計測も

簡便です。これらの特長が評価され、2016年の２月末から３月に実施された独立行政法人 奈良文化財研究所による

国宝　高松塚古墳壁画の保存状態調査における劣化状況の確認に、当社のテラヘルツイメージング装置が、国内

メーカーで初めて使用されました。

今後は、インフラ構造物の非破壊検査や危険物のセキュリティ検査への応用も視野にテラヘルツイメージング技術

の研究開発に取り組んでまいります。

 
なお、当連結会計年度におけるセグメントごとの研究開発費は次のとおりです。

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

カーエレクトロニクス 17,807 8.1

その他 3,745 △60.0

全社 (注) 3,252 38.2

合計 24,804 △12.0
 

(注1) 全社は、主に当社の要素技術研究および応用開発に関する費用です。

(注2) 当連結会計年度にセグメント変更を行っており、前期比については過年度を組み替えたものと比較していま

す。
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７ 【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日(平成28年６月28日)現在において当社グループが判断し

たものです。

　

(1) 重要な会計方針および見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成さ

れています。

　重要な会計方針および見積りについては、「第５ 経理の状況」の「連結財務諸表作成のための基本となる重

要な事項」における「４ 会計方針に関する事項」において詳細を記載しています。

 

(2) 財政状態の分析

当連結会計年度末の総資産については、無形固定資産が増加しましたが、有形固定資産や棚卸資産ならびに

受取手形及び売掛金が減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ30,265百万円減少し、298,012百万円

となりました。無形固定資産は、製品組込ソフトウエアの新規取得などにより5,422百万円増加し、46,960百万

円となりました。一方、有形固定資産は、本社移転に伴う土地、建物の売却等により14,935百万円減少し、

42,694百万円となりました。棚卸資産は、為替の影響等により10,458百万円減少し、52,837百万円となりまし

た。また、受取手形及び売掛金は主に為替の影響により4,562百万円減少し、74,596百万円となりました。

負債については、転換社債型新株予約権付社債15,075百万円を発行したことに加え、退職給付に係る負債が

割引率の変更等により6,906百万円増加しましたが、前連結会計年度に実施した体制のスリム化に伴う特別退職

金の支払いなどにより未払費用が13,927百万円減少したことや、為替の影響等により支払手形及び買掛金が

6,538百万円減少したことに加え、短期借入金が5,614百万円、１年以内返済予定の長期借入金が6,367百万円、

それぞれ減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ13,685百万円減少し、207,526百万円となりました。

純資産については、為替換算調整勘定が8,960百万円、退職給付に係る調整累計額が7,590百万円、それぞれ

減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ16,580百万円減少し、90,486百万円となりました。

　

(3) 経営成績の分析

①　売上高

当連結会計年度の売上高は、ＯＥＭカーオーディオは増収となりましたが、前連結会計年度に実施したホー

ムＡＶおよびＤＪ機器の事業譲渡の影響に加え、市販カーオーディオが主に新興国で減少したことから、前連

結会計年度に比べ10.4％減収の449,630百万円となりました。

　カーエレクトロニクスの売上は、前連結会計年度に比べ1.2％減収の351,293百万円となりました。

　カーオーディオは減収となりました。市販市場向けは、主に新興国で減少したことから減収となりました。

ＯＥＭは、主に国内や北米で増加したことから増収となりました。

　カーナビゲーションシステムは増収となりました。市販市場向けは、国内は減少しましたが、中国で増加し

たことから増収となりました。ＯＥＭは、国内や北米で減少しましたが、東南アジアや中国で増加したことか

ら増収となりました。

　なお、カーエレクトロニクス全体の売上高に占めるＯＥＭの売上構成比は、前連結会計年度の57％から61％

となりました。国内外別の売上については、国内は1.9％減収の128,912百万円、海外は0.8％減収の222,381百

万円となりました。

　その他の売上は、前連結会計年度に実施した事業譲渡の影響などから、前連結会計年度に比べ32.7％減収の

98,337百万円となりました。国内外別の売上については、国内は14.2％減収の52,958百万円、海外は46.2％減

収の45,379百万円となりました。
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②　営業利益

売上原価は、前連結会計年度の403,072百万円から減少して372,715百万円となりました。売上高に対する売

上原価の比率は、主に為替影響および減価償却費の増加によって、前連結会計年度の80.3％から2.5ポイント悪

化して82.9％となりました。一方、販売費及び一般管理費については、事業譲渡および体制のスリム化の効果

により、前連結会計年度の90,826百万円から減少して69,611百万円となりました。以上のように、販売費及び

一般管理費が減少したものの売上高の減少および原価率の悪化により、営業利益は、前連結会計年度の7,778百

万円から減少して7,304百万円となりました。なお、売上原価および販売費及び一般管理費に含まれる研究開発

費は12.0％減少して24,804百万円となり、売上高に対する比率は5.5％となりました。研究開発費は、主にＯＥ

Ｍ事業における開発活動に使用されています。

　

③　営業外損益

主に前連結会計年度に計上した為替差損が為替差益に転じたことにより、営業外収益は前連結会計年度の531

百万円から2,289百万円となりました。一方、営業外費用は、前連結会計年度の11,224百万円から2,343百万円

となりました。経常損益は、前連結会計年度の2,915百万円の損失から7,250百万円の利益となりました。

　

④　特別損益

特別利益は、主に前連結会計年度にＤＪ機器事業の譲渡に伴う事業譲渡益を48,415百万円計上したことによ

り、前連結会計年度の52,873百万円から減少して2,521百万円となりました。特別損失は、主に前連結会計年度

にホームＡＶ事業等の譲渡に伴う事業譲渡損失を3,526百万円、体制のスリム化に伴う事業構造改善費用を

13,250百万円計上したことにより、前連結会計年度の24,728百万円から減少して4,871百万円となりました。

　

⑤　税金等調整前当期純損益

これらの結果、税金等調整前当期純利益は、前連結会計年度の25,230百万円に対して、当連結会計年度は

4,900百万円となりました。

　

⑥　法人税等合計

　法人税等合計は、前連結会計年度に繰延税金資産を取り崩したことに伴う法人税等調整額の増加等があった

ことにより、前連結会計年度の11,142百万円から減少して4,161百万円となりました。

　

⑦　親会社株主に帰属する当期純損益

　以上の結果、親会社株主に帰属する当期純利益は、前連結会計年度の14,632百万円から減少して731百万円と

なりました。

　

(4) キャッシュ・フローの分析

　営業活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度に比べ収入が15,272百万円減少し、19,292百万円の収

入となりました。これは、特別退職金の支払いなどにより、未払費用が16,196百万円の増加から9,602百万円の減

少に転じたことや、売上債権の減少額が10,807百万円から912百万円に縮小したことなどによるものです。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の36,880百万円の収入から、当連結会計年度は20,083

百万円の支出となりました。これは、前連結会計年度に事業譲渡による収入を57,124百万円計上したことなどに

よるものです。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、前連結会計年度の55,424百万円の支出から3,408百万円の収入となりま

した。これは、当連結会計年度に転換社債型新株予約権付社債の発行による収入を15,060百万円計上したことな

どによるものです。

　また、外貨建の現金及び現金同等物の換算差額は、前連結会計年度の1,752百万円のプラスから2,300百万円の

マイナスとなりました。

　以上の結果、当連結会計年度末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ317百万円増加し、

51,993百万円となりました。
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第３ 【設備の状況】

 

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度において全体で25,426百万円の設備投資(無形固定資産を含む)を実施しまし

た。そのうち主なものは、製品組込ソフトウエア、金型および生産設備です。

当連結会計年度におけるセグメントごとの設備投資金額は次のとおりです。

 

セグメントの名称 金額(百万円) 前期比(％)

カーエレクトロニクス 20,444 △24.9

その他 3,905 △17.0

全社 1,077 63.4

合計 25,426 △22.0
 

(注)　金額は有形固定資産および無形固定資産の増加額であり、消費税は含まれていません。

 

所要資金につきましては、自己資金、借入金および社債を充当しています。

 

　　当連結会計年度において、次の主要な設備を売却しました。その内容は以下のとおりです。

 

会社名 事業所名 所在地 セグメントの名称 設備の内容 売却時期
前期末帳簿価額
(百万円)

パイオニア
株式会社

旧本社 神奈川県川崎市 全社 土地・建物 平成28年３月 11,116
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２ 【主要な設備の概況】

当連結会計年度末現在における当社グループの主要な設備は、次のとおりです。

(1) 提出会社

 

事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
土地
面積
(千㎡)

帳簿価額(百万円)

従業
員数
(人)土地

建物
及び
構築物

機械装置
及びその
他の有形
固定資産

リース

資産

その他の
資産

合計

本社
(東京都文京区)

カーエレクトロニ
クス
その他
全社

その他設備 ― ― 354 36 ― 1,855
2,245
( 92)

461

茗荷谷拠点
(東京都文京区)

カーエレクトロニ
クス
その他

その他設備
 
―
 

 
―

 
119 18

 
―

 
1,882

2,018
(15)

120

大森拠点
(東京都大田区)

その他 その他設備
 
―
 

 
―

 
19 26

 
―

 
2,070

2,114
(7)

42

川越事業所
(埼玉県川越市)

カーエレクトロニ
クス

カーエレクト
ロニクス製品
生産設備

39
(54)

1,010 2,919 1,423 ― 35,574
40,926
(185)

2,192

営業所
カーエレクトロニ
クス
その他

その他設備
 
―
 

 
―

 
13 5

 
―

 
10

28
(92)

45

 

 

(2) 国内子会社

 

会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
土地
面積
(千㎡)

帳簿価額(百万円)

従業
員数
(人)土地

建物
及び
構築物

機械装置
及びその
他の有形
固定資産

リース

資産

その他の
資産

合計

東北パイオニア㈱
本社
(山形県天童市)

カーエレクトロニ
クス
その他

カーエレクト
ロニクス製品
等生産設備

117
(2)

982 989 156 － 248
2,375
(7)

451

東北パイオニア㈱
米沢工場
(山形県米沢市)

その他
有機ＥＬ等生
産設備

114 1,388 817 92 － － 2,297 110

パイオニア・マイクロ・
テクノロジー㈱
(山梨県甲府市)

その他
半導体生産設
備

40 409 1,202 100 － 42 1,753 236

インクリメント・ピー㈱
(神奈川県川崎市川崎区)

カーエレクトロニ
クス
その他

地図ソフト等 － － 80 127 － 3,059
3,266
(258)

348

㈱パイオニアＦＡ
(埼玉県坂戸市)

その他
ＦＡ機器生産
設備

9 719 268 29 － 30
1,046
(3)

105

パイオニア販売㈱
(東京都文京区)

カーエレクトロニ
クス

その他設備 － － 32 55 － 68
155
(56)

254
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(3) 海外子会社

 

会社名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
土地
面積
(千㎡)

帳簿価額(百万円)

従業
員数
(人)土地

建物
及び
構築物

機械装置
及びその
他の有形
固定資産

リース
資産

その他の
資産

合計

Pioneer Electronics
(USA) Inc.
(アメリカ カリフォルニ
ア)

カーエレクトロニ
クス

その他設備 － 0 0 40 1 0
41

(110)
120

Pioneer Automotive
Technologies, Inc.
(アメリカ オハイオ)

カーエレクトロニ
クス

カーエレクト
ロニクス製品
生産設備

162 43 119 77 － 1
240
(65)

174

Pioneer Europe NV
(ベルギー メルセーレ)

カーエレクトロニ
クス

その他設備
－
(35)

0 73 17 － 52
142
(12)

211

Pioneer Electronics
Asiacentre Pte. Ltd.
(シンガポール)

カーエレクトロニ
クス
その他

その他設備 － 0 93 26 － 0
119
(82)

95

Pioneer Technology
(Malaysia) Sdn. Bhd.
(マレーシア ジョホール)

その他
ＣＡＴＶ関連
機器・ＤＪ機
器生産設備

－
(57)

0 624 968 － 108
1,700
(30)

766

Pioneer Manufacturing
(Thailand) Co., Ltd.
(タイ アユタヤ)

カーエレクトロニ
クス

カーエレクト
ロニクス製品
生産設備

96 502 1,371 3,385 1,563 185
7,006
(19)

2,544

Tohoku Pioneer
(Thailand) Co., Ltd.
(タイ アユタヤ)

カーエレクトロニ
クス

カーエレクト
ロニクス製品
生産設備

26 164 288 615 － 31 1,098 1,382

Tohoku Pioneer
(Vietnam) Co., Ltd.
(ベトナム ハイフォン)

カーエレクトロニ
クス

カースピー
カー等生産設
備

－
(88)

0 1,128 386 － 68
1,582
(11)

1,844

Pioneer Technology
(Shanghai) Co., Ltd.
(中国 上海)

カーエレクトロニ
クス

カーエレクト
ロニクス製品
生産設備

－
(95)

0 811 2,064 － 114
2,989
(53)

781

Pioneer do Brasil Ltda.
(ブラジル マナウス)

カーエレクトロニ
クス

カーエレクト
ロニクス製品
等生産設備

26 57 524 607 － 283 1,471 460

 

 

(注) 1.　上記金額は帳簿価額であり、消費税等は含まれていません。

2.　「その他の資産」とは建設仮勘定および無形固定資産です。

3.　外部から賃借している(または、所在国において貸与を受けている)土地の面積については、面積欄に(　)で

外書きしています。また、土地および建物の年間賃借料の総額を、合計欄に(　)表示しています。ただし、

当社グループ内の連結会社間での賃貸借資産については、借手側会社の資産に含めて表示しています。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

当社グループの設備投資計画は、原則として連結会社各社が策定した個別計画を基に、当社が中心となってグルー

プの基本戦略にそって調整し、各年度ごとに見直しています。

当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、拡充、改修等に係る投資予定額の総額は27,800百万円です。そ

の所要資金は主に自己資金によりますが、必要に応じ借入金を充当する予定です。

主要な設備の新設、改修、拡充等の計画は次のとおりです。

(単位：百万円)
会社名
事業所名
(所在地)

セグメントの名称 設備の内容
投資予定金額 資金調達

方法

着手および完成予定

総額 既支払額 着手 完了

パイオニア㈱
本社
(東京都文京区)

カーエレクトロニクス
その他　全社

社内利用ソフトウエア
他

910 2 自己資金 平成27年8月 平成29年3月

パイオニア㈱
大森拠点
(東京都大田区)

その他
ＣＡＴＶ関連機器販売目
的ソフトウエア

532 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

パイオニア㈱
川越事業所
(埼玉県川越市)

カーエレクトロニクス

カーエレクトロニクス製
品生産設備
販売目的ソフトウエア
社内利用ソフトウエア他

14,131 2,050 自己資金 平成26年7月 平成29年3月

東北パイオニア㈱
(山形県天童市・米沢市)

カーエレクトロニクス
その他

カーエレクトロニクス製
品等生産設備

989 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

パイオニアＯＬＥＤライティング
デバイス㈱
米沢事業所
(山形県米沢市)

その他
有機ＥＬ照明製品生産設
備

655 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

パイオニアデジタルデザインア
ンドマニュファクチャリング㈱
(東京都文京区)

その他

 
光ディスク関連機器
販売目的ソフトウエア
 

595 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

インクリメント・ピー㈱
(神奈川県川崎市川崎区)

カーエレクトロニクス
その他

地図ソフト等 3,444 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

パイオニア・マイクロ・テクノロ
ジー㈱
(山梨県甲府市)

その他 半導体生産設備 199 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

Pioneer Technology
(Malaysia) Sdn. Bhd.
(マレーシア ジョホール)

その他
ＣＡＴＶ関連機器生産設
備 金型

586 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

Pioneer Manufacturing
(Thailand) Co., Ltd.
(タイ アユタヤ)

カーエレクトロニクス
カーエレクトロニクス製
品生産設備 金型

1,893 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

Tohoku Pioneer
(Thailand) Co.,Ltd.
(タイ アユタヤ)

カーエレクトロニクス
カーエレクトロニクス製
品生産設備 金型

703 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

Tohoku Pioneer
(Vietnam) Co.,Ltd.
(ベトナム ハイフォン)

カーエレクトロニクス
その他

カーエレクトロニクス製
品生産設備　金型

646 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

Pioneer (HK) Ltd.
(中国 香港)

その他 部品金型 131 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

Pioneer Technology
(Shanghai) Co., Ltd.
(中国 上海)

カーエレクトロニクス
カーエレクトロニクス製
品生産設備

681 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

Pioneer do Brasil Ltda.
(ブラジル マナウス)

カーエレクトロニクス
カーエレクトロニクス製
品生産設備

263 ― 自己資金 平成28年4月 平成29年3月

 

　(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。
　
(2) 重要な設備の除却等

　経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 800,000,000

計 800,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成28年３月31日現在)

提出日現在
発行数(株)

(平成28年６月28日現在)

上場金融商品取引所名または
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 372,223,436 372,223,436
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は
100株です。

計 372,223,436 372,223,436 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 新株予約権付社債

  会社法に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりです。

パイオニア株式会社120％ソフトコール条項付第１回無担保転換社債型新株予約権付社債
（転換社債型新株予約権付社債間限定同順位特約付）（平成27年12月18日発行）

 
事業年度末現在
(平成28年３月31日)

提出日の前月末現在
(平成28年５月31日)

新株予約権の数（個） 150 150

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 32,894,736(注)１ 32,894,736(注)１

新株予約権の行使時の払込金額（円） 456(注)２ 456(注)２

新株予約権の行使期間
平成27年12月25日～
平成32年12月11日(注)３

平成27年12月25日～
平成32年12月11日(注)３

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格および資本組入額（円）

発行価格　　　456
資本組入額　　228(注)４

発行価格　　　456
資本組入額　　228(注)４

新株予約権の行使の条件 (注)５ (注)５

新株予約権の譲渡に関する事項 (注)６ (注)６

代用払込みに関する事項 (注)７ (注)７

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)８ (注)８

新株予約権付社債の残高（百万円） 15,071 15,068
 
 

 

(注)１．当社に対して当社普通株式の交付を請求すること（以下「行使請求」という。）により当社が交付する株

式の数は、同一の本新株予約権付社債の新株予約権者（以下「本新株予約権者」という。）により同時に

行使された本新株予約権に係る本社債の金額の総額を当該行使請求の効力発生日において適用のある転換

価額で除して得られる数とする。この場合に１株未満の端数を生ずる場合は、これを切り捨て、現金によ

る調整は行わない。
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２．新株予約権の行使時の払込金額

(1)本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額

①　各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権に係る各本社債を出資するものとする。

②　各本新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

③　各本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算出するにあたり用いられる価額（以下

「転換価額」という。ただし、下記(注)８において、「転換価額」は、承継新株予約権の行使によ

り交付する承継会社等の普通株式の数を算出するにあたり用いられる価額をいう。）は、当初、

456円とする。ただし、転換価額は本(注)(1)④に定めるところにより修正され、また本(注)(2)①な

いし③に定めるところにより調整されることがある。

④　平成30年12月18日（以下「決定日」という。）まで（当日を含む。）の15連続取引日の株式会社東

京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値（計算の結果１円未満の端数を生じ

る場合は、その端数を切り上げた金額。）（以下「決定日価額」という。）が、決定日に有効な転

換価額を１円以上下回る場合には、転換価額は、平成30年12月25日（以下「効力発生日」とい

う。）以降、決定日価額（ただし、決定日から（当日を含まない。）効力発生日まで（当日を含

む。）の間に本新株予約権付社債の発行要項に従って行われる調整に服する。）に修正される。た

だし、上記の計算の結果算出される金額が下限修正価額（以下に定義する。）を下回る場合には、

修正後の転換価額は下限修正価額とする。「下限修正価額」とは、決定日に有効な転換価額の85％

に相当する金額（ただし、決定日から（当日を含まない。）効力発生日まで（当日を含む。）の間

に本新株予約権付社債の発行要項に従って転換価額に対して行われる調整と同様の方法による調整

に服する。）の小数第２位未満の端数を切り上げた金額をいう。本号において「取引日」とは、株

式会社東京証券取引所が営業している日をいい、当社普通株式の普通取引の終値（気配表示を含ま

ない。）が発表されない日を含まない（以下同じ。）。

(2)転換価額の調整

①　当社は、本新株予約権付社債の発行後、時価（本新株予約権付社債の発行要項に定義する。以下同

じ）を下回る払込金額をもってその発行する当社普通株式またはその処分する当社の有する当社普

通株式を引き受ける者の募集をする場合、当社普通株式の株式分割または当社普通株式の無償割当

てをする場合、または時価を下回る価額による当社普通株式の交付と引換えに取得される証券（権

利）若しくは取得させることができる証券（権利）、時価を下回る価額をもって当社普通株式の交

付を受けることができる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）を発行する場合

（ただし、当社またはその関係会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第

８項に定める関係会社をいう。）の取締役その他の役員または使用人に新株予約権を割り当てる場

合を除く。）、上記に掲げた各事由により当社の普通株式数に変更を生じる場合または変更を生ず

る可能性がある場合は、次に定める算式をもって転換価額を調整する。

 
  

既発行株式数＋

 

交付株式数×
１株当たりの
払込金額

調整後転換価額＝調整前転換価額×

時価

既発行株式数＋交付株式数

 
 

 

②　当社は、本新株予約権付社債の発行後、特別配当（本新株予約権付社債の発行要項に定義する。）

を実施する場合には、次に定める算式をもって転換価額を調整する。

 

調整後転換価額＝調整前転換価額×
時価－１株当たり特別配当

時価

 
 

 

「１株当たり特別配当」とは、特別配当を、剰余金の配当に係る事業年度の最終の基準日にお

ける各社債の金額（金１億円）当たりの本新株予約権の目的である株式の数で除した金額をい
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う。１株当たり特別配当の計算については、小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入す

る。

③　当社は、本号①および②に掲げた事由によるほか、次の事由に該当する場合は、転換価額の調整を

適切に行うものとする。

(イ)株式の併合、合併、会社分割、株式交換またはその他組織再編行為のために転換価額の調整を

必要とするとき。

(ロ)本注(2)③(イ)のほか、当社の発行済普通株式数の変更または変更の可能性が生じる事由の発生

により転換価額の調整を必要とするとき。

(ハ)当社普通株式の株主に対する他の種類株式の無償割当てのために転換価額の調整を必要とする

とき。

(ニ)転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価額

の算出にあたり使用すべき時価が、他方の事由によって調整されているとみなされるとき。

３．本新株予約権者は、平成27年12月25日から平成32年12月11日までの間、いつでも、本新株予約権を行使

し、当社に対して当社普通株式の交付を請求することができる。ただし、以下の期間については、行使請

求をすることができないものとする。

(1)当社普通株式に係る基準日または株主確定日およびその前営業日（振替機関の休業日でない日をい

う。）。

(2)振替機関が必要であると認めた日。

(3)組織再編行為において承継会社等の新株予約権を交付する場合で、本新株予約権の行使請求の停止が必

要となるときは、当社が行使請求を停止する期間（当該期間は１か月を超えないものとする。）その他

必要な事項を当該期間の開始日の30日前までに公告した場合における当該期間。

(4)本新株予約権付社債の発行要項に定める 120％ソフトコール条項による繰上償還、クリーンアップ条項

による繰上償還、組織再編行為による繰上償還、上場廃止等による繰上償還、または、スクイーズアウ

トによる繰上償還により、平成32年12月11日以前に本社債が償還される場合には、当該償還に係る元金

が支払われる日の前営業日以降。

(5)当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益の喪失日（当日を含む。）以降。

４．新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格および資本組入額

(1)新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格

本新株予約権の行使により株式を発行する場合の当社普通株式１株の発行価格（会社法上の本新株予約

権の行使に際してする出資の目的となる財産の１株当たりの価額）は、行使された本新株予約権に係る

本社債の金額の総額を、上記(注)１記載の本新株予約権の目的である株式の数で除して得られる金額と

なる。

(2)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事項

①　本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は会社計算規則第17条

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じた

ときは、その端数を切り上げるものとする。　

②　本新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、本号①記載の

資本金等増加限度額から本号①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

５．各本新株予約権の一部について本新株予約権を行使することはできないものとする。なお、当社が本新株

予約権付社債を買入れ、本社債を消却した場合には、当該本社債に付された本新株予約権を行使すること

はできない。

６．本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文および第３項本文の定めにより本新株予約権または本

社債の一方のみを譲渡することはできない。

７．各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権に係る各本社債を出資するものとする。各本新株

予約権の行使に際して出資される財産の価額は、各本社債の金額と同額とする。

８．組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、組織再編行為を行う場合は、本新株予約権の発行要項に定める組織再編行為による繰上償還を行

う場合を除き、組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の新株予約権者に対し

て、当該新株予約権者の有する本新株予約権に代えて、それぞれの場合につき、承継会社等の新株予約権
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で、本注(1)ないし(9)の内容のもの（以下「承継新株予約権」という。）を交付する。この場合、組織再

編行為の効力発生日において、本新株予約権は消滅し、本社債に係る債務は承継会社等に承継され、当該

新株予約権者は、承継新株予約権の新株予約権者となるものとし、本新株予約権付社債の本新株予約権に

関する規定は承継新株予約権について準用する。

(1)交付する承継会社等の承継新株予約権の数

組織再編行為の効力発生日の直前において残存する本新株予約権の数と同一の数とする。

(2)承継新株予約権の目的である承継会社等の株式の種類

承継会社等の普通株式とする。

(3)承継新株予約権の目的である承継会社等の株式の数の算定方法

行使請求に係る承継新株予約権が付された承継社債の金額の総額を本(注)(4)に定める転換価額で除して

得られる数とする。この場合に１株未満の端数を生ずる場合は、これを切り捨て、現金による調整は行

わない。

(4)承継新株予約権付社債の転換価額

組織再編行為の効力発生日の直前に本新株予約権を行使した場合に本新株予約権者が得られるのと同等

の経済的価値を、組織再編行為の効力発生日の直後に承継新株予約権の新株予約権者がこれを行使した

ときに受領できるように、承継新株予約権付社債（承継新株予約権を承継会社等に承継された本社債に

付したものをいう。以下同じ。）の転換価額を定める。なお、組織再編行為の効力発生日以後における

承継新株予約権付社債の転換価額は、上記(注)２(1)④に準じた修正および上記(注)２(2)①ないし③に

準じた調整を行う。

(5)承継新株予約権の行使に際して出資される財産の内容およびその価額またはその算定方法

交付される各承継新株予約権の行使に際しては、当該各承継新株予約権に係る各社債を出資するものと

し、各承継新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各社債の金額と同額とする。

(6)承継新株予約権を行使することができる期間

組織再編行為の効力発生日（当社が上記(注)３(3)に定める期間を指定したときは、当該組織再編行為の

効力発生日または当該期間の末日の翌銀行営業日のうちいずれか遅い日）から、上記(注)３に定める本

新株予約権の行使請求期間の満了日までとする。

(7)承継新株予約権の行使の条件

各承継新株予約権の一部について承継新株予約権を行使することはできないものとする。なお、承継会

社等が承継新株予約権付社債を買入れ、当該承継新株予約権付社債に係る社債を消却した場合には、当

該社債に係る承継新株予約権を行使することはできない。

(8)承継新株予約権の取得条項

承継新株予約権の取得条項は定めない。

(9)承継新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金および資本準備金に関する事

項

承継新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたとき

は、その端数を切り上げるものとする。増加する資本準備金の額は、資本金等増加限度額から増加する

資本金の額を減じた額とする。

９．本新株予約権付社債は、行使価額修正条項付新株予約権付社債券等である。当該行使価額修正条項付新株

予約権付社債券等の特質等は以下のとおり。

(1)本新株予約権の行使請求により当社が交付する当社普通株式の数は株価の下落により増加することがあ

る。当該株式数は行使請求に係る本新株予約権が付された本社債の金額の総額を当該行使請求の効力発

生日において適用のある転換価額で除して得られる数であるため、上記(注)２(1)③に従い転換価額が修

正された場合には、本新株予約権の行使請求により当社が交付する当社普通株式の数は増加する。

(2)転換価額の修正基準

平成30年12月18日（決定日）まで（当日を含む。）の15連続取引日の株式会社東京証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平均値（計算の結果小数第２位未満の端数を生じる場合は、小数第２

位未満の端数を切り上げた金額。）が、決定日に有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価額

は、平成30年12月25日以降、上記の計算の結果算出された金額と同一の金額に修正される。
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(3)転換価額の修正頻度

１回（平成30年12月25日に修正されることがある。）

(4)転換価額の下限等

上記(注)２(1)④に従い修正される転換価額の下限は、決定日に有効な転換価額の85％に相当する金額で

ある。なお、本新株予約権の行使により交付される当社普通株式の数は、行使請求に係る本新株予約権

が付された本社債の金額の総額を当該行使請求の効力発生日において適用のある転換価額で除して得ら

れる数となる。

(5)繰上償還条項等

本新株予約権付社債には、当社の決定による本社債の全部の繰上償還を可能とする条項が付されてい

る。

10．企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第９項に規定する場合に該当する場合にあたっては、同項に規

定するデリバティブ取引その他の取引として予定する取引の内容

該当事項なし。

11．本新株予約権付社債に表示された権利の行使に関する事項について所有者との間の取決めの内容

該当事項なし。

12．当社の株券の売買に関する事項について所有者との間の取決めの内容

該当事項なし。
 

13．当社の株券の貸借に関する事項について所有者と当社の特別利害関係者との間の取決めがあることを知っ

ている場合にはその内容

該当事項なし。

14．その他投資家の保護を図るため必要な事項

該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

 
第４四半期会計期間
(平成28年１月１日から
 平成28年３月31日まで)

第70期
(平成27年４月１日から
 平成28年３月31日まで)

当該期間に権利行使された当該行使価額修正条項付新株
予約権付社債券等の数(個)

― ―

当該期間の権利行使に係る交付株式数(株) ― ―

当該期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) ― ―

当該期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ― ―

当該期間の末日における権利行使された当該行使価額修
正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

― ―

当該期間の末日における当該行使価額修正条項付新株予
約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

― ―
 

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(百万円)

資本金
残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成24年７月31日
(注1)

― 326,093 ― 87,257 △97,673 21,814

平成25年６月28日
(注2)

46,129 372,223 4,474 91,731 4,474 26,288
 

(注) 1.　資本準備金減少　会社法第448条第1項の規定に基づき、資本準備金の一部を減少し、その他資本剰余金に振

り替えています。

2.　第三者割当　　　発行株式数46,129千株　発行価格194円　資本組入額97円

割当先　三菱電機株式会社20,356千株、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ(現　株式会

社ＮＴＴドコモ)25,773千株

 

(6) 【所有者別状況】

(平成28年３月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)金融機関

金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数
(人)

33 64 281 305 35 43,810 44,528 ―

所有株式数
(単元)

909,101 132,726 598,654 1,257,211 429 822,579 3,720,700 153,436

所有株式数の割合
(％)

24.43 3.57 16.09 33.79 0.01 22.11 100.00 ―
 

(注) 1.　自己株式5,029,993株は、「個人その他」に50,299単元、「単元未満株式の状況」に93株含まれています。

2.　「その他の法人」の中には、「株式会社証券保管振替機構(失念株管理口)」名義の株式が、２単元含まれて

います。
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(7) 【大株主の状況】

(平成28年３月31日現在)

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 27,886 7.49

株式会社ＮＴＴドコモ 東京都千代田区永田町２丁目11番１号 25,773 6.92

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
(信託口)

東京都港区浜松町２丁目11番３号 20,340 5.46

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 19,894 5.34

オアシス インベストメンツ ツー マス
ター ファンド エルティーディー
(常任代理人 シティバンク銀行株式会社)

ケイマン諸島
(東京都新宿区新宿６丁目27番30号)

18,150 4.87

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社(信託口９)

東京都中央区晴海１丁目８番11号 8,649 2.32

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 6,490 1.74

ステート ストリート バンク アンド ト
ラスト カンパニー 505001
(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営
業部)

アメリカ・ボストン
(東京都中央区月島４丁目16番13号)

6,395 1.71

ザ バンク オブ ニューヨーク 133522
(常任代理人 株式会社みずほ銀行決済営
業部)

ベルギー・ブリュッセル
(東京都中央区月島４丁目16番13号)

4,789 1.28

エスアイエックス エスアイエス エル
ティーディー
(常任代理人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行)

スイス・オルテン
(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号
決済事業部)

4,672 1.25

計 ― 143,042 38.42
 

(注) 1.　日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)、日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)の所

有株式数には、信託業務に係る株式を以下のとおり含んでいます。

   日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口)      16,298千株

   日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口)  18,256千株

2.　平成28年３月31日現在、自己株式を5,029千株所有していますが、上記大株主からは除外しています。

3. 平成28年３月31日時点で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書およびその変更報告書に、次のとおり当社

の株式を所有している旨が記載されていましたが、当社として当事業年度末現在における実質的な所有株式数

の確認ができないため、上記大株主の状況は、当事業年度末現在の株主名簿に基づき記載しています。なお、

大量保有報告書およびその変更報告書の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称 種別 提出日
報告義務
発生日

所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・
グループほか３社

変更報告書
平成27年
11月30日

平成27年
11月23日

22,761 6.12

カレッジ・リタイアメント・エクイ
ティーズ・ファンド

大量保有報告書
平成28年
１月19日

平成28年
１月８日

18,741 5.04

ティーアイエーエー・シーアールイー
エフ・インベストメント・マネジメン
ト・エルエルシーほか１社

変更報告書
平成28年
１月26日

平成28年
１月19日

26,402 7.09

三井住友信託銀行株式会社ほか２社 大量保有報告書
平成28年
２月19日

平成28年
２月15日

24,465 6.57

ドイチェ信託株式会社ほか２社 変更報告書
平成28年
３月７日

平成28年
２月29日

22,066 5.66

野村證券株式会社ほか４社 大量保有報告書
平成28年
３月22日

平成28年
３月15日

20,549 5.49

クレディ・スイス・セキュリティーズ
(ヨーロッパ) リミテッドほか３社

大量保有報告書
平成28年
４月７日

平成28年
３月31日

20,643 5.55
 

(注)ドイチェ信託株式会社ほか２社および野村證券株式会社ほか４社の所有株式数には、新株予約権付社債券の保

有に伴う保有潜在株式の数が含まれています。
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成28年３月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)
普通株式

5,029,900 ― ―

(相互保有株式)
普通株式

― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 367,040,100 3,670,401 ―

単元未満株式 普通株式 153,436 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数  372,223,436 ― ―

総株主の議決権 ― 3,670,401 ―
 

(注) 1.　「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、「株式会社証券保管振替機構(失念株管理口)」名義の株式が

200株含まれています。

2.　「単元未満株式」欄の株式数には、自己保有株式93株が含まれています。

 

② 【自己株式等】

(平成28年３月31日現在)

所有者の氏名
または名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)      

パイオニア株式会社
 

神奈川県川崎市幸区
新小倉１番１号

5,029,900 ― 5,029,900 1.35

計 ― 5,029,900 ― 5,029,900 1.35
 

 

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
 

【株式の種類等】　会社法第155条第７号による普通株式の取得

 

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】

 

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 1,301 362

当期間における取得自己株式 137 44
 

(注)　当期間における取得自己株式には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式数および金額は含まれていません。

 

(4) 【取得自己株式の処理状況および保有状況】

 

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(単元未満株式の買増請求に
よる売渡)

35 9 ― ―

保有自己株式 5,029,993 ― 5,030,130 ―
 

(注)　当期間における処理状況および保有状況には、平成28年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未

満株式の売渡しによる株式数および金額は含まれていません。

 

３ 【配当政策】

当社は、安定的な配当の維持継続を念頭に置きながら、業績を勘案して、適切な額を還元することを配当政策とし

て定め、経営の最重要課題の一つと認識しています。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うこととしており、取締役会の決議により会社法第454条

第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めています。従って、これらの剰余金の配当の決定機関

は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会となります。

当事業年度においては、731百万円の親会社株主に帰属する当期純利益を計上することができましたが、財務状況等

を勘案し、誠に遺憾ながら、期末配当は前事業年度に引き続き無配としました。これにより、年間配当についても無

配となります。
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４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

回次 第66期 第67期 第68期 第69期 第70期

決算年月 平成24年３月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月

最高(円) 434 434 313 352 392

最低(円) 287 153 146 201 203
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部のものです。

 

(2) 【当事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

 

月別 平成27年10月 11月 12月 平成28年１月 ２月 ３月

最高(円) 358 392 386 348 298 304

最低(円) 255 297 302 257 212 248
 

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部のものです。
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５ 【役員の状況】

男性10名　女性－名　(役員のうち女性の比率－％)

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(百株)

代表取締役 社長執行役員
こたに　 すすむ

小　谷　　進
昭和25年
４月12日生

昭和50年４月 当社入社

注１ 328

平成15年６月 当社執行役員

パイオニア ヨーロッパNV会長 兼 社長

平成18年６月 当社執行役員 国際部長

平成19年６月 当社常務執行役員 ホームエンタテインメ

ントビジネスグループ営業担当 兼 国際部

長 
平成20年６月 当社常務取締役 ホームエンタテインメン

トビジネスグループ本部長

平成20年11月 当社代表取締役社長

平成24年６月 当社代表取締役 兼 社長執行役員 医療・

健康事業開発室・ケーブルネットワーク事

業部担当

平成26年６月 当社代表取締役 兼 社長執行役員(現任)

代表取締役 専務執行役員
おの  みきお

小　野　幹　夫
昭和28年
７月26日生

昭和52年４月 当社入社

同上 154

平成20年12月 当社常務執行役員 経営戦略部長 兼 情報

戦略部担当・スピーカー事業担当

平成21年６月 当社常務取締役 経営戦略部長 兼 輸出管

理統括・情報戦略部担当

平成22年６月 当社代表取締役常務取締役 経営戦略部長

兼 ホームＡＶ事業・プロＳＶ事業・情報

システム部担当

平成24年６月 当社代表取締役 兼 専務執行役員 経営戦

略部長 兼 生産・調達統括部・デザイン

部・新規事業開発部・ホームエレクトロニ

クス事業統括部担当

平成27年４月

 
当社代表取締役 兼 専務執行役員 新規事

業部長 兼 経営改革・事業競争力強化戦略

担当

平成27年６月 オンキヨー株式会社 社外取締役(現任)

平成28年６月 当社代表取締役 兼 専務執行役員 新規事

業・関連事業・研究開発部担当 兼 輸出管

理統括(現任)

取締役 常務執行役員
かわしり くにお

川　尻　邦　夫
昭和32年
12月26日生

昭和55年４月 株式会社三菱銀行(現 株式会社三菱東京Ｕ

ＦＪ銀行)入行

同上 408

平成21年７月 当社入社 執行役員 経営戦略部部長付

平成22年６月 当社取締役 経営戦略部経営管理部長 兼

財務担当

平成24年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経営戦略部

経営管理部長 兼 環境・財務・品質保証

部・情報システム部・インダストリアル・

ソリューションズ部・パイオニアデジタル

デザインアンドマニュファクチャリング株

式会社担当

平成27年４月 当社取締役 兼 常務執行役員 経理部・財

務部担当(現任)

取締役 常務執行役員
かわむら まさひろ

川 村 雅 弘
昭和29年
４月８日生

昭和56年４月 当社入社

同上 57

平成14年４月 当社国際部一般地域販売部長

平成16年７月 パイオニア ヨーロッパNV取締役

平成22年５月 パイオニア ヨーロッパNV会長 兼 社長

平成22年６月 当社執行役員

パイオニア ヨーロッパNV会長 兼 社長

平成25年６月 当社常務執行役員 海外営業統括部長

平成27年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 経営戦略部

長 兼 知的財産部担当(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

取締役 常務執行役員
なかの たかしげ

仲 野 隆 茂
昭和29年
４月25日生

昭和52年10月 当社入社

注１ 84

平成14年６月 当社モーバイルエンタテインメントカンパ

ニー国内営業部長

平成19年６月 当社執行役員 モーバイルエンタテインメ

ントビジネスグループ国内営業部長

平成21年10月 当社執行役員

パイオニア販売株式会社代表取締役社長

平成25年４月 当社執行役員 カーエレクトロニクス事業

統括部次長(営業・企画担当)

平成26年６月 当社常務執行役員 カーエレクトロニクス

事業統括部長 兼 カーエレクトロニクス事

業統括部カー事業戦略部長・パイオニア販

売株式会社担当

平成27年６月 当社取締役 兼 常務執行役員 カーエレク

トロニクス事業担当(現任)

取締役 ―
たにぜき まさひろ

谷　関　政　廣
昭和21年
１月７日生

昭和43年４月 豊田通商株式会社入社

同上 ―

昭和62年８月 同社ロンドン事務所長

平成４年４月 トヨタツウショウU.K. Ltd.取締役社長

平成９年６月 豊田通商株式会社取締役 車両第１部長

平成11年６月 同社取締役

トヨタツウショウ ヨーロッパS.A.取締役

社長

平成14年６月 豊田通商株式会社常務取締役 車両部担当

平成17年６月 同社専務取締役 エネルギー・化学品本部

長

平成19年６月 同社専務取締役退任

株式会社豊通シスコム代表取締役社長

平成22年６月 同社代表取締役社長退任

当社取締役(現任)

取締役 ―
さとう　しゅんいち

佐　藤　俊　一
昭和16年
２月10日生

昭和39年４月 外務省入省

同上 30

昭和62年４月 フランス大使館公使

平成３年２月 モントリオール総領事館総領事

平成７年７月 外務省中南米局長

平成９年８月 駐ポーランド特命全権日本国大使

平成12年４月 駐ベルギー特命全権日本国大使

平成15年12月 外務省退官

平成16年６月 当社取締役

平成17年６月 株式会社ナカノフドー建設 社外監査役

(現任)

平成22年６月 当社取締役退任

平成26年６月 当社取締役(現任)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

常勤監査役 ―
しもだ　みきお

下　田　幹　雄
昭和29年
６月12日生

昭和52年４月 当社入社

注２ 9

平成13年６月 株式会社パイオニアＡＦＭ常務取締役

平成21年10月 当社経理財務部長 兼 経理財務部業務部部

長

平成23年６月 当社執行役員　経理財務部長 兼 経理財務

部業務部部長

平成26年４月 当社執行役員 コーポレートガバナンス担

当

平成26年６月 当社常勤監査役(現任)

監査役 ―
にしきど けいいち

錦　戸　景　一
昭和28年

５月２日生

昭和60年４月 弁護士登録

同上 70

 長島・大野法律事務所勤務

平成元年８月 米国グラス・マッカラー・シャリル・アン

ド・ハロルド法律事務所勤務

平成３年２月 長島・大野法律事務所勤務

平成６年１月 光和総合法律事務所パートナー(現任)

平成15年６月 当社監査役(現任)

平成17年６月 サイボー株式会社 社外監査役(現任)

監査役 ―
わかまつ ひろゆき

若 松 弘 之

昭和46年

９月20日生

平成７年４月 監査法人トーマツ(現 有限責任監査法人

トーマツ)入社

同上 ―

平成10年４月 公認会計士登録

平成20年10月 公認会計士若松弘之事務所代表(現任)

平成22年６月 株式会社ウィザス 社外監査役(現任)

平成22年８月 税理士登録

平成24年６月 株式会社ミクシィ 社外監査役(現任)

平成27年６月 当社監査役(現任)

計 1,140
 

　
　
(注) 1.　各取締役の任期は、平成28年３月期に係る定時株主総会(平成28年６月28日開催)の終結の時から平成29年３

月期に係る定時株主総会の終結の時まで(１年)です。

2.　監査役 下田 幹雄の任期は、平成26年３月期に係る定時株主総会(平成26年６月26日開催)の終結の時から平

成30年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで(４年)です。

監査役 錦戸 景一および若松 弘之の任期は、平成27年３月期に係る定時株主総会(平成27年６月25日開催)

の終結の時から平成31年３月期に係る定時株主総会の終結の時まで(４年)です。

3.　取締役 谷関 政廣および佐藤 俊一は、社外取締役です。

4.　監査役 錦戸 景一および若松 弘之は、社外監査役です。

5.　当社は、平成28年６月28日開催の第70回定時株主総会において、法令に定める監査役の員数を欠くこととな

る場合に備え、補欠監査役２名を選任しました。補欠監査役 辻 伸一は、監査役 下田 幹雄の補欠監査役で

す。また、花野 信子は、監査役 下田 幹雄以外の監査役の補欠監査役です。補欠監査役の選任の効力は平

成29年３月期に係る定時株主総会の開始の時までであり、また、補欠監査役が監査役に就任した場合の任期

は、退任した監査役の任期の満了する時までとなります。補欠監査役の略歴は、以下のとおりです。なお、

補欠監査役 花野 信子は、社外監査役の要件を満たしています。

 
役名 氏名 生年月日 略歴

所有株式数
(百株)

補欠監査役
つじ   しんいち

辻　　伸　一

昭和36年

８月25日生

昭和59年４月 当社入社

―
平成21年10月 当社人事総務部法務部長

平成27年４月 当社法務・リスク管理部長

 (現任)

補欠監査役

 

昭和43年

10月６日生

平成12年10月 弁護士登録

―
はなの   のぶこ  光和総合法律事務所勤務

花　野　信　子 平成16年10月 光和総合法律事務所パートナー

  (現任)

計 ―
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6.　当社では、執行役員制度を導入しています。執行役員およびその委嘱業務は以下のとおりです。

 

社長執行役員(１名)
小 　谷 　　　
進　　

 
 

専務執行役員(１名)

小　野　幹　夫 新規事業・関連事業・研究開発部担当 兼 輸出管理統括
 

常務執行役員(８名)

川　尻　邦　夫 経理部・財務部担当

川　村　雅　弘 経営戦略部長 兼 知的財産部担当

仲　野　隆　茂 カーエレクトロニクス事業担当

齋　藤　春　光 経営管理部長

加　瀬　政　雄 調達部担当

森　谷　浩　一
人事部・総務部・情報システム部・法務・リスク管理部・監査部担当 兼
ＣＳＲ・環境担当

大　舘　　　諭 市販事業部長 兼 パイオニア販売株式会社担当

釣　谷　郁　夫 川越事業所長 兼 商品統括部長 兼 品質保証部担当
 

執行役員(４名)

丸 山     実 生産統括部長

北 村 以知雄 ＯＥＭ事業部長 兼 ＯＥＭ事業部プロジェクトオーナー部長

高 島 直 人 スピーカー事業担当

西 村 紳 介 自動運転事業開発部長
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、透明かつ公正なコーポレート・ガバナンス体制の実現を、経営上の最重要課題と考えています。また、

実効的なコーポレート・ガバナンスの実現を通じて持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るため、コーポ

レート・ガバナンスの基本的な枠組みを示す「パイオニアグループ　コーポレート・ガバナンスに関する基本方

針」を策定しました。

当社取締役会は、この基本方針の下、取締役会の運営に関する各取締役による自己評価の実施や、社外取締役に

対する情報提供の充実、社外役員同士の連携強化などを通じて、取締役会をはじめとするコーポレート・ガバナン

スを構成する各機関の実効性を高めていきます。さらに、この基本方針を継続的かつ定期的に見直すことで、コー

ポレート・ガバナンスを創造的に進化させていきます。

   なお、「パイオニアグループ　コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」の主な内容は以下のとおりです。

 

(基本的な考え方)

 ・当社は、企業理念「より多くの人と、感動を」に基づき、透明かつ公正なコーポレート・ガバナンス体制の

構築を実現することを経営上の最重要課題と考えています。経営の透明性、公正性および効率性を高めるこ

とが、株主をはじめステークホルダーの期待に応え、企業価値を増大させることにつながると認識していま

す。

 ・当社は、基本的なコーポレート・ガバナンス体制として、「監査役会設置会社」制度を採用しています。

 ・当社は、複数の独立社外取締役および独立社外監査役の選任や、社外役員を半数以上とする指名委員会、報

酬委員会、特別委員会という３つの委員会（委員長はいずれも社外取締役）を取締役会の諮問機関として設

置することにより、取締役会の監督機能を強化しています。

 ・当社は、独立社外取締役と独立社外監査役との定期的な連携の場を設け、独立社外役員同士が情報交換や認

識共有を図ることにより、独立社外役員が取締役会における議論に積極的に貢献できる体制としています。

また、監査役会は社外取締役の情報収集を支援してまいります。

 ・当社の経営体制は、取締役会が意思決定を行い、代表取締役が業務執行することを基本としていますが、迅

速な業務執行を行うために執行役員制度を採用し、執行役員の中から取締役会が指名したメンバーで構成さ

れる「経営執行会議」を設置しています。経営執行会議の活用により代表取締役の業務執行の迅速化・効率

化や、取締役会の意思決定機能の強化を図るなど等、実効性あるコーポレート・ガバナンス体制の構築に努

めています。

(企業理念、事業方針)

 ・当社は、創業者松本望の志「より多くの人に、より良い音を」を継承したパイオニアグループの企業理念

「より多くの人と、感動を」を実現していきます。

 ・当社は、創立以来遵守してきた信条を社是として定め、当社グループの取締役、監査役、執行役員、従業員

（以下「役職員」といいます。）各自が体得し判断と行動の基準としています。

 ・当社は、グループの経営姿勢を「パイオニアグループ企業行動憲章」として掲げ、それに沿って役職員が業

務における判断・行動の基準として遵守すべき基本的な事項を「パイオニアグループ行動規範」として定め

ており、役職員はこれを実践します。

 ・当社は、「音」、「映像」、「情報」を通じて「街でも家でも車でも、笑顔と夢中が響き合う」を企業ビ

ジョンに、「車室空間における快適、感動、安全・安心を創出する『総合インフォテインメント』のリー

ディングカンパニーを目指す」ことを事業方針としています。

 ・当社は、パイオニアグループ規程「ビジネス・エシックス基本規程」に基づいて社外取締役を委員長とする

「ビジネス・エシックス委員会」を設置し、パイオニアグループ行動規範を周知徹底しています。

 ・当社は、「パイオニアグループ行動規範」に反する行為の早期発見や適切な対応のために、グループ全体の

社内通報制度として外部機関を窓口とする「ビジネス・エシックス・ホットライン」を設けています。寄せ

られた通報は、「ビジネス・エシックス委員会」事務局と同時に、監査役に報告される仕組みとしており、

通報者が通報したことを理由に不利益な取扱いを受けることのないよう適切な運営を図っています。

 ・当社は、「パイオニアグループ企業行動憲章」において、「一人ひとりがいきいきと働くために」を行動規

範の一つとして掲げ、性別、年令、国籍などにかかわらず、多様な役職員が自らの能力を発揮し、それぞれ

の職場・業務で果たすべき役割に、意欲的にそして生き生きと取り組むことができる風土作りに取り組んで

います。また、その基盤づくりのため、人事部内にダイバーシティ推進担当者やキャリア支援担当者を設置

しています。
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(経営計画)

 ・当社は、経営計画においては、戦略の骨子および基本方針を示すとともに、収益率や資本効率に関する定量

的な目標値とその実現に向けた実行計画を策定し、決算説明会や企業説明会を通じて株主を含むステークホ

ルダーに公表します。

 ・当社は、経営計画を変更する必要が生じた場合には、その原因を分析し、次回の経営計画に反映させるとと

もに、重要な事項については、変更の背景や内容について説明を行います。

(取締役会の役割等)

 ・経営計画や事業戦略は、取締役会において独立性の高い社外取締役２名を含めて活発な議論を行い決定して

います。その進捗は、決算説明会や企業説明会において公表しています。

 ・取締役会は、効率的な意思決定を行うため、取締役会が指名する執行役員（執行役員を兼ねる取締役を含み

ます。）で構成される経営執行会議に意思決定または事前審議を委ねています。これにより、取締役会は、

経営方針等の最重要事項に関する意思決定機能と監督機能に特化することにより、コーポレート・ガバナン

スの強化を図っています。

 ・取締役会は、取締役会決議および社内規程において、執行役員の担当業務を明確に定めています。

 ・取締役会は、毎年度決算後、取締役会の運営について、各取締役による自己評価を実施します。取締役会

は、各取締役の自己評価等をもとに取締役会全体の実効性に関する検討を行い、取締役会の監督機能の更な

る強化につなげるべく、取締役会運営の見直しを行ってまいります。

(社外取締役、独立取締役)

 ・当社は、社外取締役を２名選任しており、独立役員として東京証券取引所に届け出ています。

 ・当社は、「パイオニアグループ　コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」において、社外役員の独立

性基準を定めており、当社ホームページで公開しています。　

（http://pioneer.jp/corp/info/governance/）

 ・当社は、多様な専門的知識、経験を有した独立社外取締役を選任することが取締役会の適切な意思決定や監

督機能を担保するものであると考えています。

 ・当社は、今後も引き続き、当社コーポレート・ガバナンスの充実に資する略歴、経験、知識を有する適任者

を、独立社外取締役として複数選任することとし、必要に応じ、取締役の３分の１以上を独立社外取締役と

することも視野に入れて取り組んでまいります。

 ・取締役会は、取締役・監査役の候補者の指名および執行役員の選任に際しては、個々の知識・経験・能力お

よび業績等を踏まえ、また、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスおよび多様性を考慮の上、

行います。

 ・当社は、当社役員が他の会社の役員を兼任する場合には、当社の役員としての役割・責務を適切に遂行する

ために必要となる時間・労力を確保するのに適切な兼任数であるのがふさわしいと考えております。

(取締役の報酬)

 ・取締役会は、社外取締役を半数以上とする報酬委員会（委員長は社外取締役）を設置し、取締役および執行

役員の評価・報酬等は、報酬委員会による審議結果を尊重し決定しています。業務を執行する取締役および

執行役員の報酬は、成果主義の理念のもと、職責や業績貢献度を適正に評価した上で、適切に決定していま

す。

 ・取締役および執行役員の報酬は、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に対するインセンティブ

となるよう、中長期的な業績連動報酬や、自社株報酬なども、報酬委員会において議論を行ってまいりま

す。

(取締役・監査役の候補者の指名等)

 ・取締役会は、取締役・監査役の候補者の指名および執行役員の選任に際しては、個々の知識・経験・能力お

よび業績等を踏まえ、また、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスおよび多様性を考慮の上、

行います。取締役会は、これらの決定に際しては、社外取締役を半数以上とする指名委員会（委員長は社外

取締役）に審議を求め、この審議結果を尊重して決定します。

 ・取締役および監査役の選任理由は、「株主総会招集ご通知」の参考書類において開示しているほか、社外役

員については、東京証券取引所に提出している「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」においても開

示しています。
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(取締役・監査役のトレーニング)

 ・当社は、取締役および監査役に対して、定期的かつ継続的に弁護士等の専門家による会社法等の法令に関す

る説明会を開催する等、当社役員としての職務遂行上必要となる法令知識や経営を監督するうえで必要とな

る事業活動に関する情報や知識の習得の機会を継続的に提供しています。

 ・当社は、社外取締役および社外監査役に対して、当社事業・課題に関する説明や、当社の工場等の現場の視

察を実施する等の施策を講じています。

 ・当社は、社外取締役および社外監査役に外部の研修会への参加を促すとともに、執行役員や経営幹部との情

報共有、意見交換を充実させるための環境を整備します。そのために必要な費用は会社が負担します。

(株主総会以外の株主またはステークホルダーとの良好な関係の構築)

 ・当社は、株主はもとより、国内外の機関投資家や証券アナリスト等との建設的な対話を促進するため、ＩＲ

を担当する役員を任命し、ＩＲに関する専門の部門を設置しています。

(株主との建設的な対話の促進)

 ・当社は、株主との建設的な対話に関する取組みとして、経営トップとＩＲ担当役員が説明する決算説明会や

企業説明会を開催するとともに、当社ホームページへの情報開示等の実施により、当社の経営方針、事業戦

略等、事業に関する各種情報を日本語および英語で提供し、当社への理解を深めてもらうよう努めていま

す。

 ・当社は、株主、投資家や証券アナリストから寄せられた意見は、ＩＲ部門でこれをとりまとめ、役員に

フィードバックし、今後の経営に役立てています。

 ・当社は、株主等から個別の対話（面談）について要望がある場合にはＩＲ部門が対応しますが、必要に応じ

て、社長、取締役および執行役員が面談に臨むことを基本方針としており、良好な関係構築に向けて建設的

な対話に努めています。

 ・内部情報の管理に関する方策については、「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」において定めてお

り、当社ホームページで公開しています。（http://pioneer.jp/corp/info/governance/）

(政策投資)

      ・当社は、当社の中長期的な企業価値向上に資すると判断する企業の株式を、業務提携や取引関係の強化など

経営戦略の一環として保有することがあります。

 ・政策保有株式については、取締役会において毎年定期的に、当該株式の保有目的、効果および経済的合理性

を検証し、保有継続の可否を判断してまいります。

 ・政策保有株式の議決権の行使については、当社の企業価値向上に資するかどうかを基準に、提案された議案

を検討のうえ、適切に議決権を行使します。

(関連当事者間取引の方針)

 ・当社は、取締役および執行役員の競業取引や利益相反取引は、取締役会に付議し、決議しています。

 ・関連当事者間の取引については、毎期、監査役会が取締役および執行役員に「業務執行確認書」の提出を求

め、競業取引や利益相反取引の有無の確認を行っています。

　

取締役会の諮問機関である任意の委員会については、実効的なコーポレート・ガバナンスの実現に向けて、経営

の透明性を高め、取締役会の監督機能を強化することを目的に、その諮問機関として、社外取締役を委員長とする

「指名委員会」「報酬委員会」「特別委員会」を設置しています。指名委員会は取締役および執行役員の選解任等

や監査役の選任に関する事項を、報酬委員会は取締役および執行役員の報酬等に関する事項を、特別委員会は企業

買収等の企業価値に重大な影響を及ぼす事態への対応策に関する事項を、それぞれ審議します。審議の結果は、各

委員会の委員長である社外取締役により取締役会に報告・提案され、取締役会は、その内容を十分に尊重の上、こ

れらの事項を決定します。

当社は、良き企業市民として社会から信用と尊敬を得ることを目指した「パイオニアグループ企業行動憲章」を

頂点として、当社グループの役員および従業員が業務における判断・行動の基準として遵守すべき事項を具体的に

定めた「パイオニアグループ行動規範」や、グループ各社の権限と責任の範囲やコンプライアンスルールなどに関

する諸規程で構成される「パイオニアグループ規程」を定めています。また、社外取締役を委員長とする「ビジネ

ス・エシックス委員会」を設置し、グループの役員および従業員の法令遵守や、「パイオニアグループ企業行動憲

章」および「パイオニアグループ行動規範」の周知徹底を図っています。さらに、社外取締役を委員長とする「ビ

ジネス・エシックス委員会」を設置し、グループの役員および従業員の法令遵守や、「パイオニアグループ企業行

動憲章」および「パイオニアグループ行動規範」の周知徹底を図っています。

当社は、企業価値を向上させていく上で、コーポレート・ガバナンスの強化が極めて重要であると認識していま

す。なお、現状の当社のコーポレート・ガバナンス体制は有効に機能していると評価しています。
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① 企業統治の体制

1.　会社の機関の基本説明

当社は「監査役会設置会社」制度を採用し、経営方針等の最重要事項に関する意思決定機関および監督機関と

しての取締役会、業務執行機関としての代表取締役、監査機関としての監査役会を設置しています。また、取締

役会において執行役員を選任し、迅速な業務執行と責任の明確化を図っています。さらに、取締役会の監督の

下、事業推進上の重要課題について意思決定等を行う「経営執行会議」を設置しています。

取締役については、当社グループと重要な取引関係がなく高い独立性を有する社外取締役を複数選任し、業務

執行に関する取締役会の監督機能を強化するとともに、株主による選任の機会を増やすことで、取締役の責任を

より明確にして経営環境の変化に迅速に対応できるよう、任期を１年としています。また、取締役は全社的な視

点から意思決定機能および監督機能に特化し、執行役員はその業務執行機能を強化することで、コーポレート・

ガバナンスの向上を図っています。監査役会は、半数以上が独立性の高い社外監査役で構成されており、取締役

の職務執行に対する監査を行っています。平成28年３月期においては、取締役会は９回、監査役会は14回開催し

ました。

　これらに加えて、取締役会の監督の下、事業推進上の重要課題やグループ全体の経営戦略等について、意思決

定もしくは取締役会への答申を行う機関として経営執行会議を設置し、取締役の業務執行の迅速化・効率化と、

取締役会の意思決定・監督機能の強化を図っています。経営執行会議は、執行役員の中から取締役会が指名した

メンバーで構成され、原則として月２回開催しています。平成28年３月期においては、19回開催して約30件の案

件を審議しました。

 

2.　会社の機関・内部統制システムの関係図

当社の会社の機関および内部統制システム等の関係は次のとおりです。

(平成28年６月28日現在)
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3.　内部統制システムの整備の状況

当社の内部統制システムにつきましては、以下のとおり整備しています。

(基本方針)

パイオニアグループでは、企業理念「より多くの人と、感動を」を共有するために、「企業ビジョン体系」

を定め、これを実現するための根本規則として「パイオニアグループ企業行動憲章」を定めています。

　この「パイオニアグループ企業行動憲章」に沿って、当社グループに働く者が遵守すべき事項として「パイ

オニアグループ行動規範」を定め、当社グループの役員および従業員は、この行動規範を基に、企業の社会的

責任を深く自覚し、自らの職責に従って誠実に行動することとしています。

　パイオニアグループの全てが遵守すべき基本的な事項を定めた共通のルールブックとして、「パイオニアグ

ループ企業行動憲章」を頂点とする「パイオニアグループ規程」を広く定め、これに基づいて連結ベースでの

経営管理体制の確立を図ります。

イ. 取締役および使用人の職務執行の法令・定款適合性を確保するための体制

経営方針等の最重要事項に関する意思決定機関および監督機関としての取締役会、業務執行機関としての代

表取締役、監査機関としての監査役会という経営機関制度により、取締役の職務執行の法令および定款への適

合性を確保しています。また、独立性の高い複数の社外取締役を選任することにより、業務執行に関する取締

役会の監督機能を強化しています。

コンプライアンスに関しては、「パイオニアグループ企業行動憲章」および「パイオニアグループ行動規

範」を、当社グループの役員および従業員の業務における判断・行動の基準としています。また、当社グルー

プの役員および従業員の法令遵守、ならびに「パイオニアグループ行動規範」の徹底を図るため、「ビジネ

ス・エシックス基本規程」に基づき、社外取締役を委員長とする「ビジネス・エシックス委員会」を設置して

います。また、通常の報告経路から独立した社内通報制度として「ビジネス・エシックス・ホットライン」を

設け、「パイオニアグループ行動規範」に反する行為に関しては、これによる通報に真摯に対応しています。

「ビジネス・エシックス・ホットライン」による通報は、「ビジネス・エシックス委員会」と監査役に同時に

報告される制度とし、また、通報者が通報したことを理由として不利益な取り扱いを受けないよう適切な運営

を図っています。

内部監査に関しては、「連結内部監査基本規程」に基づき、監査部が業務運営の状況を監査し、合法性およ

び社内規則の遵守状況を確認しています。

市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力の排除に関しては、「パイオニアグループ企業行動憲

章」で定める、社会的正義を尊重した公正な企業活動を推進するという精神に則り、「パイオニアグループ行

動規範」により、組織的かつ毅然とした対応を行うこととしています。また、「反社会的勢力対応基本規程」

を定めるとともに、対応を統括する部門を定め、外部専門機関との連携や、当社グループにおける情報の共

有、対応に関する指導、連絡の徹底を行うなど、体制を強化しています。

ロ. 取締役の職務執行に係る情報の保存・管理に関する体制

取締役の業務執行に係る情報については、「情報セキュリティ管理基本規程」等の社内規程に基づき、適切

に管理しています。また、これらの情報の保存・管理状況については、監査部が定期的に確認しています。

取締役会の議事については、法令に従い取締役会議事録を作成し、10年間本店に備え置いています。また、

取締役会の意思決定機能を強化するため、後述のとおり「経営執行会議」を設置していますが、その議事につ

いては議事録を作成し、取締役会議事録に準じ10年間保管しています。

経営情報の適切な開示と財務報告の適正性の確保に関しては、「情報開示基本規程」および「連結決算基本

規程」を定め、情報管理体制の強化を図っています。

ハ. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当社グループの事業活動に伴うリスクについて、その管理体制の充実・強化を推進するために、「内部統制

システム基本規程」に基づき、当社代表取締役を委員長とする「内部統制委員会」を設置し、リスクの把握と

危機の未然防止策について整備を図っています。重要なリスクについては、「パイオニアグループ規程」の中

で対応方針を定め、組織的な管理を行っています。

　また、危機発生時における適切な対応を図るため「危機管理基本規程」を定めています。これに基づき、当

社総務部担当執行役員を委員長とする「ＥＭ委員会」を常設の組織として置き、危機管理に関する教育・啓発

を行うとともに、当社グループの組織毎に担当責任者を配置して、危機発生時における対応と事態解決を行っ

ています。　

危機管理における当社グループ各組織の役割および危機発生に対する対応手順等については、「危機管理マ

ニュアル」において定めています。
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グループ各社における重要事項の意思決定については、「グループ会社権限基本規程」に基づき、権限と責

任の所在および承認の手段を明確化し、損失の未然防止を図っています。

「連結内部監査基本規程」に基づき、監査部がグループ各社について、組織毎にリスク管理状況および危機

発生時における対策の確認を行っています。

ニ. 取締役の職務執行の効率性を確保するための体制

当社は、「執行役員制度」および執行役員への委嘱業務を明らかにすることにより、権限委譲による事業運

営の迅速化とともに、経営責任の所在の明確化を図っています。

取締役会の意思決定機能を強化するため、執行役員の中から取締役会が指名したメンバーで構成される「経

営執行会議」を原則として月２回開催しています。グループ全体の重要な経営課題に関しては、「経営執行会

議」で十分な議論を行い、これらを決定し、あるいは取締役会が決定権を持つと定めた事項の場合は、取締役

会への答申を行うこととしています。

また、「グループ会社権限基本規程」により、グループ各社における重要事項の意思決定につき、権限と責

任の所在および承認の手段を明確化することで、取締役会の意思決定の迅速化および職務執行の効率化を図っ

ています。

さらに、株主による選任の機会を増やすことで、取締役の責任を明確にして経営環境の変化に迅速に対応で

きるよう、取締役の任期を法定の２年から１年に短縮しています。

ホ. 当社および子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するための体制

当社グループ全体の業務の適正を確保するため、「パイオニアグループ規程」を定め、グループ各社はこれ

を遵守することとしています。

　グループ各社における重要事項に関しては、「グループ会社権限基本規程」に基づき「経営執行会議」で十

分な議論を経て決定することとし、権限と責任の所在を明確にした上で、意思決定の迅速化ならびにグループ

全体の業務の適正化および効率化を図っています。

当社の取締役または執行役員を主要なグループ各社の取締役として選任し、グループ各社の経営に関する監

督機能および経営管理体制の強化を図っています。

当社およびグループ各社の監査役が、互いに情報交換を行う体制を確保し、当社グループ全体における業務

の適正確保と監査の実効性確保を図っています。

また、当社グループ全体にわたる内部監査の実施については、「連結内部監査基本規程」に基づき、監査部

が統括しています。

ヘ. 監査役の補助使用人およびその独立性に関する事項

監査役の職務を補助するために、監査役会の下に、通常の指揮系統から独立した専任事務局を置いていま

す。また、その専任事務局員の任命、評価、異動等については監査役会と事前協議を行っています。

ト. 取締役および使用人による監査役への報告に関する体制

当社およびグループ各社の取締役および使用人が、監査役に報告する体制を確保しています。また、「会議

体規程」に定める全社会議等の重要な会議には、監査役が出席する体制としています。

さらに、経営・業績に影響を及ぼす重要な事項については、監査役会が定めた「監査役監査基準」に則り、

監査役会がその都度報告を受ける体制を確保しています。財務情報の開示においては、事前に監査役の内容確

認を受けています。

　監査役への報告においては、報告をしたことを理由として不利益な取り扱いを受けることがない体制を確保

しています。

チ. その他、監査役による監査の実効性を確保するための体制

「監査役会規則」および「監査役監査基準」に則り、代表取締役との定期的な会合、監査部および会計監査

人からの定期的な説明および報告の機会を確保しています。

　また、監査役は、必要に応じて外部専門家のアドバイスを求めることとしています。

　監査役の職務の執行に必要な費用については、監査計画に基づいて予算化し、請求に応じて支払うこととし

ています。

　　(注) 「パイオニアグループ規程」とは、パイオニアグループ全体の経営に関する基本的な事項を定めた規程類を

総称するものであり、パイオニアグループ企業行動憲章、パイオニアグループ行動規範、ビジネス・エシッ

クス基本規程、連結内部監査基本規程、情報セキュリティ管理基本規程、情報開示基本規程、連結決算基本

規程、内部統制システム基本規程、危機管理基本規程、グループ会社権限基本規程などが含まれています。
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4.　内部監査および監査役監査の状況

当社の内部監査については、内部監査部門である監査部が「連結内部監査基本規程」に基づき、当社グループ

全体にわたる内部監査を統括し、主要なグループ会社におかれた内部監査担当部門とともに、内部統制システ

ム、リスクマネジメント等の監査を実施評価し、被監査部門長および社長執行役員、監査役へ報告を行っていま

す。なお、監査部をはじめグループ全体で８名が内部監査に従事しています。

監査役監査については、上記の体制に加え、以下のとおり内部監査部門および会計監査人と連携することによ

り実効性の向上を図っています。

(監査役と内部監査部門の連携状況)

監査役と内部監査部門である監査部との間で、平成28年３月期は６回会合が行われ、監査体制、監査計画、監

査実施状況などについて情報交換を行っています。

(監査役と会計監査人の連携状況)

監査役と会計監査人である有限責任監査法人トーマツとの間で、平成28年３月期は９回会合が行われ、監査報

告と共に、監査計画および監査実施状況について話し合いが持たれています。

 

② 社外取締役および社外監査役に関する事項

当社は現在、取締役７名、監査役３名のうち、次のとおり、社外取締役２名、社外監査役２名の体制をとって

います。

　　社外取締役：谷関 政廣、佐藤 俊一

　　社外監査役：錦戸 景一(弁護士)、若松 弘之(公認会計士・税理士)

谷関 政廣および若松 弘之との間に資本関係はありません。佐藤 俊一は当社の株式を30百株、錦戸 景一は当

社の株式を70百株保有しています。社外取締役および社外監査役は、いずれも、過去５年間において、当社また

は当社の特定関係事業者(子会社・関連会社・主要な取引先)の業務執行者となったことはなく、当社または当社

の特定関係事業者の業務執行者と三親等以内の親族関係はありません。また、いずれも過去２年間において、当

社または当社の特定関係事業者から、社外取締役については、取締役、執行役、監査役その他これらに類する者

としての報酬等を除き、社外監査役については、監査役としての報酬等を除き、多額の金銭その他の財産を受け

たことはなく、また、これらを受ける予定はありません。

　佐藤 俊一は株式会社ナカノフドー建設の社外監査役を兼任しており、同社は当社の特定関係事業者に該当する

ものではありません。錦戸 景一は光和総合法律事務所のパートナーおよびサイボー株式会社の社外監査役を、若

松 弘之は公認会計士若松弘之事務所代表、株式会社ウィザス社外監査役および株式会社ミクシィ社外監査役を兼

任していますが、これらはいずれも当社の特定関係事業者に該当するものではありません。

当社は、「パイオニアグループ　コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」において、社外役員の独立性

基準を定めており、当社ホームページで公開しています。

（http://pioneer.jp/corp/info/governance/）

 谷関 政廣は企業経営者として、佐藤 俊一は外交官として、錦戸 景一は法律の専門家として、若松 弘之は財

務および会計の専門家として、それぞれ豊富な経験と高い見識に基づいた客観的な視点からの助言・提言を行

い、業務執行に関する監視機能を強化する役割を担っています。

　さらに、社外取締役をそれぞれの委員長とする取締役会の諮問機関である任意の委員会「指名委員会」「報酬

委員会」「特別委員会」を設置し、経営の透明性を高め、コーポレート・ガバナンスを強化しています。(それぞ

れの委員会の役割・機能については前述の(1)コーポレート・ガバナンスの状況をご参照下さい。)

　また、社外監査役は、監査役会において、常勤監査役が内部統制部門から受けた報告について内容を確認し、

審議を行っています。
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③ 役員報酬等の内容

1.　当事業年度に係る当社の取締役および監査役に対する報酬等の内容は、以下のとおりです。

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬 賞与その他

取締役
(社外取締役を除く)

195 195 ― 6

監査役
(社外監査役を除く)

21 21 ― 1

社外役員 30 30 ― 4
 

(注)上記には、平成28年６月28日開催の定時株主総会の終結の時をもって退任した取締役１名を含んでいま

す。

　

2.　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

　　　   連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載していません。

　

3.　当事業年度において当社の取締役および監査役に支給した退職慰労金の額

　　　   該当事項はありません。

　

4.　役員報酬の決定方針および決定方法

　当社は、取締役会の諮問機関として、取締役および執行役員の報酬・処遇に関する方針・制度および個別の

評価・報酬額に関する事項を審議する「報酬委員会」を設置しています。取締役の報酬等については、「報酬

委員会」で確認された以下の「役員報酬制度の考え方に関する方針」に従い、適正に決定されています。

・役員の処遇(報酬・賞与等のいわゆる報酬制度)は、株主の利益と相反しないものであること。

・報酬等の水準は、連結業績(実績および見通し)に照らして矛盾のないものであること。

・個々の報酬等は「役割・責任」に対応し、かつ担当業務(執行責任業務)の「成果・業績・貢献度」が適切に反

映される制度であること。

　

なお、取締役および監査役の報酬等の額は、平成10年６月26日開催の定時株主総会において承認された報酬額

の範囲内(取締役につき年額９億円以内、監査役につき年額１億円以内)で、取締役については「報酬委員会」の

審議結果に基づき、決定されています。また、監査役については監査役の協議により適正に決定されています。

　

④ 取締役の定数

当社は、取締役を３名以上とする旨を定款に定めています。

　

⑤ 取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めています。また、取締役の選任決議は、累積投票によ

らない旨を定款に定めています。

　

⑥ 株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、定足数の円滑な確保のため、議決権を

行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行

う旨を定款に定めています。

　

⑦ 中間配当の決定機関

当社は、資本政策の機動性を確保するため、会社法第454条第５項に定める剰余金の配当(中間配当)を取締役会の

決議によって可能とする旨を定款に定めています。
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⑧ 自己株式取得の決定機関

当社は、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によっ

て市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めています。

　

⑨ 株式の保有状況

1.　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　 　　　27銘柄

貸借対照表計上額の合計額　3,649百万円

　

2.　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額および保有目

　　的

　

　　(前事業年度)

　　　特定投資株式

銘柄

  

保有目的
株式数 貸借対照表計上額
(株) (百万円)

  

オンキヨー株式会社 10,835,900 1,549 業務・資本提携のため
 

　

　　(当事業年度)

　　　特定投資株式

銘柄

  

保有目的
株式数 貸借対照表計上額
(株) (百万円)

  

オンキヨー株式会社 10,835,900 1,278 業務・資本提携のため
 

　

3.　保有目的が純投資目的である投資株式

　　　該当事項はありません。

　

⑩ 会計監査の状況

当社は、監査役会に報告された監査計画に基づき、有限責任監査法人トーマツによる会計監査(会社法監査、金

融商品取引法監査、英文連結財務諸表監査)を受けています。当社の会計監査業務を執行した公認会計士の氏名、

所属する監査法人名は以下のとおりとなっています。

公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定有限責任社員　業務執行社員 久世　浩一 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員　業務執行社員 岩下 万樹 有限責任監査法人トーマツ

指定有限責任社員　業務執行社員 山田　知輝 有限責任監査法人トーマツ
 

(注)　継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しています。

　　また、会計監査業務の補助者は、有限責任監査法人トーマツに所属する公認会計士６名、その他７名に

より構成されています。
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(2) 【監査報酬の内容等】

 ① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区　分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 119 15 114 ―

連結子会社 31 ― 29 ―

計 150 15 143 ―
 

 

 ② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

当社および海外の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト トウ

シュ トーマツに対して監査証明業務に基づく報酬337百万円、非監査業務に基づく報酬112百万円を支払っていま

す。また、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト トーマツ ファイナンシャルア

ドバイザリー合同会社およびデロイト トーマツ コンサルティング合同会社に対して、非監査業務(事業譲渡に関

するアドバイザリー業務)に基づく報酬543百万円を支払っています。

当連結会計年度

当社および海外の連結子会社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト トウ

シュ トーマツに対して監査証明業務に基づく報酬321百万円、非監査業務に基づく報酬40百万円を支払っていま

す。また、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークに属しているデロイト トーマツ ファイナンシャルア

ドバイザリー合同会社対して、非監査業務(事業譲渡に関するアドバイザリー業務)に基づく報酬40百万円を支

払っています。

 

 ③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

　事業再編に関する財務コンサルティング業務を委託しています。

当連結会計年度

　     該当事項はありません。

 
 ④ 【監査報酬の決定方針】

事業年度ごとに監査範囲、監査内容、監査業務時間等を勘案した上で決定しています。
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第５ 【経理の状況】

 

1.　連結財務諸表および財務諸表の作成方法について

 (1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しています。

 

　(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。

また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規則により財務諸表を作成していま

す。

 

2.　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成27年４月１日から平成28年３月

31日まで)の連結財務諸表および事業年度(平成27年４月１日から平成28年３月31日まで)の財務諸表について、有限

責任監査法人トーマツによる監査を受けています。

 

3.　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っています。具体的には、会計基準等の内

容を適切に把握し、または会計基準等の変更等について的確に対応できる体制を整備するため、公益財団法人財務

会計基準機構へ加入し、同機構主催のセミナーへの参加等を通じて、適時必要な情報の収集を行っています。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 52,160 51,993

  受取手形及び売掛金 79,158 74,596

  商品及び製品 29,039 21,882

  仕掛品 11,065 12,306

  原材料及び貯蔵品 23,191 18,649

  繰延税金資産 4,563 4,027

  その他 20,666 17,555

  貸倒引当金 △2,195 △3,308

  流動資産合計 217,647 197,700

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 ※1  64,524 ※1  52,138

    減価償却累計額 △41,942 △36,679

    建物及び構築物（純額） 22,582 15,459

   機械装置及び運搬具 60,067 66,185

    減価償却累計額 △50,856 △55,884

    機械装置及び運搬具（純額） 9,211 10,301

   土地 ※1  16,053 ※1  11,103

   リース資産 15,040 6,975

    減価償却累計額 △10,281 △5,407

    リース資産（純額） 4,759 1,568

   建設仮勘定 484 343

   その他 79,657 64,478

    減価償却累計額 △75,117 △60,558

    その他（純額） 4,540 3,920

   有形固定資産合計 57,629 42,694

  無形固定資産   

   のれん 522 480

   ソフトウエア 25,600 23,134

   ソフトウエア仮勘定 14,376 22,489

   その他 1,040 857

   無形固定資産合計 41,538 46,960

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※1，※2  6,349 ※1，※2  6,081

   繰延税金資産 2,049 1,159

   退職給付に係る資産 1,118 915

   その他 1,908 2,486

   貸倒引当金 △80 △0

   投資その他の資産合計 11,344 10,641

  固定資産合計 110,511 100,295

 繰延資産   

  株式交付費 119 17

  繰延資産合計 119 17

 資産合計 328,277 298,012
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 76,359 69,821

  短期借入金 ※1  17,871 ※1  12,257

  1年内返済予定の長期借入金 ※1，※3  6,367 －

  未払法人税等 2,266 2,031

  未払費用 44,834 30,907

  製品保証引当金 2,531 2,112

  その他 23,803 22,015

  流動負債合計 174,031 139,143

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 － 15,071

  長期借入金 ※3  10,000 ※3  10,000

  退職給付に係る負債 32,202 39,108

  その他 4,978 4,204

  固定負債合計 47,180 68,383

 負債合計 221,211 207,526

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 91,732 91,732

  資本剰余金 56,016 56,016

  利益剰余金 33,277 34,038

  自己株式 △11,051 △11,051

  株主資本合計 169,974 170,735

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 △105 △286

  繰延ヘッジ損益 － △88

  為替換算調整勘定 △47,369 △56,329

  退職給付に係る調整累計額 △20,767 △28,357

  その他の包括利益累計額合計 △68,241 △85,060

 非支配株主持分 5,333 4,811

 純資産合計 107,066 90,486

負債純資産合計 328,277 298,012
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 501,676 449,630

売上原価 403,072 372,715

売上総利益 98,604 76,915

販売費及び一般管理費 ※1，※2  90,826 ※1，※2  69,611

営業利益 7,778 7,304

営業外収益   

 受取利息 169 245

 受取配当金 153 95

 為替差益 － 1,560

 その他 209 389

 営業外収益合計 531 2,289

営業外費用   

 支払利息 2,431 1,161

 為替差損 6,450 －

 遊休資産維持費用 415 278

 持分法による投資損失 350 107

 その他 1,578 797

 営業外費用合計 11,224 2,343

経常利益又は経常損失（△） △2,915 7,250

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  2,535 ※3  1,422

 投資有価証券売却益 1,596 702

 事業譲渡益 ※6  48,415 ※6  351

 その他 327 46

 特別利益合計 52,873 2,521

特別損失   

 固定資産除売却損 ※4  2,208 ※4  2,029

 事業構造改善費用 ※5  13,250 ※5  1,936

 減損損失 ※7  1,331 ※7  131

 その他 7,939 775

 特別損失合計 24,728 4,871

税金等調整前当期純利益 25,230 4,900

法人税、住民税及び事業税 6,532 3,642

法人税等調整額 4,610 519

法人税等合計 11,142 4,161

当期純利益 14,088 739

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

△544 8

親会社株主に帰属する当期純利益 14,632 731
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【連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

当期純利益 14,088 739

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,273 △181

 繰延ヘッジ損益 － △88

 為替換算調整勘定 12,622 △9,454

 退職給付に係る調整額 2,800 △7,590

 持分法適用会社に対する持分相当額 207 △35

 その他の包括利益合計 ※1  14,356 ※1  △17,348

包括利益 28,444 △16,609

（内訳）   

 親会社株主に係る包括利益 28,478 △16,088

 非支配株主に係る包括利益 △34 △521
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③【連結株主資本等変動計算書】

 前連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 91,732 56,016 17,849 △11,051 154,546

会計方針の変更による累

積的影響額
  796  796

会計方針の変更を反映した

当期首残高
91,732 56,016 18,645 △11,051 155,342

当期変動額      

親会社株主に帰属する当

期純利益
  14,632  14,632

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  △0  0 0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － △0 14,632 △0 14,632

当期末残高 91,732 56,016 33,277 △11,051 169,974
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 1,168 △59,688 △23,567 △82,087 5,357 77,816

会計方針の変更による累

積的影響額
     796

会計方針の変更を反映した

当期首残高
1,168 △59,688 △23,567 △82,087 5,357 78,612

当期変動額       

親会社株主に帰属する当

期純利益
     14,632

自己株式の取得      △0

自己株式の処分      0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△1,273 12,319 2,800 13,846 △24 13,822

当期変動額合計 △1,273 12,319 2,800 13,846 △24 28,454

当期末残高 △105 △47,369 △20,767 △68,241 5,333 107,066
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 当連結会計年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 

 (単位：百万円)

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 91,732 56,016 33,277 △11,051 169,974

当期変動額      

親会社株主に帰属する当

期純利益
  731  731

自己株式の取得    △0 △0

自己株式の処分  △0  0 0

持分法の適用範囲の変動   30  30

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
     

当期変動額合計 － △0 761 △0 761

当期末残高 91,732 56,016 34,038 △11,051 170,735
 

 

 
その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益

為替換算調整

勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利

益累計額合計

当期首残高 △105 － △47,369 △20,767 △68,241 5,333 107,066

当期変動額        

親会社株主に帰属する当

期純利益
      731

自己株式の取得       △0

自己株式の処分       0

持分法の適用範囲の変動       30

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△181 △88 △8,960 △7,590 △16,819 △522 △17,341

当期変動額合計 △181 △88 △8,960 △7,590 △16,819 △522 △16,580

当期末残高 △286 △88 △56,329 △28,357 △85,060 4,811 90,486
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前当期純利益 25,230 4,900

 減価償却費 23,543 27,122

 減損損失 1,331 131

 事業譲渡損益（△は益） △44,889 △130

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,135 7,644

 受取利息及び受取配当金 △322 △340

 支払利息 2,431 1,161

 固定資産除売却損益（△は益） △327 607

 投資有価証券売却損益（△は益） △1,596 △702

 売上債権の増減額（△は増加） 10,807 912

 たな卸資産の増減額（△は増加） 3,917 6,011

 仕入債務の増減額（△は減少） △3,843 △533

 未払費用の増減額（△は減少） 16,196 △9,602

 退職給付に係る調整累計額の増減額 3,102 △7,449

 その他 7,737 △5,060

 小計 41,182 24,672

 利息及び配当金の受取額 321 340

 利息の支払額 △2,435 △1,172

 法人税等の支払額 △4,504 △4,548

 営業活動によるキャッシュ・フロー 34,564 19,292

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の増減額（△は増加） 1,093 489

 固定資産の取得による支出 △25,046 △30,442

 固定資産の売却による収入 4,188 11,379

 投資有価証券の取得による支出 △4,086 △277

 投資有価証券の売却による収入 4,609 845

 事業譲渡による支出 ※2  △1,122 ※2  △2,074

 事業譲渡による収入 ※2  57,124 －

 その他 120 △3

 投資活動によるキャッシュ・フロー 36,880 △20,083

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △5,481 △4,524

 長期借入れによる収入 42,954 －

 長期借入金の返済による支出 △91,857 △6,367

 転換社債型新株予約権付社債の発行による収入 － 15,060

 セール・アンド・リースバック取引による収入 1,043 1,023

 リース債務の返済による支出 △2,093 △1,784

 その他 10 －

 財務活動によるキャッシュ・フロー △55,424 3,408

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,752 △2,300

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 17,772 317

現金及び現金同等物の期首残高 33,904 51,676

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  51,676 ※1  51,993
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

1.　連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　71社

主要な連結子会社名は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため省略しています。

　

　(1)設立により増加した会社　2社

PT. Pioneer Electronics Indonesia

MOGAMI VIETNAM CO.,LTD

　

(2)清算により減少した会社　4社

Pioneer Electronic (Taiwan) Corporation

Pioneer Korea Corporation

Pioneer Eurocentre N.V.

Pioneer Shinwa (HK) Ltd.

　

2.　持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社数　7社

主要な会社等の名称

　　　　　㈱シンクパワー

　

　(1)株式の取得により増加した会社　1社

㈱シンクパワー

 
　(2)株式の売却により減少した会社　1社

パイオニアVC㈱

 

3.　連結子会社の事業年度等に関する事項

以下の会社を除き、決算日は３月31日です。

  (連結子会社)

    Pioneer China Holding Co., Ltd. 他10社

上記に記載した会社の決算日は12月31日です。連結決算日現在では、本決算に準じた仮決算を行った財

務諸表を基礎としています。

　

4.　会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定)によっています。

時価のないもの

　移動平均法による原価法によっています。

②デリバティブ

　時価法によっています。

③商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品

当社および国内連結子会社においては、主として総平均法に基づく原価法(貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法)により評価しています。在外連結子会社については、主として平均法に

基づく取得原価または時価(正味実現可能価額)のいずれか低い価額で評価しています。　

EDINET提出書類

パイオニア株式会社(E01794)

有価証券報告書

 59/109



 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

当社および国内連結子会社の資産は、主として定率法、在外連結子会社の資産は、主として定額法によってい

ます。

②無形固定資産

ソフトウエア

市場販売目的のソフトウエアについては、関連製品のライフサイクルにおける見込販売数量の動向を勘案

し、製品群別見込販売可能期間(１年～３年)に基づく定額法、自社利用目的のソフトウエアについては、社

内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額法によっています。

その他の無形固定資産

定額法によっています。

③リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、自己所有の固定資産に適用する減価償

却方法と同一の方法により償却しています。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法により償却しています。

　

(3) 繰延資産の処理方法

　株式交付費

　　３年で定額法により償却しています。

　

(4) 重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

②製品保証引当金

販売後の無償サービスに備えるため、当該サービス期間に対応する見積費用を売上高基準により引当計上し

ています。

　

(5) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準および予測単位積増方式によっています。

②数理計算上の差異、過去勤務費用および会計基準変更時差異の費用処理方法

過去勤務費用は、主としてその発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年から14年)

による定額法により費用処理しています。

　数理計算上の差異は、主として各連結会計年度の発生時における制度ごとの従業員の平均残存勤務期間の年

数(９年から23年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しています。

③小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る資産または負債および退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自

己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

　

(6) 重要な外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権・債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して

います。なお、在外連結子会社の資産および負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益お

よび費用は期中平均為替相場により円貨に換算し、在外連結子会社の換算差額は純資産の部における為替換算

調整勘定および非支配株主持分に含めています。
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(7) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

当社および国内連結子会社は、原則として繰延ヘッジ会計を適用しています。なお、振当処理の要件を満た

している通貨スワップについては、振当処理を行っています。また、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理を適用しています。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段

　為替予約および通貨オプション(ゼロコストオプション)

ヘッジ対象

　予定取引により将来発生する外貨建営業債権・債務

ｂ．ヘッジ手段

　為替予約、通貨スワップおよび金利スワップ

ヘッジ対象

　外貨建借入金

③ヘッジ方針

当社および連結子会社は外貨建営業債権・債務の将来の為替相場変動リスクを回避する目的で、財務リスク

管理方針に基づき、包括的な為替予約および通貨オプション取引(ゼロコストオプション)を利用しています。

また、外貨建借入金については、将来の為替相場の変動リスクおよび金利の変動リスクを回避する目的で、財

務リスク管理方針に基づき、為替予約、通貨スワップおよび金利スワップを利用しています。なお、当社およ

び連結子会社の利用するデリバティブ取引は当社および連結子会社の実需の範囲内で行っており、投機目的の

ものはありません。

④ヘッジ有効性評価の方法

為替相場の変動リスクを回避する為替予約、通貨オプション(ゼロコストオプション)、通貨スワップおよび

金利スワップについては、高い有効性があるとみなされているため、有効性の判定は省略しています。

　

(8) のれんの償却方法および償却期間

20年以内の効果の及ぶ期間で均等償却しています。

　

(9) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金および取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資です。

　

(10) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

①消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

②連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。

　

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下、「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下、「連結会計基準」とい

う。）および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下、「事業分離等会計基

準」という。）等を、当連結会計年度から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による

差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更

しました。また、当連結会計年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原

価の配分額の見直しを企業結合日の属する連結会計年度の連結財務諸表に反映させる方法に変更しました。加えて、

当期純利益等の表示の変更および少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っています。当該表示の変更

を反映させるため、前連結会計年度については、連結財務諸表の組替えを行っています。
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企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）およ

び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取り扱いに従っており、当連結会計年度の期首時点から将

来にわたって適用しています。

　当連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または

売却に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載し、連結範囲の変

動を伴う子会社株式の取得関連費用もしくは連結範囲の変動を伴わない子会社株式の取得または売却に関連して生じ

た費用に係るキャッシュ・フローは、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記載する方法に変更していま

す。

　なお、当連結会計年度において、連結財務諸表および１株当たり情報に与える影響額はありません。

 

(未適用の会計基準等)

・「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第26号 平成28年3月28日)

1.　概要

　繰延税金資産の回収可能性に関する取扱いについて、監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断

に関する監査上の取扱い」の枠組み、すなわち企業を５つに分類し、当該分類に応じて繰延税金資産の計上額を見

積る枠組みを基本的に踏襲した上で、以下の取扱いについて必要な見直しが行われています。

①　(分類１)から(分類５)に係る分類の要件をいずれも満たさない企業の取扱い

②　(分類２)および(分類３)に係る分類の要件

③　(分類２)に該当する企業におけるスケジューリング不能な将来減算一時差異に関する取扱い

④　(分類３)に該当する企業における将来の一時差異等加減算前課税所得の合理的な見積可能期間に関する取扱い

⑤　(分類４)に係る分類の要件を満たす企業が(分類２)または(分類３)に該当する場合の取扱い

 
2.　適用予定日

　平成29年３月期の期首より適用予定です。

 
3.　当該会計基準等の適用による影響

　翌連結会計年度において、連結財務諸表に与える影響はありません。

 
(表示方法の変更)

　　(連結損益計算書関係)

1.　前連結会計年度において、独立掲記していた「営業外費用」の「借入関連費用」は、営業外費用の総額の100分

の10以下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しています。この表示方法の変更を反映させ

るため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」に表示していた「借入関連費用」531百

万円は、「その他」531百万円として組み替えています。

2.　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めて表示していた「遊休資産維持費用」は、営業外

費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしています。この表示方法の変更

を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「営業外費用」の「その他」に表示していた1,462百万

円は、「遊休資産維持費用」415百万円、「その他」1,047百万円として組み替えています。

3.　前連結会計年度において、独立掲記していた「特別損失」の「事業譲渡損」は、特別損失の総額の100分の10以

下となったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しています。この表示方法の変更を反映させるた

め、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、「特別損失」に表示していた「事業譲渡損」3,526百万

円、「その他」4,413百万円は、「その他」7,939百万円として組み替えています。
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　(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

1.　前連結会計年度において、独立掲記していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「持分法による投資損

益」は、金額的重要性が乏しくなったため、当連結会計年度より「その他」に含めて表示しています。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

に表示していた「持分法による投資損益」350百万円は、「その他」350百万円として組み替えています。

2.　前連結会計年度において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めていた「退職給付に係る

調整累計額の増減額」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より独立掲記することとしています。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っています。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」

の「その他」に表示していた10,489百万円は、「退職給付に係る調整累計額の増減額」3,102百万円、「その他」

7,387百万円として組み替えています。

 
(連結貸借対照表関係)

※1.　担保資産および担保付債務

担保に供している資産は、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

建物及び構築物 13,184百万円 5,395百万円

土地 10,594百万円 4,614百万円

投資有価証券 2,090百万円 2,090百万円

 25,868百万円 12,099百万円
 

担保付債務は次のとおりです。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

短期借入金 4,892百万円 2,909百万円

１年内返済予定の長期借入金 6,367百万円 －百万円

 11,259百万円 2,909百万円
 

 

※2.　関連会社に対するものは、次のとおりです。

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

投資有価証券(株式) 2,094百万円 1,917百万円
 

 

※3. シンジケートローン契約

(前連結会計年度)

１年内返済予定の長期借入金6,367百万円は、当社が、平成27年３月27日付で取引銀行と締結したシンジケート

ローン契約によるものです。このシンジケートローン契約には、当社の連結および個別貸借対照表における純資

産の一定水準の維持ならびに一定の連結営業利益の確保を内容とする財務制限条項が定められています。

　また、長期借入金10,000百万円は、当社が、平成26年９月25日付で取引銀行と締結したシンジケートローン契

約によるものです。このシンジケートローン契約には、当社の連結および個別貸借対照表における純資産の一定

水準の維持を内容とする財務制限条項が定められています。

 

(当連結会計年度)

長期借入金の10,000百万円は、当社が、平成26年９月25日付で取引銀行と締結したシンジケートローン契約に

よるものです。このシンジケートローン契約には、当社の連結および個別貸借対照表における純資産の一定水準

の維持を内容とする財務制限条項が定められています。　
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(連結損益計算書関係)

※1.　販売費及び一般管理費の主なものは、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

人件費 31,213百万円 24,515百万円

退職給付費用 1,740百万円 1,614百万円

特許料 11,725百万円 9,999百万円

製品保証引当金繰入額 2,531百万円 2,112百万円

貸倒引当金繰入額 42百万円 1,223百万円
 

 

※2.　一般管理費および製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりです。

前連結会計年度
(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

28,196百万円 24,804百万円
 

 

※3.　固定資産売却益の主な資産別内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

土地 898百万円 1,304百万円

機械装置及び運搬具 42百万円 87百万円

建物及び構築物 1,535百万円 －百万円
 

 

※4.　固定資産除売却損の主な資産別内容は、次のとおりです。

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

建物及び構築物 －百万円 1,530百万円

工具器具備品 109百万円 195百万円

機械装置及び運搬具 370百万円 146百万円

ソフトウエア仮勘定 776百万円 142百万円
 

 

※5. 前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

事業構造改善費用の内容は、主に特別退職金です。

 
     当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

事業構造改善費用の内容は、主に特別退職金です。　

 
※6. 前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

     事業譲渡益の内容は、ＤＪ機器事業の譲渡によるものです。

 
     当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

　　　事業譲渡益の内容は、ＤＪ機器事業の譲渡によるものです。
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※7. 減損損失

減損損失の内容は、次のとおりです。

前連結会計年度(自　平成26年４月１日 至　平成27年３月31日)

用途 種類 場所 減損損失(百万円)

有機ＥＬ生産設備 機械装置等 山形県米沢市 4

処分予定資産 機械装置等 中国 1,245

処分予定資産 ソフトウエア ブラジル 82
 

当社グループは、原則として事業用資産については経営管理上の事業区分を基準としてグルーピングを行っ

ています。ただし、処分予定または将来の使用が見込まれていない遊休資産については、独立してキャッ

シュ・フローを生み出す最小の単位として捉え、個別にグルーピングしています。

　当連結会計年度において、有機ＥＬ事業については、当該事業資産グループの帳簿価額が将来キャッシュ・

フローを超過しているため回収可能価額まで減額し、また、処分予定資産グループについても、それぞれの資

産グループを回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失(1,331百万円)として特別損失に計上していま

す。

　なお、有機ＥＬ事業資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、使用価値については備忘

価額により評価しています。また、処分予定資産グループの回収可能価額は、機械装置等については、正味売

却価額により測定し、売却予定価額により評価しており、ソフトウエアについては、使用価値を零として評価

しています。

 

     当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

金額的重要性が乏しいため、記載を省略しています。
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(連結包括利益計算書関係)

※1．その他の包括利益にかかる組替調整額および税効果額

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

その他有価証券評価差額金   

　当期発生額 △65百万円 △148百万円

　組替調整額 △1,609百万円 ―

　　税効果調整前 △1,674百万円 △148百万円

　　税効果額 401百万円 △33百万円

　　その他有価証券評価差額金 △1,273百万円 △181百万円
 

繰延ヘッジ損益   

　当期発生額 ― △88百万円

　組替調整額 ― ―

　　税効果調整前 ― △88百万円

　　税効果額 ― ―

　　繰延ヘッジ損益 ― △88百万円
 

為替換算調整勘定   

　当期発生額 12,622百万円 △9,478百万円

　組替調整額 ― 24百万円

　　税効果調整前 12,622百万円 △9,454百万円

　　税効果額 ― ―

　　為替換算調整勘定 12,622百万円 △9,454百万円
 

退職給付に係る調整額   

　当期発生額 △304百万円 △10,020百万円

　組替調整額 2,472百万円 2,602百万円

　　税効果調整前 2,168百万円 △7,418百万円

　　税効果額 632百万円 △172百万円

 退職給付に係る調整額 2,800百万円 △7,590百万円

持分法適用会社に対する持分相当額   

　当期発生額 207百万円 △35百万円

　　　　　その他の包括利益合計 14,356百万円 △17,348百万円
 

 

(連結株主資本等変動計算書関係)

　前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

1.　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 372,223,436 ― ― 372,223,436
 

　
 

2.　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,026,895 1,954 122 5,028,727
 

.　
(変動事由の概要)

増減数の内訳は、次のとおりです。

　　　単元未満株式の買取りによる増加       1,954株

           単元未満株式の買増請求による売渡し     122株

 

3.　新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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4.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　 該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 該当事項はありません。

 

　当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

1.　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 372,223,436 ― ― 372,223,436
 

　
 

2.　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 5,028,727 1,301 35 5,029,993
 

.　
(変動事由の概要)

増減数の内訳は、次のとおりです。

　　　単元未満株式の買取りによる増加      1,301株

           単元未満株式の買増請求による売渡し     35株

　

3.　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的とな
る株式の
種類

目的となる株式の数(株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結会計
年度末

提出会社

120％ソフトコール
条項付第１回無担
保転換社債型新株
予約権付社債(転換
社債型新株予約権
付社債間限定同順
位特約付)の新株予
約権(平成27年12月
18日発行)

普通株式 ― 32,894,736 ― 32,894,736 (注)

 

(注)1.転換社債型新株予約権付社債については、一括法によっています。

2.権利行使期間の初日が到来していません。　

 
4.　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　 該当事項はありません。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　 該当事項はありません。

 

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※1.　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

現金及び預金 52,160百万円 51,993百万円

預入期間が３ヵ月を超える
定期預金

△484百万円 ―百万円

現金及び現金同等物 51,676百万円 51,993百万円
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※2.　現金及び現金同等物を対価とする事業の譲渡に係る資産および負債の内訳ならびに事業譲渡による収入または

事業譲渡による支出との関係

　前連結会計年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

　(1) 当社グループのＤＪ機器の開発・製造・販売に関する事業の譲渡に係る資産および負債の内訳ならびに事業の

譲渡価額と事業譲渡による収入は次のとおりです。

 流動資産 5,008百万円

 固定資産 448百万円

 流動負債 △268百万円

 固定負債 △139百万円

 事業譲渡価額に係る長期前受収益等 5,536百万円

 事業譲渡益 48,415百万円

 事業の譲渡価額 59,000百万円

 現金及び現金同等物 △1,876百万円

 差引：事業譲渡による収入 57,124百万円
 

 
　(2) 当社グループのホームＡＶ事業、電話機事業およびヘッドホン関連事業の譲渡に係る資産および負債の内訳な

らびに事業の譲渡価額と事業譲渡による支出は次のとおりです。

 流動資産 9,380百万円

 固定資産 627百万円

 流動負債 △6,215百万円

 固定負債 △174百万円

 事業譲渡に係る未払費用等 1,558百万円

 事業譲渡損 △3,526百万円

 事業の譲渡価額 1,650百万円

 現金及び現金同等物 △2,377百万円

 事業譲渡にかかる支払額 △395百万円

 差引：事業譲渡による支出 △1,122百万円
 

 
　当連結会計年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

事業譲渡にかかる支払△2,074百万円は、主に前連結会計年度に事業譲渡を行ったことにより生じていたコンサル

ティング費用等の未払額を当連結会計年度に支払ったことによるものです。

(リース取引関係)

１.ファイナンス・リース取引

(1) 所有権移転ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

　主として、生産設備(機械装置)および備品(器具及び備品)です。

②リース資産の減価償却の方法

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

 

(2) 所有権移転外ファイナンス・リース取引

①リース資産の内容

　主として、サーバー等のコンピュータおよびその周辺機器(工具、器具及び備品)です。

②リース資産の減価償却の方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

 

２.オペレーティング・リース取引

(借主側)
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オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当連結会計年度
(平成28年３月31日)

１年内 1,621百万円 1,453百万円

１年超 3,050百万円 2,374百万円

合計 4,671百万円 3,827百万円
 

 

(金融商品関係)

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については主に銀行借入および

社債等の資金市場からの調達によっています。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針です。

 

(2) 金融商品の内容およびそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。また、外貨建ての営業債権は、為

替の変動リスクに晒されていますが、原則として外貨建ての営業債務をネットしたポジションについて先物為替予

約を利用してヘッジしています。

　投資有価証券は、主として資本提携等の業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価額の変動リスクに晒さ

れています。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日のものです。また、その一部には、

原材料や製品等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されています。

　長期借入金は変動金利での借入であるため、ＴＩＢＯＲを基準とした金利の変動リスクに晒されています。デリ

バティブ取引は、外貨建ての営業債権・債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的とした為替先物予

約取引と、外貨建ての貸付金および借入金に対する通貨スワップ取引であり、財務リスク管理方針に基づき、実需

の範囲で行っています。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジ有効性評価の方

法等については、「4. 会計方針に関する事項」の「(7)重要なヘッジ会計の方法」に記載しています。

 

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①  信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

営業債権については、取引先ごとの期日管理および残高管理を行うことにより、取引先の財務状況等の悪化等

による回収懸念を把握することで、リスクの軽減を図っています。

　デリバティブ取引に関しては、信用リスクを回避するため、信用度の高い大手金融機関とのみ取引を行ってい

ます。

　当連結会計年度末現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸借対照表価額により

表わされています。

 

②  市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

当社および一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権・債務の将来の為替相場の変動リスクを回避する目的

で、財務リスク管理方針に基づき、包括的な為替予約取引を利用しています。また、外貨建ての貸付金および借

入金については、将来の為替相場の変動リスクを回避する目的で、財務リスク管理方針に基づき、通貨スワップ

取引を利用しています。

投資有価証券については、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価の把握を行っていま

す。

通貨関連、金利関連のデリバティブ取引の実行および管理は、財務リスク管理方針に従い、財務部にて行って

います。また、リスクヘッジ方針については、社長執行役員、財務部担当役員および関連部門担当役員にて審議

の上、社長執行役員が決定しています。また、その後のデリバティブ取引の時価を含むポジション管理は、定期

的に担当役員に報告しています。
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③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払を実行できなくなるリスク)の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金計画を作成・更新することで、想定される必要な手元

流動性を維持すること等により、流動性リスクの管理を行っています。

 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、

当該価額が変動することもあります。また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契

約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

 

２. 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは、次表には含めていません((注２)を参照ください。)。

 

前連結会計年度(平成27年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 52,160 52,160 ―

(2) 受取手形及び売掛金 79,158 79,158 ―

　　　貸倒引当金(※１) △2,195 △2,195 ―

 76,963 76,963 ―

(3) 投資有価証券    

  　　その他有価証券 1,882 1,882 ―

資産計 131,005 131,005 ―

(1) 支払手形及び買掛金 76,359 76,359 ―

(2) 短期借入金 17,871 17,871 ―

(3) １年内返済予定の長期借入金 6,367 6,367 ―

(4) 未払法人税等 2,266 2,266 ―

(5) 長期借入金 10,000 10,000 ―

負債計 112,863 112,863 ―

デリバティブ取引(※２) 141 141 ―
 

(※１)  受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しています。

(※２) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、( )で示しています。
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当連結会計年度(平成28年３月31日)

 
連結貸借対照表計上額

(百万円)
時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1) 現金及び預金 51,993 51,993 ―

(2) 受取手形及び売掛金 74,596 74,596 ―

　　　貸倒引当金(※１) △3,308 △3,308 ―

 71,288 71,288 ―

(3) 投資有価証券    

  　　その他有価証券 1,730 1,730 ―

資産計 125,011 125,011 ―

(1) 支払手形及び買掛金 69,821 69,821 ―

(2) 短期借入金 12,257 12,257 ―

(3) 未払法人税等 2,031 2,031 ―

(4) 転換社債型新株予約権付社債 15,071 15,421 350

(5) 長期借入金 10,000 10,000 ―

負債計 109,180 109,530 350

デリバティブ取引(※２) (603) (603) ―
 

(※１)  受取手形及び売掛金に対応する貸倒引当金を控除しています。

(※２) デリバティブ取引は、債権・債務を差し引きした合計を表示しており、合計で正味の債務となる項目につい

ては、( )で示しています。

 

(注１)金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資  産

(1) 現金及び預金、ならびに(2) 受取手形及び売掛金

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(3) 投資有価証券

取引所の価格によっています。また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」

注記を参照ください。

 

負  債

(1) 支払手形及び買掛金、(2) 短期借入金、ならびに(3) 未払法人税等

これらは短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

 

(4) 転換社債型新株予約権付社債

転換社債型新株予約権付社債の時価については市場価格が存在しないため、元利金の合計金額を当該社債の残存

期間および信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値に新株予約権の価値を加味することにより算定してい

ます。

 
(5) 長期借入金

主に変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は実行後大きく異なってい

ないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっています。

 

デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。
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(注２)時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　 (単位：百万円)

区分 平成27年３月31日 平成28年３月31日

非上場株式 2,373 2,434

非上場関連会社株式 2,094 1,917

合計 4,467 4,351
 

　上記については、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握することが

極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めていません。

 

(注３)金銭債権および満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(平成27年３月31日)

 
１年以内
 

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
 

(百万円)

現金及び預金 52,160 ― ― ―

受取手形及び売掛金 79,158 ― ― ―

合計 131,318 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
 

(百万円)

１年超
５年以内
(百万円)

５年超
10年以内
(百万円)

10年超
 

(百万円)

現金及び預金 51,993 ― ― ―

受取手形及び売掛金 74,596 ― ― ―

合計 126,589 ― ― ―
 

 

(注４)長期借入金、リース債務およびその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(平成27年３月31日)

 
１年以内
 

(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
 

(百万円)

短期借入金 17,871 ― ― ― ― ―

長期借入金 6,367 ― 10,000 ― ― ―

リース債務 1,768 761 175 ― ― ―

合計 26,006 761 10,175 ― ― ―
 

 

当連結会計年度(平成28年３月31日)

 
１年以内
 

(百万円)

１年超
２年以内
(百万円)

２年超
３年以内
(百万円)

３年超
４年以内
(百万円)

４年超
５年以内
(百万円)

５年超
 

(百万円)

短期借入金 12,257 ― ― ― ― ―

長期借入金 ― 10,000 ― ― ― ―

リース債務 971 475 222 ― ― ―

合計 13,228 10,475 222 ― ― ―
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(有価証券関係)

1.　その他有価証券

前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

(百万円) (百万円) (百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 332 286 46

小計 332 286 46

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 1,550 1,680 △130

小計 1,550 1,680 △130

合計 1,882 1,966 △84
 

 (注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額 2,373百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。

 

当連結会計年度(平成28年３月31日)

区分
連結貸借対照表計上額 取得原価 差額

(百万円) (百万円) (百万円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

   

　株式 451 286 165

小計 451 286 165

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

   

　株式 1,279 1,680 △401

小計 1,279 1,680 △401

合計 1,730 1,966 △236
 

 (注)　非上場株式(連結貸借対照表計上額2,434百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めていません。

 

2.　連結会計年度中に売却したその他有価証券

　前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

区分
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

(百万円) (百万円) (百万円)

その他 4,609 1,596 ―

合計 4,609 1,596 ―
 

 
　当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

区分
売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

(百万円) (百万円) (百万円)

その他 539 524 ―

合計 539 524 ―
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(デリバティブ取引関係)

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

　通貨関連

前連結会計年度(平成27年３月31日)

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

  売建     

   米ドル 1,518 ― 11 11

   豪ドル 270 ― △6 △6

  買建     

   ポンド 5,082 ― 29 29

通貨スワップ取引     

 受取豪ドル・支払米ドル 938 ― 107 107

合計 7,808 ― 141 141
 

(注) 時価の算定方法

　為替予約取引……………先物為替相場に基づき算定しています。

　通貨スワップ取引………取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

 

当連結会計年度(平成28年３月31日)

区分 種類
契約額等
(百万円)

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

市場取
引以外
の取引

為替予約取引     

 買建     

   米ドル 35,402 ― △507 △507

   ポンド 4,649 ― △4 △4

通貨スワップ取引     

 受取豪ドル・支払米ドル 765 ― △13 △13

合計 40,816 ― △524 △524
 

(注) 時価の算定方法

　為替予約取引……………先物為替相場に基づき算定しています。

　通貨スワップ取引………取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。
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(退職給付関係)

1.　採用している退職給付制度の概要

当社および主要な国内連結子会社は、確定給付型年金制度および確定拠出型年金制度を設けています。年金支

給額は、勤続年数、等級に基づく累積ポイントおよび退職事由に基づき決定されます。また、従業員の退職等に

際して割増退職金を支払う場合があります。

　なお、当社および一部の連結子会社は、複数事業主制度の企業年金基金制度に加入しています。自社の拠出に

対応する年金資産の額を合理的に算定できることから、確定給付制度の注記に含めて記載しています。

　また、一部の連結子会社が有する確定給付型年金制度および退職一時金制度は、簡便法により退職給付に係る

負債および退職給付費用を計算しています。

　当社の米国および欧州の主要な連結子会社は確定給付型年金制度を設けています。退職給付は退職時の給与水

準、勤続年数および退職事由に基づき決定されます。その他の在外連結子会社の一部では、確定拠出型年金制度

および退職一時金制度を設けています。

　

2.　確定給付制度

(1) 退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (百万円)

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

 

退職給付債務の期首残高 85,628 87,270

会計方針の変更による累積的影響額 △812 －

会計方針の変更を反映した期首残高 84,816 87,270

勤務費用 2,318 1,354

利息費用 1,617 1,575

数理計算上の差異の発生額 3,132 8,238

退職給付の支払額 △4,122 △9,571

その他 △491 △1,506

退職給付債務の期末残高 87,270 87,360
 

　(注)一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しています。

 
(2) 年金資産の期首残高と期末残高の調整表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (百万円)

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

 

年金資産の期首残高 51,637 56,186

期待運用収益 2,118 2,140

数理計算上の差異の発生額 2,828 △1,782

事業主からの拠出額 3,823 3,331

退職給付の支払額 △4,122 △9,541

その他 △98 △1,167

年金資産の期末残高 56,186 49,167
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(3) 退職給付債務および年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債および退職給付に係

る資産の調整表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (百万円)

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

積立型制度の退職給付債務 85,935 86,578

年金資産 △56,186 △49,167

 29,749 37,411

非積立型制度の退職給付債務 1,335 782

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 31,084 38,193

   

退職給付に係る負債 32,202 39,108

退職給付に係る資産 △1,118 △915

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 31,084 38,193
 

　(注)簡便法を適用した制度を含みます。

　

(4) 退職給付費用およびその内訳項目の金額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (百万円)

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

 

勤務費用 2,318 1,354

利息費用 1,617 1,575

期待運用収益 △2,118 △2,140

数理計算上の差異の費用処理額 3,223 3,227

過去勤務費用の費用処理額 △886 △867

会計基準変更時差異の費用処理額 181 －

その他 △72 －

確定給付制度に係る退職給付費用 4,263 3,149
 

　(注)1.簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、勤務費用に記載しています。

2.上記退職給付費用以外に、特別退職金を特別損失として計上しています。

　 (百万円)

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

 

特別退職金に係る費用 7,647 1,067
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(5) 退職給付に係る調整額

退職給付に係る調整額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりです。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (百万円)

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

 

過去勤務費用 1,018 883

数理計算上の差異 △3,004 6,535

会計基準変更時差異 △182 －

合計 △2,168 7,418
 

 
(6) 退職給付に係る調整累計額

退職給付に係る調整累計額に計上した項目(税効果控除前)の内訳は次のとおりです。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (百万円)

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

未認識過去勤務費用 5,403 4,520

未認識数理計算上の差異 △28,103 △34,638

合計 △22,700 △30,118
 

 
(7) 年金資産に関する事項

①年金資産の主な内訳

　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりです。　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当連結会計年度

（平成28年３月31日）
 

債券 41％ 43％

株式 32％ 29％

現金及び預金 10％ 4％

その他 17％ 24％

合計 100％ 100％
 

 
②長期期待運用収益率の設定方法

年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在および予想される年金資産の配分と、年金資産を構成する

多様な資産からの現在および将来期待される長期の収益率を考慮しています。
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(8) 数理計算上の計算基礎に関する事項

　主要な数理計算上の計算基礎(加重平均で表しています。)

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

 

 割引率 1.3～4.3％ 0.3～3.85％

 長期期待運用収益率 3.0～7.25％ 3.0～7.25％

 予想昇給率 3.0～14.1％ 3.0～14.1％
 

　(注)1.当社において、期首時点で適用した割引率は1.3％でしたが、期末時点で再検討を行った結果、割引率の変更

により退職給付債務の額に重要な影響を及ぼすと判断し、割引率を0.3％に変更しています。

　2.予想昇給率は、公益社団法人日本年金数理人会の確定給付企業年金実務基準に定める平均上昇率を用いる方

法で算出しています。

 

3.　確定拠出制度

(百万円)

 
前連結会計年度

（自　平成26年４月１日
　　至　平成27年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

 

当社および連結子会社の確定拠出制度への要拠出額 482 475
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(税効果会計関係)

1. 繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

    (単位：百万円)

  
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

 
当連結会計年度
(平成28年３月31日)

(繰延税金資産)     

棚卸資産評価減  2,961  2,662

未払費用  4,619  3,949

減価償却費  2,530  2,539

減損損失  3,044  2,118

投資有価証券評価損  671  332

退職給付に係る負債  9,291  12,083

繰越欠損金  85,843  87,742

その他  3,636  3,279

繰延税金資産小計  112,595  114,704

評価性引当額  △105,883  △109,128

繰延税金資産合計  6,712  5,576

     

(繰延税金負債)     

その他有価証券評価差額金  △15  △51

その他  △866  △1,336

繰延税金負債合計  △881  △1,387

繰延税金資産の純額  5,831  4,189

     
 

(注) 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれています。

 

    (単位：百万円)

  
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

 
当連結会計年度
(平成28年３月31日)

流動資産－繰延税金資産  4,563  4,027

固定資産－繰延税金資産  2,049  1,159

固定負債－その他  △781  △997
 

 

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳

  
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

 
当連結会計年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率  36.0％  33.0％

(調整)     

損金不算入の費用  2.5  7.7

益金不算入の収益  △0.6  △1.1

海外子会社の適用税率差異  △4.1  △37.4

評価性引当額  3.4  78.1

外国源泉税額  2.1  13.7

住民税均等割額  0.3  1.5

連結納税に係る投資簿価修正  2.6  △15.0

その他  2.0  4.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.2％  84.9％
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3. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会にて成立されたことに伴い、当連結会計年度の繰延税金資産およ

び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、従来の

33.0％から31.0％に変更されています。この税率変更による影響は軽微です。

 
(賃貸等不動産関係)

当社および一部の連結子会社では、山梨県およびその他の地域において遊休不動産を所有しています。前連結会

計年度における当該賃貸等不動産に関する売却損益は1,473百万円(特別利益に計上)です。当連結会計年度における

当該賃貸等不動産に関する売却損益は123百万円(特別利益に計上)です。

当連結会計年度における当該賃貸等不動産に関するこれらの賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、期中増減額

および時価は、次のとおりです。

 
  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

連結貸借対照表計上額

期首残高 5,259 3,075

期中増減額 △2,184 △10

期末残高 3,075 3,065

期末時価 5,398 5,271
 

(注) 1.　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額です。

2.　期中増減額のうち、前連結会計年度の増減額は、主に不動産の売却(2,182百万円)による減少です。

当連結会計年度の増減額は、主に不動産の売却(7百万円)による減少です。

3.　期末の時価は、主に社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額です。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１. 報告セグメントの概要

(1) 報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものです。

　当社は、製品・サービス別の事業部を置き、各事業部は、取り扱う製品・サービスについて国内および海外の包

括的な戦略を立案し、事業活動を展開しています。

　従って、当社は、事業部を基礎とした製品・サービス別セグメントから構成されており、「カーエレクトロニク

ス」および「その他」の２つを報告セグメントとしています。

(2) 各報告セグメントに属する製品およびサービスの種類

　「カーエレクトロニクス」は、カーナビゲーションシステム、カーステレオ、カーＡＶシステム、カースピー

カー等の製造・販売を行っています。「その他」は、ブルーレイディスクドライブ、ＤＶＤドライブ、ＣＡＴＶ関

連機器、ＦＡ機器、地図ソフト、電子部品、スピーカーユニット、有機ＥＬディスプレイ、ＥＭＳ（電子機器受託

製造サービス）、ＤＪ機器（生産・販売受託）、ホームＡＶ（生産・販売受託）等の制作・販売を行っています。

　(3) 報告セグメントの変更等に関する事項

　前連結会計年度に、ホームＡＶ事業、電話機事業、ヘッドホン関連事業およびＤＪ機器事業を譲渡したことに伴

い、当連結会計年度より事業セグメントの区分を見直し、報告セグメントを「カーエレクトロニクス」および「そ

の他」に変更しています。

　なお、前連結会計年度のセグメント情報については、変更後の区分に基づいて作成しています。

 
２. 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」にお

ける記載と概ね同一です。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値です。セグメント間の内部収益および振替高は市場実勢価格に

基づいています。
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３. 報告セグメントごとの売上高、利益または損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

 

　 前連結会計年度(自 平成26年４月１日 至 平成27年３月31日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
(注1)

連結財務諸表
計上額
(注2) 

カーエレク
トロニクス

その他 計

売上高      

  外部顧客への売上高 355,591 146,085 501,676 ― 501,676

  セグメント間の内部
　売上高または振替高

1,416 4,482 5,898 △5,898 ―

計 357,007 150,567 507,574 △5,898 501,676

セグメント利益(△損失) 10,995 △2,388 8,607 △829 7,778

セグメント資産 101,045 31,057 132,102 196,175 328,277

その他の項目      

 減価償却費 18,637 4,373 23,010 533 23,543

　のれんの償却額 ― ― ― 42 42

 有形固定資産および
 無形固定資産の増加額

27,220 4,707 31,927 659 32,586
 

(注) 1. 調整額は、以下のとおりです。

 (1) セグメント利益(△損失)の調整額△829百万円には、セグメント間取引消去△399百万円および各報告セグ

メントに配分していない全社費用等△430百万円が含まれています。全社費用等の内容は、一般管理費の配

賦差額、報告セグメントに帰属しない一般管理費および研究開発費等です。

 (2) セグメント資産の調整額196,175百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産によるものです。

 (3) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額659百万円は、ソフトウエア等に係る設備投資によるもの

です。

2.　セグメント利益(△損失)は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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　 当連結会計年度(自 平成27年４月１日 至 平成28年３月31日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント
調整額
(注1)

連結財務諸表
計上額
(注2) 

カーエレク
トロニクス

その他 計

売上高      

  外部顧客への売上高 351,293 98,337 449,630 ― 449,630

  セグメント間の内部
　売上高または振替高

526 3,616 4,142 △4,142 ―

計 351,819 101,953 453,772 △4,142 449,630

セグメント利益 7,032 1,405 8,437 △1,133 7,304

セグメント資産 87,678 29,193 116,871 181,141 298,012

その他の項目      

 減価償却費 22,579 3,783 26,362 760 27,122

　のれんの償却額 ― ― ― 42 42

 有形固定資産および
 無形固定資産の増加額

20,444 3,905 24,349 1,077 25,426
 

(注) 1. 調整額は、以下のとおりです。

 (1) セグメント利益の調整額△1,133百万円には、セグメント間取引消去237百万円および各報告セグメントに

配分していない全社費用等△1,370百万円が含まれています。全社費用等の内容は、一般管理費の配賦差

額、報告セグメントに帰属しない一般管理費および研究開発費等です。

 (2) セグメント資産の調整額181,141百万円は、各報告セグメントに配分していない全社資産によるものです。

 (3) 有形固定資産および無形固定資産の増加額の調整額1,077百万円は、本社移転等に係る設備投資によるもの

です。

2. セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

１. 製品およびサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

 

２. 地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本 北米 (注1) 欧州 中国 その他 合計

193,080 110,027 57,454 51,537 89,578 501,676
 

(注) 1.　うち米国は、107,690百万円です。

2.　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 タイ 中国 その他 合計

33,876 10,150 6,772 6,831 57,629
 

 

３. 主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

トヨタ自動車株式会社 68,132 カーエレクトロニクス
 

 
当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

１. 製品およびサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

 

２. 地域ごとの情報

(1) 売上高

     (単位：百万円)

日本 北米 (注1) 欧州 中国 その他 合計

181,870 101,315 29,999 56,094 80,352 449,630
 

(注) 1.　うち米国は、100,203百万円です。

2.　売上高は顧客の所在地を基礎とし、国または地域に分類しています。

 

(2) 有形固定資産

    (単位：百万円)

日本 タイ 中国 その他 合計

22,927 8,040 5,359 6,368 42,694
 

 

３. 主要な顧客ごとの情報

  (単位：百万円)

顧客の名称または氏名 売上高 関連するセグメント名

トヨタ自動車株式会社 67,305 カーエレクトロニクス
 

 
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)
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    (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社 合計カーエレク
トロニクス

その他 計

減損損失 1,327 4 1,331 ― 1,331
 

 
当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

    (単位：百万円)

 
報告セグメント

全社 合計カーエレク
トロニクス

その他 計

減損損失 ― 131 131 ― 131
 

 
【報告セグメントごとののれんの償却額および未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント

全社 (注) 合計
 

カーエレク
トロニクス

その他 計

期末残高 ― ― ― 522 522
 

(注) 1.　のれんの償却額については、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

2.　「全社」の金額は、当社の連結子会社に対する投資と、当該子会社の資本との差額から生じたものです。

 

当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

    (単位：百万円)

 報告セグメント

全社 (注) 合計
 

カーエレク
トロニクス

その他 計

期末残高 ― ― ― 480 480
 

(注) 1.　のれんの償却額については、セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しています。

2.　「全社」の金額は、当社の連結子会社に対する投資と、当該子会社の資本との差額から生じたものです。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

　該当事項はありません。

 

【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)

該当事項はありません。

 

当連結会計年度(自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

１株当たり純資産額 277円05銭  233円32銭

１株当たり当期純利益金額 39円85銭  １円99銭

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

―  １円93銭
 

(注) 1.　前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載

していません。

 

2.　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当連結会計年度

(平成28年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 107,066 90,486

普通株式に係る純資産額(百万円) 101,733 85,675

差額の主な内訳(百万円)   

　非支配株主持分 5,333 4,811

普通株式の発行済株式数(千株) 372,223 372,223

普通株式の自己株式数(千株) 5,029 5,030

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株)

367,195 367,193
 

 

3.　１株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のと

おりです。

 
前連結会計年度

(自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

１株当たり当期純利益金額   

　親会社株主に帰属する当期純利益(百万円) 14,632 731

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する
 当期純利益(百万円)

14,632 731

　普通株式の期中平均株式数(千株) 367,196 367,194

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

　親会社株主に帰属する
　当期純利益調整額(百万円)

― △4

　(うち社債利息相当額(百万円)) ― (△4)

　普通株式増加数(千株) ― 9,373

　(うち転換社債型新株予約権付社債(千株)) ― (9,373)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た
り当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概
要

 ―

 

 
(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

 

会社名 銘柄 発行年月日
当期首残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率
（％）

担保 償還期限

パイオニア(株)

120％ソフトコ
ール条項付第１
回無担保転換社
債型新株予約権
付社債（転換社
債型新株予約権
付社債間限定同
順位特約付）

平成27年
12月18日

― 15,071 ― 無担保社債
平成32年
12月18日

 

　(注)1.　転換社債型新株予約権付社債の内容は次のとおりです。

発行すべき株
式の内容

新株予約権の発
行価額

株式の発行
価格（円）

発行価額の
総額（百万
円）

新株予約権
の行使によ
り発行した
株式の発行
価額の総額
（百万円）

新 株 予
約 権 の
付 与 割
合
（％）

新株予約権
の行使期間

代用払込み
に関する事
項

普通株式 無償 456 15,000 ― 100

自
 
至
 

平成27年
12月25日
平成32年
12月11日

（注）

 

(注)1.　新株予約権の行使に際しては、当該新株予約権に係る社債を出資するものとし、当該社債の価額は、社債

の額面金額と同額とします。

　2.　連結決算日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額

１年以内
（百万円）

１年超２年以内
（百万円）

２年超３年以内
（百万円）

３年超４年以内
（百万円）

４年超５年以内
（百万円）

― ― ― ― 15,000
 

 

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 17,871 12,257 3.50 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 6,367 ― ― ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,768 971 4.26 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

10,000 10,000 0.96 平成29年９月29日

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

936 697 3.36
平成29年８月30日～
平成31年８月31日

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 36,942 23,925 ― ―
 

(注) 1.　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しています。

2.　長期借入金およびリース債務(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年内における返済予定額

は以下のとおりです。

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 10,000 ― ― ―

リース債務 475 222 ― ―
 

 

【資産除去債務明細表】

　当連結会計年度期首および当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首および当連

結会計年度末における負債および純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しています。
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(2) 【その他】

 

 　当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (百万円) 109,020 222,595 339,456 449,630

税金等調整前四半期
(当期)純利益(△損失)
金額(百万円)

△1,056 982 1,914 4,900

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益(△損失)
金額(百万円)

△2,514 △1,994 △1,749 731

１株当たり
四半期(当期)純利益(△損失)
金額(円)

△6.85 △5.43 △4.76 1.99

 

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益(△損失)金額(円)

△6.85 1.42 0.67 6.75
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 20,479 22,472

  受取手形 88 37

  売掛金 ※1  32,360 ※1  28,372

  商品及び製品 6,663 5,432

  仕掛品 2,171 2,028

  原材料及び貯蔵品 6,585 6,034

  前渡金 ※1  1,372 ※1  870

  前払費用 1,285 1,153

  関係会社短期貸付金 67,077 66,512

  未収入金 ※1  9,361 ※1  8,387

  その他 ※1  2,722 ※1  2,511

  貸倒引当金 △1,056 △937

  流動資産合計 149,112 142,875

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物 ※2  10,200 ※2  3,450

   構築物 ※2  168 ※2  70

   機械及び装置 566 539

   車両運搬具 3 9

   工具、器具及び備品 668 440

   土地 ※2  8,548 ※2  3,734

   リース資産 332 －

   有形固定資産合計 20,486 8,244

  無形固定資産   

   ソフトウエア 22,119 17,586

   ソフトウエア仮勘定 14,178 20,974

   その他 229 222

   無形固定資産合計 36,527 38,784

  投資その他の資産   

   投資有価証券 ※2  3,852 ※2  3,649

   関係会社株式 102,029 99,993

   出資金 125 243

   関係会社出資金 9,566 9,566

   長期貸付金 37 32

   敷金保証金 279 606

   長期前払費用 122 303

   その他 183 163

   貸倒引当金 △0 △0

   投資その他の資産合計 116,198 114,558

  固定資産合計 173,212 161,587

 繰延資産   

  株式交付費 118 16

  繰延資産合計 118 16

 資産合計 322,443 304,480
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           (単位：百万円)

          
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 ※1  41,684 ※1  35,349

  短期借入金 ※2  5,282 ※2  1,400

  関係会社短期借入金 29,243 42,476

  1年内返済予定の長期借入金 ※2，※3  6,366 －

  リース債務 211 －

  未払金 10,731 3,273

  未払費用 ※1  27,538 ※1  19,211

  未払法人税等 452 213

  製品保証引当金 260 200

  その他 2,578 2,117

  流動負債合計 124,351 104,241

 固定負債   

  転換社債型新株予約権付社債 － 15,071

  長期借入金 ※3  10,000 ※3  10,000

  関係会社事業損失引当金 56,630 60,717

  繰延税金負債 7 9

  退職給付引当金 4,839 5,322

  その他 2,825 2,183

  固定負債合計 74,302 93,303

 負債合計 198,653 197,545

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 91,731 91,731

  資本剰余金   

   資本準備金 26,288 26,288

   その他資本剰余金 29,727 29,727

   資本剰余金合計 56,015 56,015

  利益剰余金   

   その他利益剰余金   

    繰越利益剰余金 △12,785 △29,288

   利益剰余金合計 △12,785 △29,288

  自己株式 △11,050 △11,051

  株主資本合計 123,911 107,407

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 △121 △385

  繰延ヘッジ損益 － △87

  評価・換算差額等合計 △121 △473

 純資産合計 123,789 106,934

負債純資産合計 322,443 304,480
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②【損益計算書】

           (単位：百万円)

          前事業年度
(自 平成26年４月１日
　至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
　至 平成28年３月31日)

売上高 ※1  285,835 ※1  248,237

売上原価 252,657 227,181

売上総利益 33,178 21,055

販売費及び一般管理費 ※2  39,520 ※2  35,230

営業損失（△） △6,341 △14,174

営業外収益   

 受取利息及び配当金 ※1  3,516 ※1  7,767

 為替差益 － 1,677

 その他 296 349

 営業外収益合計 3,812 9,794

営業外費用   

 支払利息 ※1  1,604 ※1  939

 為替差損 3,732 －

 その他 900 361

 営業外費用合計 6,237 1,300

経常損失（△） △8,766 △5,681

特別利益   

 固定資産売却益 ※3  122 ※3  1,181

 投資有価証券売却益 1,596 632

 その他 43,577 89

 特別利益合計 45,295 1,903

特別損失   

 固定資産売却損及び廃棄損 ※4，※5  4,110 ※4，※5  1,588

 関係会社事業損失引当金繰入額 2,147 4,087

 関係会社株式評価損 20,338 1,724

 減損損失 － ※6  4,655

 その他 16,324 1,124

 特別損失合計 42,921 13,179

税引前当期純損失（△） △6,392 △16,957

法人税、住民税及び事業税 △622 △453

法人税等調整額 △4 △0

法人税等合計 △626 △454

当期純損失（△） △5,765 △16,502
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③【株主資本等変動計算書】

 前事業年度(自 平成26年４月１日　至 平成27年３月31日)

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 91,731 26,288 29,727 56,016 △7,140 △7,140

会計方針の変更による累

積的影響額
－    120 120

会計方針の変更を反映した

当期首残高
91,731 26,288 29,727 56,016 △7,020 △7,020

当期変動額       

当期純損失（△）     △5,765 △5,765

自己株式の取得       

自己株式の処分   △0 △0   

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
      

当期変動額合計 － － △0 △0 △5,765 △5,765

当期末残高 91,731 26,288 29,727 56,015 △12,785 △12,785
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △11,050 129,556 1,162 1,162 130,719

会計方針の変更による累

積的影響額
 120   120

会計方針の変更を反映した

当期首残高
△11,050 129,677 1,162 1,162 130,839

当期変動額      

当期純損失（△）  △5,765   △5,765

自己株式の取得 △0 △0   △0

自己株式の処分 0 0   0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
  △1,284 △1,284 △1,284

当期変動額合計 △0 △5,765 △1,284 △1,284 △7,050

当期末残高 △11,050 123,911 △121 △121 123,789
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 当事業年度(自 平成27年４月１日　至 平成28年３月31日)

 

 

 (単位：百万円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計
その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

当期首残高 91,731 26,288 29,727 56,015 △12,785 △12,785

当期変動額       

当期純損失（△）     △16,502 △16,502

自己株式の取得       

自己株式の処分   △0 △0   

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
      

当期変動額合計 － － △0 △0 △16,502 △16,502

当期末残高 91,731 26,288 29,727 56,015 △29,288 △29,288
 

 

 

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券評

価差額金
繰延ヘッジ損益

評価・換算差額等

合計

当期首残高 △11,050 123,911 △121 － △121 123,789

当期変動額       

当期純損失（△）  △16,502    △16,502

自己株式の取得 △0 △0    △0

自己株式の処分 0 0    0

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
  △264 △87 △351 △351

当期変動額合計 △0 △16,502 △264 △87 △351 △16,854

当期末残高 △11,051 107,407 △385 △87 △473 106,934
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【注記事項】

(重要な会計方針)

1.　有価証券の評価基準および評価方法

(1) 子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法によっています。

(2) その他有価証券

① 時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ

り算定)によっています。

② 時価のないもの

移動平均法による原価法によっています。

　

2.　デリバティブ等の評価基準および評価方法

デリバティブ

時価法によっています。

　

3.　棚卸資産の評価基準および評価方法

(1) 商品、製品、原材料、仕掛品

総平均法に基づく原価法(貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切り下げの方法により算定)により評価

しています。

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法により評価しています。

　

4.　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法によっています。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)については、定額

法によっています。なお、主な耐用年数は以下のとおりです。

　建物および構築物　　 　　　　　　　　　３～65年

　機械及び装置ならびに工具、器具及び備品　２～17年

(2) 無形固定資産

① ソフトウエア

市場販売目的のソフトウエアについては、関連製品のライフサイクルにおける見込販売数量の動向を勘案

し、製品群別見込販売可能期間(２年)に基づく定額法、自社利用のソフトウエアについては、社内の利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっています。

② その他の無形固定資産

定額法(主な耐用年数　５年)

(3) リース資産

① 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しています。

② 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。

　

5.　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 製品保証引当金

販売後の無償サービスに備えるため、当該サービス期間に対応する見積費用を売上高基準により引当計上し

ています。
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(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき計上

しています。退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっています。過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定年数(10年)による定額法により費用処理しています。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における制

度ごとの従業員の平均残存勤務期間(14年から18年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理しています。

(4) 関係会社事業損失引当金

関係会社の事業の損失に備えるため、関係会社に対する投資金額を超えて当社が負担することとなる損失見

込額を計上しています。

 

6.　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1)繰延資産の処理方法

株式交付費

３年で定額法により償却しています。

(2)外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権・債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理していま

す。

(3)ヘッジ会計の処理

①ヘッジ会計の方法

原則として繰延ヘッジ会計を適用しています。なお、振当処理の要件を満たしている通貨スワップについて

は、振当処理を行っています。また、特例処理の要件を満たしている金利スワップについては、特例処理を適

用しています。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

ａ．ヘッジ手段

　為替予約および通貨オプション(ゼロコストオプション)

 ヘッジ対象

　予定取引により将来発生する外貨建営業債権・債務

ｂ．ヘッジ手段

　為替予約、通貨スワップおよび金利スワップ

 ヘッジ対象

　外貨建借入金

③ ヘッジ方針

当社は外貨建営業債権・債務の将来の為替相場変動リスクを回避する目的で、財務リスク管理方針に基づ

き、包括的な為替予約および通貨オプション取引(ゼロコストオプション)を利用しています。また、外貨建借

入金については、将来の為替相場の変動リスクおよび金利の変動リスクを回避する目的で、財務リスク管理方

針に基づき、為替予約、通貨スワップおよび金利スワップを利用しています。なお、当社の利用するデリバ

ティブ取引は当社の実需の範囲内で行っており、投機目的のものはありません。

④ ヘッジ有効性評価の方法

為替相場の変動リスクを回避する為替予約、通貨オプション(ゼロコストオプション)、通貨スワップおよび

金利スワップについては、高い有効性があるとみなされているため、有効性の判定は省略しています。

(4)退職給付に係る会計処理

退職給付に係る未認識数理計算上の差異および未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務諸表にお

けるこれらの会計処理の方法と異なっています。

(5)消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の会計処理は税抜方式によっています。

(6)連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しています。

(会計方針の変更)

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下、「企業結合会計基準」という。）

および「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下、「事業分離等会計基準」と
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いう。）等を、当事業年度から適用し、取得関連費用を発生した事業年度の費用として計上する方法に変更しまし

た。

また、当事業年度の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の

見直しを企業結合日の属する事業年度の財務諸表に反映させる方法に変更しました。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）および事業分離等会計基準第57－４項

（４）に定める経過的な取り扱いに従っており、当事業年度の期首時点から将来にわたって適用しています。

なお、当事業年度において、財務諸表に与える影響額はありません。

 
(表示方法の変更)

　(損益計算書関係)

1.　前事業年度において、損益計算書の営業外費用に独立掲記していた「借入関連費用」（前事業年度505百万

円）、「遊休資産維持費用」（前事業年度261百万円）、「株式交付費償却」（前事業年度101百万円）は、金額的

重要性が乏しくなったため、当事業年度より営業外費用の「その他」に含めて表示しています。

2.　前事業年度において、損益計算書の特別利益に独立掲記していた「事業譲渡益」（前事業年度43,552百万円）

は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より特別利益の「その他」に含めて表示しています。

3.　前事業年度において、損益計算書の特別損失に独立掲記していた「事業構造改善費用」（前事業年度7,609百万

円）、「事業譲渡損」（前事業年度6,476百万円）は、金額的重要性が乏しくなったため、当事業年度より特別損

失の「その他」に含めて表示しています。

 

 
(貸借対照表関係)

※1.　関係会社に対する資産および負債

独立掲記されたもの以外で金銭債権または金銭債務に含まれているものは、次のとおりです。

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

短期金銭債権 29,119百万円 25,767百万円

短期金銭債務 44,111百万円 28,484百万円
 

 

※2.　担保資産および担保に係る債務

担保に供している資産および担保に係る債務は次のとおりです。

　担保に供している資産

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

建物・構築物 9,680百万円 2,900百万円

土地 6,233百万円 1,141百万円

投資有価証券 2,089百万円 2,089百万円

計 18,003百万円 6,132百万円
 

　
　担保に係る債務(注)

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
当事業年度

(平成28年３月31日)

短期借入金 3,382百万円 1,400百万円

１年内返済予定の長期借入金 6,366百万円 ― 百万円

計 9,749百万円 1,400百万円
 

　　 (注)国内連結子会社の資産を含めた共同担保設定による当社の借入金を記載しています。
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　※3　(前事業年度)

　１年以内返済予定の長期借入金6,366百万円は、当社が、平成27年３月27日付で取引銀行と締結したシン

ジ　　ケートローン契約によるものです。このシンジケートローン契約には、当社の連結および個別貸借対照

表における純資産の一定水準の維持ならびに一定の連結営業利益の確保を内容とする財務制限条項が定められ

ています。

　また、長期借入金10,000百万円は、当社が、平成26年９月25日付で取引銀行と締結したシンジケートローン

契約によるものです。このシンジケートローン契約には、当社の連結および個別貸借対照表における純資産の

一定水準の維持を内容とする財務制限条項が定められています。

　　

　(当事業年度)

　長期借入金10,000百万円は、当社が、平成26年９月25日付で取引銀行と締結したシンジケートローン契約に

よるものです。このシンジケートローン契約には、当社の連結および個別貸借対照表における純資産の一定水

準の維持を内容とする財務制限条項が定められています。

 

　※4．　保証債務

(前事業年度)

　当社は、東北パイオニア株式会社および一部の連結子会社の金融機関からの借入金・為替予約取引等につい

て、債務保証を行っています。当事業年度末の債務保証額は、東北パイオニア株式会社の短期借入金1,509百万

円となっています。また、その他当事業年度末において対象となる残高のある連結子会社の債務保証額は、次

のとおりとなっています。

Pioneer Manufacturing(Thailand) Co.,Ltd.他５社 6,333百万円
 

 

　当社は、英国子会社年金スキームの年金トラスティに対する保証債務を有している当社のベルギー子会社に

対して保証債務を有しています。当事業年度末における当該英国子会社の未積立退職給付債務は1,460百万円で

す。

 

(当事業年度)

　当社は、東北パイオニア株式会社および一部の連結子会社の金融機関からの借入金・為替予約取引等につい

て、債務保証を行っています。当事業年度末の債務保証額は、東北パイオニア株式会社の短期借入金1,509百万

円となっています。また、その他当事業年度末において対象となる残高のある連結子会社の債務保証額は、次

のとおりとなっています。

Pioneer Manufacturing(Thailand) Co.,Ltd.他２社 7,159百万円
 

 

　当社は、英国子会社年金スキームの年金トラスティに対する保証債務を有している当社のベルギー子会社に

対して保証債務を有しています。当事業年度末における当該英国子会社の未積立退職給付債務は1,299万円で

す。
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(損益計算書関係)

※1.　関係会社に係る注記

各科目に含まれている関係会社との主な取引は次のとおりです。

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

関係会社に対する売上高 183,953百万円 150,315百万円

関係会社からの仕入高等 221,480百万円 171,669百万円

関係会社からの受取利息 1,999百万円 1,664百万円

関係会社からの受取配当金 1,374百万円 6,019百万円

関係会社に対する支払利息 333百万円 593百万円

関係会社に対する資産譲渡高 6百万円 3百万円

関係会社からの資産購入高 2,007百万円 745百万円
 

　

※2.　販売費及び一般管理費の主な費目および金額

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

特許権使用料 9,609百万円 8,320百万円

給料手当 8,035百万円 7,612百万円

研究開発費 4,582百万円 3,596百万円

退職給付費用 1,394百万円 1,160百万円

減価償却費 1,202百万円 1,218百万円

     

おおよその割合     

販売費 71％ 78％

一般管理費 29％ 22％
 

　

※3.　固定資産売却益の主な資産別内容

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

機械及び装置 9百万円 6百万円

土地 －百万円 1,171百万円

建物 86百万円 －百万円
 

　

※4.　固定資産売却損の主な資産別内容

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

建物 3,132百万円 1,496百万円

構築物 42百万円 14百万円

機械及び装置 96百万円 7百万円

土地 45百万円 －百万円
 

 
※5.　固定資産廃棄損の主な資産別内容

 
前事業年度

(自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日)

当事業年度
(自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日)

ソフトウエア －百万円 24百万円

ソフトウエア仮勘定 773百万円 －百万円
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※6.　減損損失

用途 種類 場所 減損損失(百万円)

カーエレクトロニクス
生産設備

自社利用
ソフトウエア等

埼玉県川越市 3,827

共用資産 建物附属設備等 東京都文京区等 827
 

当社は、原則として事業用資産については経営管理上の事業区分を基準としてグルーピングを行っていま

す。

　ただし、処分予定または将来の使用が見込まれない遊休資産については、独立したキャッシュ・フローを生

み出す最少の単位として捉え、個別にグルーピングしています。また、本社等の全社的な資産については、独

立したキャッシュ・フローを生み出さないことから、共用資産としてグルーピングしています。

　当社は、営業活動から生じる損益が継続してマイナスとなっていることから、減損の兆候を共用資産を含む

より大きな単位で検討し、帳簿価額を使用価値に基づいた回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失と

して特別損失に計上しています。その主な内訳は、「建物」1,066百万円、「機械及び装置」371百万円、「工

具、器具及び備品」308百万円、「ソフトウエア」1,914百万円、「ソフトウエア仮勘定」946百万円です。

　なお、共用資産を含むより大きな単位の回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フ

ローを6.63%で割り引いて算定しています。

 
(有価証券関係)

前事業年度(平成27年３月31日)

　子会社株式および関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式101,345百万円、関連会社株式684百万円)は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していません。

 

当事業年度(平成28年３月31日)

　子会社株式および関連会社株式(貸借対照表計上額　子会社株式99,794百万円、関連会社株式199百万円)は、市場価

格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載していません。
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(税効果会計関係)

1.　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　　　　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

  
前事業年度

(平成27年３月31日)
 

当事業年度
(平成28年３月31日)

(流動の部)     

繰延税金資産     

　　棚卸資産評価減  2,130  1,912

　　未払賞与  1,017  931

　　その他  2,046  1,302

繰延税金資産小計  5,194  4,146

評価性引当額  △5,194  △4,146

繰延税金資産合計  ―  　―

     

(固定の部)     

繰延税金資産     

　　減価償却超過額  1,506  2,053

　　投資有価証券評価損  188  ―

　　関係会社株式評価損  16,320  16,145

　　関係会社事業損失引当金  18,121  18,822

　　減損損失  ―  1,695

　　その他有価証券評価差額金  41  124

　　繰越欠損金  43,937  46,389

　　その他  1,980  1,906

繰延税金資産小計  82,096  87,136

評価性引当額  △82,096  △87,136

繰延税金資産合計  ―  ―

     

繰延税金負債     

　　その他有価証券評価差額金  △3  △6

　　その他  △3  △2

繰延税金負債合計  △7  △9

繰延税金負債の純額  △7  △9
 

　

2.　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の内訳

 
前事業年度

(平成27年３月31日)
 

当事業年度
(平成28年３月31日)

法定実効税率 36.0％ 33.0％

　　(調整)    

　　交際費等永久に損金に算入されない項目 △7.5  △0.6

　　受取配当金等永久に益金に算入されない項目 7.9  11.5

　　外国税額等 △5.6  △2.8

　　住民税均等割等 △0.3  △0.1

　　評価性引当額 △28.6  △50.4

　　連結納税制度適用に伴う影響 18.6  7.1

　　連結納税に係る投資簿価修正 △10.1  4.6

　　その他 △0.6  0.4

税効果会計適用後の法人税等の負担率 9.8％ 2.7％
 

　

3.　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）および「地方税法等の一部を改正する等の法律」

（平成28年法律第13号）が平成28年３月29日に国会にて成立されたことに伴い、当事業年度の繰延税金資産および

繰延税金負債の計算（ただし、平成28年４月１日以降解消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、従来の

33.0％から31.0％に変更されています。この税率変更による影響は軽微です。
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(重要な後発事象)

　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

パイオニア株式会社(E01794)

有価証券報告書

101/109



④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

　(単位：百万円)

区　分 資産の種類
当 期 首
帳簿価額

当期増加額 当期減少額 当期償却額
当 期 末
帳簿価額

減価償却
累 計 額

当 期 末
取得価額

有　　形
固定資産

建　　　物 10,200  825  
7,133
(1,066)

440 3,450 8,973 12,424

構　築　物 168  7  
86
(26)

19 70 813 883

機 械 及び
装　 置

566  764  
407
(371)

384 539 14,585 15,125

車両運搬具 3  18  
7
(7)

5 9 47 57

工具、器具
及び 備品

668  781  
347
(308)

662 440 9,485 9,925

土　　 地 8,548  ―  4,813 ― 3,734 ― 3,734

建設仮勘定 ―  15  15 ― ― ― ―

リース資産 332  ―  241 90 ― 198 198

計 20,486  2,413  13,053 1,602 8,244 34,104 42,348

無　　形
固定資産

ソフトウエア 22,119 ※1 13,723  
1,914
(1,914)

16,342 17,586 36,709 54,296

ソフトウエア
仮　勘　定

14,178 ※1 20,957 ※2
14,161
(946)

― 20,974 ― 20,974

そ　の　他 229  26  
19
(15)

13 222 63 286

計 36,527  34,707  16,095 16,356 38,784 36,773 75,557
 

(注)　1.「当期減少額」の(内書)は減損損失計上額です。

2.「当期増加額」、「当期減少額」の主なものは下記のとおりです。

※1 ソフトウエアおよびソフトウエア仮勘定の当期増減額は、市場販売目的のソフトウエア30,708百万円、自

社利用のソフトウエア3,972百万円です。　

※2 ソフトウエア仮勘定の当期減少額は、主としてソフトウエアへの振替です。　

【引当金明細表】

(単位：百万円)

区分 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 1,056 0 118 937

製品保証引当金 260 200 260 200

関係会社事業損失引当金 56,630 4,351 264 60,717
 

(注)1.引当金の計上理由および額の算定方法は、財務諸表の「重要な会計方針」に記載しています。

2.貸倒引当金の当期減少額は、外貨建債権分の為替の評価替による目的外取崩額、および立替金の回収に伴う目的

外取崩額、一般債権分の洗替処理による目的外取崩額が含まれています。

3.製品保証引当金の当期減少額は、主に洗替処理による目的外取崩です。

4.退職給付引当金に関する事項は、退職給付会計に関する注記に記載しています。
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(2) 【主な資産および負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しています。

 

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

 
事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日
３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の
買取・売渡

 

　　取扱場所 (特別口座)

 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社証券代行部

　　株主名簿管理人 (特別口座)

 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・売渡手数料 無料

公告掲載方法
電子公告により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告に
よることができない場合には、日本経済新聞に掲載する方法により行います。(注１)

株主に対する特典 なし
 

(注) 1.　公告掲載ＵＲＬ　http://pioneer.jp/corp/ir/koukoku/

2.　当社の単元未満株式を有する株主は、当社定款規定により、その有する単元未満株式について次に掲げる権

利以外の権利を行使することができません。

(1) 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

(2) 株主の有する取得請求権付株式の取得を当会社に対して請求する権利

(3) 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当ておよび募集新株予約権の割当てを受ける権利

(4) 前条に規定する単元未満株式の売渡しを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

 

 
１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

 

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。

 

(1) 有価証券報告書およびその添付書類ならびに確認書   
事業年度(第69期)　(自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日)  平成27年６月25日
  関東財務局長に提出

   
(2) 内部統制報告書およびその添付書類  平成27年６月25日

  関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書および確認書   
第70期第１四半期　(自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日)  平成27年８月10日

  関東財務局長に提出

第70期第２四半期　(自　平成27年７月１日　至　平成27年９月30日)  平成27年11月13日

  関東財務局長に提出

第70期第３四半期　(自　平成27年10月１日　至　平成27年12月31日)  平成28年２月10日

  関東財務局長に提出

   
(4) 四半期報告書の訂正報告書   

平成27年11月13日に提出した四半期報告書にかかる訂正報告書  平成27年12月２日

  関東財務局長に提出

平成27年11月13日に提出した四半期報告書にかかる訂正報告書  平成27年12月３日

  関東財務局長に提出

(5) 臨時報告書   
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における  平成27年７月１日

議決権行使の結果)の規定に基づく臨時報告書  関東財務局長に提出

   
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号(財政状態及び経営成績の  平成28年５月17日

状況に著しい影響を与える事象の発生)の規定に基づく臨時報告書  関東財務局長に提出

   
(6) 有価証券届出書およびその添付資料  平成27年12月２日

新株予約権付社債（行使価額修正条項付新株予約権付社債券等）の発行に関する  関東財務局長に提出

届出書   
   

(7) 有価証券届出書の訂正報告書  平成27年12月３日

平成27年12月２日提出の有価証券届出書に係る訂正届出書  関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

 

平成２８年６月２３日
 

　パ　イ　オ　ニ　ア　株　式　会　社

 　 取　　締　　役　　会　　 御中
 

 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 久　　世　　浩　　一

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　　下　　万　　樹

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　田　　知　　輝

 

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているパイオニア株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、す

なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

　

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パ

イオニア株式会社及び連結子会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、パイオニア株式会社の平

成２８年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、パイオニア株式会社が平成２８年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠し

て、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注)　１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出

会社)が連結財務諸表に添付する形で別途保管しています。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
 

 

EDINET提出書類

パイオニア株式会社(E01794)

有価証券報告書

108/109



独立監査人の監査報告書
 

 

 

平成２８年６月２３日
 

パ　イ　オ　ニ　ア　株　式　会　社

　　取　　締　　役　　会　 　御中
 

　

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 久　　世　　浩　　一

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 岩　　下　　万　　樹

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　田　　知　　輝

 

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れているパイオニア株式会社の平成２７年４月１日から平成２８年３月３１日までの第７０期事業年度の財務諸表、す

なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監

査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、パイオ

ニア株式会社の平成２８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上
　

 

(注) １.　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しています。

２.　ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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